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'序 に 代
え て

電子計算機による情報処理は,社 会経済の発展にともなう各種情報の蓄積 ・加工 ・供給を最

も有機的に効果的に進めるにない手として,最 近とみにその役割の重要性が認識されてきてお

ります。

また,情 報 処 理そ の も'のも',第5世 代 電子 計算 機 の 登場 以 来 ,そ の 利用 分野 の 拡大 と と もに

経営の意思決定システム・コンピュータの不特定多数による共同利用 といった高度化の方向が

検討されつつあり,従 来の事後処理的な利用か ら見ると現在の情報処理は大きく発展期を迎え

ているともいえます。

とのような情勢において,情 報処理および情報処理産業の前途には,幾 多の解決を要する課

題があります。

すなわち,情 報処理産業発展の要件およびそれが他産業に与える影響といった日本経済の動

敵 関連する諸問題 を始め品 産業が擬 すべき情鞭 よ醜 報鰹 の麟 酷 傘 よび情報

処理のサービスの体制・情報処理のための・・一ドウエアぷ びソフトウエアの技術 各種の標

準化,情 報処理技術者の養成 などであります。

当財団は・昭和42年12月2'・ 昨 関係政府機関,,麟 界のご支援を得て赴 されま して

以来・これら情報処理に関する問題の鰍 のため,各 種の事業を実施して剖 ますが,「 情報

処理と融 処理産業の動向と影綱 査」は田 本自韓 癩 会の織 工撒 興資金による醐

を受けて実施 した 「昭和42年 度情報処理調査研究補助事業」の一環であり,調 査内容として

は情 報処理の額 動向国 際繍 働 向市 報麺 技術の綱 ,ナ シ。チル情報システ。の

動向の4分 野を取b上 げ各々各界の有識者による小委員会を組織し,主 として定性的な動向を

把握することを目的としております。

本報告書は・このうち・情報処理技術の現状と将来の展望に関する調査結果をとりまとめた

ものであります・辞 本調査に斯 る情報鰹 硫 としては,シ ステム繊 パ ・一ドウエア,

ソフトウエア,処 理コス ト,デ ータ伝送技術 ,デ ータ伝送コス ト要員必要数 コンパテ ィピリ

ティの各項を取り扱 うこととしました。

最後に・本報告書取りまとめにご尽力下さつた技術予測小委員会の委員各位および有益なご

意見を寄せ られた関係各位に感謝の意を表 しますとともに本報告書 が,各 方面に利用されわが

国の情報処理産業発展に寄与できますよう念願いたす次第であります。

財団法人 日本情 報処理 開発セ ンター

会 長 難 波 捷 吾
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1.総 、
'論

電子 計 算機 を主 軸 とす る情 報 処理技 術 は 年 々急 速 の進 歩 を遂 げ,例 えば ハ ー ドウエア につ い

て看 れ ばそ の処 理速 度 は 鼓数年,年 約2倍 の割 で高 速化 しつ つ ある。 また 此 れを 支 え る ソ フ ト

ウエ アは益 々大型 化 す る一 方,使 い 易 くす るため種 々の シス テ ム管理 プ ログ ラムや応 用 プ ログ

ラムが 開発 され,そ の 開発 に要 す る人 員 も急増 の一途 を辿 ってい る。 更に近年 発 達 した電子 計

算 機 の オン ライ ン利用 技術 或 は タ イム シェ ア リン グ技術 は 電子 計算機 に よる情 報 サ ー ビス を よ

り公共 的性 格 の もの とし,情 報 処理 の 恩恵 に浴 す る人 口は我 が国で も近 い将来 爆 発 的 な増加 を

示 す ことが予見 さ れ て い る。

このよ うに電 子計 算機 による情 報 処 理 が広 く利 用 され る気 運 に なる に従 って情 報 処 理装 置 産業

が 拡大 す る のみ で な く,情 報処 理サ ー ビス 自体 が1つ の産業 として成 育 する 兆 が見 えて来 て い

る。

情 報処 理産 業 は 従来 の 諸 産 業 と異 り,本 質 的 に は情 報或 は知 識 と云 う形 の無 い もの を売 る産

業 で ある。 従 って従来 の産 業形 態 と可 成異 った 面 が発生 す るの み な らず,社 会 全体 に対 して も

種 々の 新規 な影 響 を及 ぼす もの と考 え られ る。

当分 科会 では この よ うな新 産業 を支 える技 術 の動 向 を明 か にす る手 初め として,先 づ技術 の

現 状 を把 握 し・ これ を基 に して将来 の予測 を立 て る ことと した 。そ して,そ の第1着 手 と して

現状 の把 握 を中心 と して調 査 を進 め,.鼓 に一 応 ゐ成 果 を見 るに至 った ので 中間報 告 と して取 ま

とめる とと と した 。

本 報告 は9章 か ら成 り,第2章 では ハ ー ドウエ アに重点 を置 いた システ ム構成 の推 移 を追 っ

て その傾 向を示 した。 第3章 ・第4章 で は夫 々ハ ー ドウエ アas・よび ソフ トウエア の発 達の 傾 向

を 記 した。 第5章 で は将 来益 々普 及 す ると考 え られ るデ ー タ伝 送技 術 の現状 を国 内の み な らず

、海 外 の 例 につい て も調 査 し た。第6章 は情 報 サー ビス を広 域 に亘 って行 な う際 に必要 な互換 性

を中心 に現 在国 内 的或 は国 際 的 に標準 化 され てい る もの,さ れ よ うと してい る ものを 調査 し
,

将来 情報 サ ー ビス が実用 化 され る のに必要 な標 準化 す べ き事 項 お よび これを 進 め る際 の問 題 点

に ついて 述 べ た。

第7章 以 下 は従 来 調査 が殆 ん どな され てい なか った コス トな らびに 要員 に関す る 調査 結果 で

ある。 処 理 コス トについ て はそ の要員 を 明かに す る と共 に ・代 表 的 な例 に ついて コス トを算 出

し・参考 とした。 要員 数 に つい ては プ ラン ドン氏 の予 測方 法 に準拠 し,国 内60余 の 計算 セン

一1一



タの実例によるアンケート結果を基礎として昭和ri7年 度までの計算機要員の予測を行なった。

以上の諸結果はいつれも情報処理技術の現状を中心とする技術動向を記した ものであり,将

来の技術動向を予測する有力な手掛 りを与えるものと考えている。

当分科会としては引続き技術予測を以上 の各分野について進め,本 報告とする計画である。
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2.シ ス テ ム 構 成 、 『 ・'・ ・

2・1ア ー キテ ク チ ャー

電子計 算 機 の機 能 的構 造 をア ー キテ クチ ャーー一(architecture)と 云 い,物 理 的な 実現 方法'

と区 別 して い る。

こ こで は最近 の 電子 計 算 機 の アー キ テ クチ ャー の 中 で特 に重 要 と考 え られ る点 のみ『を と りあ

げ た。

〈デ ー タ形 式 ジ

8ビ ッ トの バイ.ト(byte)あ る い は6ビ ッ トの キ ャ'ラク タ(character)を ア ドレス 指定 の

最 小単位 とし,科 学技 術 演算 には 語(word)を 用 い る電 子計 算 機 が 多 い。

デー タの 表 現 は2進 が大 部 分 で,ア ドレス 指定 もア セン ブ ラや各 種 プ ログ ラム言語 の 普 及 に

よ りほ とん どが2進 にな った。 しか し事務 計 算 で便利 な ため10進 演 算命 令も備 え て い る電子

計算 機 が多 い 。

(表2・-1)デ ー タ'形 式"(注1)符 号('1'bi't)(注2)n:言 己憶容量

文 字 『 固定 小 数 点 デ ー タ 浮動小数点データ
機 種 名

デ ー タ 10進 数 2進 数 指 数 部 仮 数 部

,1斑.Sys七em/560 8bi七 1-31桁 16/32bi七 7bi七
24bi七+S

(注1)

Model85 〃
.56bi七+S

〃 112bl七+S

GDO6600 6bit 一 60bi七 12bl七 48bi七

!ク 96b1七

且工TAC8500 8bit 1-31桁 16/32bi七 7b工t 24bi七+S

〃 56blt+S

FACOM250/60 6/9
bi七

一 56bl七 9bi七 26bl七+S

(21桁 までの変換 命 令 が あ る) 〃 61bユtヰS

NEAC220〔 レ/500 6bi七 1～n桁(注2) 56bi七 12bi七 55bユ 七+S

u且ivac1108 6bi七 一 56/72bi七 8bi七 27bi七+S

11bi七 60bit+S

〈互 換 性 〉

第3世 代 の 電子 計 算 機の 最 大 の特 徴 の一 つ と して互換 性 の 重視 が 挙げ られ よ う。 これ は 電
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子 計算 機 で処 理す る プ ログ ラム とデ ー タの 蓄積 が 膨大 に な り,業 務 量の増 大 な どに伴 うハ ー ド

ウェア,た とえば 中央処 理装置 の 交 換 に よっ て,容 易 にそれ を捨 て る事 が 出来 な くなって きた

事 に起 因す る であ ろ う。L

典型的 な互 換性 の実 現 方法 と して ワン ・マ シ ンの概 念 が あ り エBMSystem/360を は じめ,

HITAO8000シ リーズ,NEACシ リー ズ2200な どが この概 念 で プ ログ ラム,デ ー タ,入 出 力

装置 を シ リーズ内 の各 モ デル で共 通 に使 用 で きる よ うに してい る。

FAOOM250シ リー ズ は以上 の 互 換 性 を保 ちなが ら,大 型 と小 型 でアー キテク チ ャを変 えて い

る事 を特 徴 として い る。

古 い電子 計 算 機 あ るい は他社 の 電 子 計算 機 との プ ログ ラム互換 性 を実現 す る方 法 と して は,

マ イク ロ ・プログ ラムに よ る シ ミュ レー シ ョ ンを用い る 工BMのEmulatorと,プ ログ ラム の

書 き換 え を電子 計 算 機 で行 な うLibera七 。r(NEAGシ リーズ2200)が 代表 的 で あ る。

〈記憶 装置 の階 層:memoryhierarchy>

各 種 速度 の記 憶装 置 を組 合せ て利 用 す る こと は,よ り少 い コス トで高い ス ル ー プ ッ トを得 る

ため の基 本 的 な問 題 で種 々の方 式 が考 え られ て きた。 ペ ージ ・ア ドレス もそ の代 表 的方 法 の一

つ でIBM360/67,GE645な どで実 現 されて い る が 現時点 では 問題 が多 く,期 待 ・して い た

効果 が 得 られ てい ない よ うであ る 。 日本 では 東大 と 日立 で共 同研 究 が進 め られ てい る。

最 近 注 目され てい るの は,サ イクル ・タ イム80nS,容 量16k～32}び イ トの バ ッ フ ァ ・メ

モ リを中央 処 理装置 内 に有 し,主 記 憶 に は比 較 的低 速 で大 容量(1μS,最 大4Mバ イ ト)の コ

ア ・メモ リを用 いた1BM560/85の 出現 で ある(図2-1参 照)。
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(表2-2)論 意装 置 の階 層

ー

∩

ー

機 種 名 レ ジ ス タ 記 憶
1

主 記 憶
大 容量

コア ・メモ リ 磁 気 ド ラ ム デ ィス ク ・パ ック
大 容 量

テ㌦スク ・ファイル
磁 気 カ ー ド

(2505) (2311) (2514) (2321)

エBM56〔 レ!50 、 0,5μS 20μS 8,0μS 8751nS 8ス5mS 875mS 5751nS

.

512kバ イ ト 8.192kバ イ ト 591×106バ イ ト Z25×106バ イ ト 255×105・ ㍉ ト 400×106バ イ ト

1蹴360/β5 80nS
'

1,0μS
一 〃 〃 〃 〃

16^ろ2kバ イ ト .4,096kバ イ ト 一

(FH452) (EAS正BANDIIド ラム)
－

UN工VAC1108 666nS 075μS
一 4251nS 92mS

(田1782・ トラム)

17皿S

126×106字
'

'.「
'

'

128語 256k語 一 472・106字
,

152×106字
「

工G・ メ モ リ (N271A) (N259) (N262)
NEAO220〔 レ/500 188nS 1,5μS

一 8.3皿S 975皿S 105mS
.

一

.

128語 512k字 一 527×103字' 916×106字 500×106字

HITAG-8500

ワ イヤ.メ モ リ

210nS 084μS 一

(且8566)

86エnS

(H8564)

875皿S

(H-8568)

560×106バ イ ト
'

450皿S

128語 512kバ イ ト
一 1.56×106バ イ ト 725×106バ イ ト

(F627k) (F462k) (F65'lk)
1

FAGOM250-60' 092μS 6.0μS 84mS 8ス5mS 130mS 一

256k語 768k語 622×103バ イ ト ア25×106バ イ ト 90×10・ バ イ ト

(注)k=1.024



(図2-2)エBM560/85の 構 成

MA工NMEMORY

1.0μS/16by七e×4way,

16k～52kby七e

(k=1,024)

〈多重 プ ロ グラ ム と多 重処 理 〉

割 込 み を 利 用 して多 重 プ ログ ラム処 理 をす るの は標 準 的技 術 にな って お り,ハ ー ドウェ.ア機

能 に もそれ を前提 として記 憶保 護,プ ログ ラムの リロ ケー シ ョン,多 重 レベル の割 込 機 能 な ど

が採 用 され て い る。

多 重処 理 技 術は まだ確 立 した とは云 い切 れ ない が,多 重 プ ロ セ ッサ 構成 が可 能 な電 子計 算 機

と して,エBM560/67',〔}E645,UNエVAC-1108,FACOM230/60な どが あ る。

初 期の多 重 プ ロ セ ッサ ・シス テムはmaster-slaveに 別 れ て動作 す る方 式 で あった が,現

在 は,す べて の プ ロセ ッサ を平等 に扱 い,ど の プ ロセ ッサ が 切離 され て もその分 だ け処 理 能 力

を低 下す る の み で運 転 を継 続す るfallsoftあ るい はgracefull-degradatiOnシ ス テ ム

が 主流 にな ろ うと してい る。

〈codeindependence>

デー タ通 信 の普 及 に よ り異 なる電 子 計算 機及 び各 種 の 端末 装 置 か らの デー タを処 理 す る必 要

が 増 大 して い る。 しか もそれ らの コー ドが 標準 化 され ていな い の で各 種 コー ドを扱 う機 能,即

ち 。。de-independenceが 重要 にな ってい る。 現在 は入 出 力 装置 の ハ ー ドウェ ア あるい は コ

ー ド変 換 命 令 に よ って 内部 コー ドと外 部 コー ドの変換 を 行 な
ってい るが,更 に,た とえばIBM
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360で はASCHモ ー ドとEBODエ モ ー ドを設 け て プ ログ ラムで使 い分 け られ る よう に して

い る。:1

〈ハ ー ドウェ ア とソ フ トウェアの インタ ー フ ェース 〉

初期 の 電子 計 算 機はhardware。rlen七edで あ った が,こ れ では 各種 応 用に 対 して種 類 が

多 くなっ て しま う傾向 に あ り,応 用 分 野の 拡 大 に伴 って ハ ー ドウェ アに基本 的 な機 能 を持 たせ,

ソフ トウェ アが各 応 用 に応 じて ハー ドウェア の 機能 を補 う方式 が と られ て きた。

と ころ が使 用法 が高 度 に な る につ れ,電 算機 シス テ ム の管 理 を ソ フ トウェア でや る よ うに な

り,こ れに伴 って,能 率の低 下 が 問題 とな り 出 した。 た とえ ば 最近 の タ イム シェ ア リン グ ・シ

ス テ ム な どで は ソフ トウ ェア(オ ペ レー テ ィン グ ・シス テム)の 介在 に よるOverhead-loss

が90%に も達 す る とい われて い る。

これ を解 決 す るにハ ー ドウ ェア に更 に 負担 を 負わせ る こ とが考 え られ てい るが,そ れ を可 能

に した の は最 近 のハ ー ドウェア 技 術の 著 しい 進歩 で ある。 今後 は この ようにハー ドウ ェア技 術

の進 歩 に よるハ ー ドウェ ア 機能 の強 化 と価 格 の 低下 に よ って 現在 ソフ トウェア で実 現 され て い

る部 分 の ある ものは ハ ー ドウェア化 され てい くこと にな ろ う。そ の 際 ハー ドウェア と ソフ トウ

ェア の 機 能 分担,即 ちハー ドウェア と ソ フ ト ウェ アの イン ター フェー スを ど うす るか が大 きな

課 題 とな って くる。

そ の一 案 と してfir皿wareの 概 念 が提 案 され て い るが まだそれ を実 現 した 商用 機 はな く,

IBM360/30を 用い て行 なわ れ た実 験結果 が報 告 され てい る程 度 で ある(HLMUTWEBER

:Microprogra皿med工mplemen七ationofEUI.ERonIBMSys七em/

560ModelsO',Vol.10,No.9Sep七.1967,001nlnAGM)

〈マン マ シン イン ター フ ェース 〉

タ イム ・シ ェア リング ・シス テ ムな どで はオ ペ レー シ ョン が不慣 れ な素人 も機械 に アプ ロー

チす る こ とにな るの で高 度 なマン ・マ シン ・イ ンター フ ェー ス と共に,容 易 に使 用す る こ とも

で きなけ れば な らない。

そ のた めに オペ レー テ ィ ング ・システ ム と共 に新 しい 入出 力機 器,端 末装 置 が注 目さ れ てい

る。

・図形入 出 力装置ORTデ ィス プ レー と ライ ト ・ペ ン を用い て図形 の表 示,図 形情 報 の 入

力 を行 な う装置 は,特 に タ イム シェア リン グ ・シス テ ム と結 合 した利 用 に よ って 新 しい情 報 処

理 の分 野 を開 拓す る もの と して注 目されて い る。

。漢 ⇒ の 出力装 置:日 本 の特 殊 事情 と して 漢字 の使 用 は従 来 は極 く限 られ てい たが,今 後 は

日常 よ く使 われ る漢 字 を 自 由に,高 速に 印字 ある い は表 示す る装置が 開発 され てい く もの と期

待 さ れ る。



。文 字入 力 装置:人 間 も読 め る文 字 を機 械 に読 ませ る ことは マンマ シン ・イ ンタ ー フ ェー ス

を改善 す る 点で 非 常 に有効 で あ り,形 の きま った文字 を読 み とるOCRか ら手 書 き文 字 も読 め

るOCRへ と発展 して い くで あ ろ う。

。端末 装置:従 来 の タ イ プ ライ タ を主 に した端末 装置 か ら多種 多様 な 端末 装 置へ と発 展 し よ

うと してい る。

簡 易 端末 装 置 として は,音 声応 答 装 置 との組 合せ に よって最 も安価 な端末 装 置 に な る と考 え

られ る タ ッチ トー ン電 話 器 が あ り,す で に米 国 で はか な り使用 され てい る。

使 い 易い 高 性 能端末 装置 の 例 として は,文 字表 示 装置 が ある。 タ イプ ライタ に 比 して 速度 も

速 く,ま た表示 内容 の 追加,修 正 な どが 容 易 でタ イム シ ェア リン グ ・シス テ ム 用 と して よ く使

用 さ れてい る。

ま た,リ モ ー ト ・バ ッチ 処 理用 の 高 性 能端末 装置 として は,カ ー ド ・リー ダ,ラ イン ・プ リ

ン タあ るい はOORや マ ーク ・リー ダを接 続 で きる汎 用端末 が ある。

さ らに業 務 に応 じた 専 用端末 装置,た とえ ば 座席 予 約装置,銀 行 窓 口装置 な ど も多数 開発 さ

れ てい る。

(表2-3)マ ン ・マ シン ・イ ンター フェ ース を改善 す る新 入 出 力装 置 例

分 類 装 置 名 メ ー カ ー 性 能 ・ 備 考

グ ラ フ ィ ック ・ 1BM2250M1 IBM 21イ ンチ 長方 形 ブ ラ ウン管,ラ イトペン付

デ ィス プ レ イ
00NTROIＬDATA-

250
ODG 19イ ン チ 長 方 形,〃 〃

図形表示装置 富 士 通 ]9あ るい は10イ ンチ,長 方形,ラ イ トペ ン付

GraphicDa七a

Scope 日 電 21イ ン チ長方 形,ラ イ トペ ン付

H8811図 形表示装置 日 立 16イ ン チ丸形,ラ イ トペ ン付

漢 字 JEM-2400 日本電子 表示 文字の 種類:1,200/2,500/5、000種

デ ィス プ レ イ 漢字ディスプレイ装置 産 業 表 示容 量:480字 以下,文 字 書 体,任 意

光学文字 IBM1418 工BM ドキ ュ メ ン ト ・ リー ダ

数 字 ・記 号 ・マ ー ク,500字/秒
'

読取 装置 1BM1428 〃 〃 英 数字 ・記 号 ・マ ー ク,480字/秒

Farring七 〇nID
Farrin-

9七 〇n
〃 数 字 ・マー ク,530字/秒

工BM1287 工BM 手書文字読取,数 字 ・記号677字/秒
、

且一8255-2 日 立 ド キ ュ メ ン ト ・リ ー ダ
N-2

・フ≡ 精 『纏 嘉1、 ,。w)
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1分 類
装 置.名 メ ー カ ー 性 能.・ 備 考

F6300A 富 士 通
〆
メ ドキ ュ メ ン ト ・リー ダ,1100枚/分
(ISO-Aフ ォン ト(数 字,ア ル フ ァ ベ ッ

ト,記 号),マ ー ク

N240D-1 日 電

ノ
ド キ ュメ ン ト・ リーダ,600～1,100枚/分

《

、407フ ォ ン ト(数 字,記 号),マ ー ク

マ ー ク ・ペ ー ジ ・ 1BM1231 工BM 60字/秒,1000マ ー ク/シ ー ト,

リー ダ H-8238-21^ 日 立
1マ ーク 読 取 機構 付 カー ド読 取機

.!W23峡/分8。 欄 カー ド使 用

N240p-1 日 電 200枚/分,52×80マ ー ク/シ ー ト,

F2541/51 富 士 通 100枚/分,780マ ー ク/シ ー ト

ジ ャ ー ナ ル ・テ 工BM1285 工BM 25字/行,365字/秒

一 プ ・ リ ー ダ NCR420-2 NCR 32字/行,1664字/秒

日 立 ジ ャ ー ナ ル ・ 日 立 16字/秒,オ フライ ン用

リー ダ
1

(表2-4)新 しい端末 装置 の例

分 類 装 置 名 .用 途
,性 能,そ の 他

GRT表 示装 置 N287A-3デLタ ス コー プ(日 電) 数 名 記 号 アル フ ァベ ッ ト;カ ナ 文 字 を

480-960字 表 示可 能

12あ るいは19イ ンチの ブラウン管使用

F6221デ ィス プ レイ 装置 英,数 字,カ ナ文字 を1000字 表 示,12

(富 士通) イン チ ブ ラ ウン管使 用

H-9087ビ デオデータ端末装置 英,数 字,カ ナ文 字 を1080字 表 示,10

(日 立) イン チ ブ ラウン管 使用

出力速度120字/秒

N288NEAOデ ー タス テ ー カ ー ド読取100枚/分,カ ー ド穿 孔10

高速汎用端末装置 シ ョン(日 電) 字/秒,プ リン タ200行/分,CRT表 示

装 置,マ ー ク ・シ ー ト ・ リー ダ も接 続 可
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分 類 装 置'用 用 途,性 能,そ の 他

高風 用端末装置

工BM1978printread

pu]ユchTermina1(1BM)

UnivacDCT2000

(UniVAG)

FAGOM－ 遠 隔 端 末 装 置

カー ド読 取/穿 孔:190枚/分

プ リン タ:160～4ア5行/分

カ ー ド読 取/穿 孔 二200枚/分

プ リ ン タ:250行/分

カー ド読 取100枚/分,カ ー ド穿 孔3iO枚/

分,プ リン タ120行/分,タ イ プ ラ イ タ

1.200字/分,回 線1,200ボ ー1回 線,

特 殊端末装置

H9901座 席予 約装置(日 立)

H9040銀 行 窓 口装置(日 立)

FAOOMタ ーミナル ・ライタ(富士通)

OKISAVER(沖)

N551NEAGDEPO(日 電)

N340マ ーク シー ト読 取印 字

装置(日 電)

N289押 釦端 末 装置(日 電)

FAOOMマ ー クセ ンス タ ー ミナ

ル(富 士 通)

H9020情 報 問合せ 装置

キ ーセ ッ ト入 力,ラ ンプ出力,指 定券 印 刷

印字:15.5字/秒 銀行 窓 口装置

印 字:20字/秒 〃

印 字:1行/秒 〃

印 字:1行/095秒 〃

マ ーク ・シ ー トの読 取,同 じシー トへ の 印

字5.4～6.8カ ラ ム/秒

キ ・マ ッ トを かぶ せ る事 に よ って キーの 意

味 を変 える事 の で きる汎 用端末 装置

マ ーク ・シー トの 読耽 同 じシー トへ の 印

字,20字/秒

入 力:鍵 盤,出 力:感 光紙 テー プ,透 影数

字 表示 管

2・2シ ス テ ム構 成 と処 理 形 態

2・2・1パ ッチ処 理 シス テ ム(デ レ イ ド ・タ イム処 理 シス テ ム)

バ ッチ処 理 シス テ ムは,リ アル ・タ イム処理 シス テムの 急増 とい う傾 向は あ るが 現在 で も処

理 形態 の主 流 を 占め て いる(1966年 末 で米 国 に おい て リアル ・タ イム ・シス テムは7%(金

額 に して14%)を 占め てい る にす ぎず,日 本 で も1967年6月 現在 で約50シ ス テ ム,計 画 中

の シス テ ムが20～30で ある)。 一

バ ッチ処 理 の新 しい 形 態 と して,リ モ ー ト ・バ ッチ処 理が 注 目さ れ て きてい る。 これは セ ン
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タま で行 かな くて も遠 隔の 端末 か らジ ョブ を起 動 で きる シス テム で タ イム シ
ェア リン グ ・シス

テ ムの便 利 さ とパ ッチ処 理 の高 能 率 さ を備 えてい る とい え よ う。 最 近 の高 度の オペ レー テ ィン

グ シス テ ムでば リモー ト ・バ ッチ処 理 機能 を標準 として備 え てい る もの が ある(表2-7参 照)
。

2・2・2リ アル ・タ イム処 理 シス テ ム

(リ アル ・タ イ ム処理 シス テ ムは タ イムシ ェ ア リン グ ・シス テ ムを も含 む と考 え られ るが こ

こ では通 信 回路 か ら送 られて くるのが デ ー タだ け で ある もの を前 者,汎 用 プ ログラ ム を含 む も

の を後 者 として 仮 に区別 した 。)

'リ アル ・タ イム処 理 シス テ ム(通 常 は地 銀 協 の デ ータ交換 シス テ ム
,オ ン ・ラ イン であ る)

はす で に国 内 におい て も,国 鉄 や 日本 航空 の座席 予約 シス テ ム労 働省 の デー タ交 換 シス テ ムが

実 用され てい る。

リア ル ・タ イム ・シス テ ム に要 求 さ れ る一 般 的機 能 として第1に あげ られ るの はavaila-

bili七yで あ り,普 通MTBF/MTBF+MTTRで 定義 され る
。

MTBFの 向上 は個 々の 構成 要素 の 信 頼度 がIG化 な ど で向上 しつ つ あ るが
,シ ス テ ムに 要 求

され るavailabilityを 実 現す るに は装 置 の多 重化 が 必要 な事 が 多い。

ま たMTTRを 短縮 す る ため に障 害 個所 の 自動検 出 が あ りIBM560のFLTが 有名 で あ る
。 ハ

ー ドウェ ア機 能 と共 に迅 速 な回復 処理 を す る ソ フ トウ
ェア も不可 欠 で ある。

(表2-5)リ アル ・タ イム処 理 シス テ ムの例

シス テ ム名 用 途 シ ス テ ム 構 成,そ の 他

日 本 航 空 座 席 予約 NEAG-2230×2台

(国 内線) エー ゼ ン ト装 置124台

稼 動 開始:1964年7月

運輸省航空局 航 空 管制 NEAC2200/400×2台+NEAO2200/200×2台 の

DUPLEXシ ス テ ム

GRTデ ィス プ レ イ,プ リン タ ・キーボー ド等の各 種 端末 装置

計30台

稼動 開始:1968年1月

国 鉄 座 席 予 約 H-3030×5台,H-8400×3台

端末装置 約850台

稼 動 開始:1964年2月
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システ ム名 用 途 シ ス テ ム 構 成,そ の 他'

三 和 銀 行 為 替 交換 H-4010×1台

端末装置 約280台

稼動開始1968年5月

地 銀 協 為替 交換 FAOOM230-50x2台(duplex)

端末装置 約70台

稼動開始1968年7月

労 働 省 デ ータ収 集 FAGOM250-50x]台

端末 装置 約550台(540回 線)

稼動開始1965年7月

2・2・5タ イ ムシ ェ ア リン グ ・シス テ ム

MITのPr。jec七MAGを 創始 として 発展 して きた タ イムシ ェ ア リン グ ・シス テ ムは多 くの

問題 をかか え なが ら もす で に 多数 の シス テ ムが 稼動 して お り,米 国vatoい てはKEYDATA社

やAllen-BabcockO。mput■ng社 の如 く商業 ベ ース で タ イム シ ェア リング ・サ ー ビス を行

な う会社 が 出 現 してい る 。

国 内 で は電 々公 社 が不特 定 多数 の 加入 者 を対 象 と した 加入 デー タ通 信 シス テ ムを計 画 してい

る。

大 学に おけ る タ イ ムシ ェア リング ・シス テ ムの 研 究 は 盛ん で あ り,中 で も注 目され てい るの

はMエTのMULT工GSで ある。

これ は 多数 の 利用 者 に物理 的 な電子 計 算 機 の制 限 に と らわれ ない 高度 の情 報処 理 サ ー ビス を

提 供 しよ う とす るシス テ ム でC}E645を 使 用 し,多 重処 理,ペ ージ ン グ
,セ グ メン テー シ ョン

な どの 新 しい技 術 を駆 使 して い る。

しか し現状 で は処 理 能力 の点 で満 足 す べ き シス テ ム は実 現 が困 難 な よ うで
,同 様 の シス テ ム

を 目的 と して 開 発され たIBM560/67も 初 期 の計 画は 大 巾 に縮 少 された。 これ らは主 と して

ペ ー ジン グの 効 果 に原 因 が あ る とい わ れ
,現 在そ の 改善 方 法 が種 々検 討 され てい る段階 で あ る。

国内 で は1968年 初,大 阪 大 学 でNEA・ シ リーズ22・ ・モ デル5・ 〔に よるMA・zス テム 嚇

動 し,ま た 電 気 試 験 所 のHITAO8400に よ るETSS,慶 応 大 学 の'TOSBAG5400に よ る

KEIO-TOSB4.Gタ イ ム シ ェ ア リ,ン グ ・シ ス テ ム も稼 動 し て い る。

タ イ ム シ ェ ア リン グ ・シ ス テ ム の 普 及 に は ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ ト ウ ェ ア の 改 善 に よ る 能 率 の
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向上,安 価 で高性 能 な端 末装 置 の 開発 ばか りで な く通信 回線 コス.ト低下 も重要 で あろ う。

(表2-6)TSSの 現 状(国 内)

シス テム 名 設 置 場 所 稼 動 時 間 概 要

FAGOMETSS 富 士 通1966.9 機種:FAOOM250-50

-

端 末:文 字デ ィス プ レイ(8台)

言 語:ALGOL,TEAOHER,STAT

KE工O-TOSBAC 慶 応 大 学1967 機 種:TOSBAG-3400モ デ ル30

タ イ ム シ ェ ア リ 端末:タ イプ ラ イタ

ン グ ・シス テ ム 言 語:会 話 型FORTRAN,DESK

GALCULAT工ON用 言 語

(FORTRAN類 似)

ETss 電 気 試 験 所1967 機 種:HITAO-8400

端末:文 字 デ ィス プ レイ8台,タ イプ ラ

イタ8台
、ヒ

言 語:コ マ ン ド,ア ッ セ ン ブ ラ

阪大MAO 大 阪 大 学1968.1 機 種:NEAO2200/500+200

端 末:デ ー タス テ〒 ショ ン(5台)

言 語:コ マ ン ド,FORTRAN,ア ツ セ ン

ヤ

ブ ラ,DESKOAI・GULAT工ON
兵

機能あり

5020TSS 日 立 製 作 所1968.4 機種:HITAG二5020
,

端末:デ ー タ ・タ イプ ライ タ(16台)
「

言 語:P1・/W

(‡ ㌔ 九大)
京 都 大 学1969.1

九 州 大 学(予 定)

]幾程:FAGOM250-60

(マ ル チ プ ロ セ ッ サ)

端末:タ イ プラ イタ,文 字 デ ィス プ レ イ

遠隔端末制御装置

言 語:(会 話形)L工NED,BACGUS

(一 括 形)FORTRAN,ALGOL,

00BOLゴ
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2・5オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムの思 想、と構成

オペ レーテ ィン グ ・シス テ ム は歴史 的 に は,ま ずFORrRANの"GompileandGo処 理"

か ら発 展 して無 停止 運転 が可 能 となb(SOS,FMSな ど),第2世 代 の計算 機 に おい て リア

ル ・タ イム処 理(SAGE,SABREな ど)と 初歩 的 な多 重 プ ログ ラ ム処理(SPOOLが 代 表 的)

が行 な われ た。

これ ら従 来 のオ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムは特 定処 理,シ ス テ ム構 成 を前提 とした もの と言

え,計 算 機 システ ムの適 応 分 野の 拡 大 につ れ,こ れ にそ っ たオペ レー テ ィング ・シス テ ムの 出

現が要 求 され た 。

即 ち,第5世 代 の ハー ドウェ アの特 徴の1つ は互 換性 を持 つい くつ かの モデ ル,多 種 類 の 周

辺装 置群 に よ って あ らゆ る分 野 の業 務 に適 応 で き る能 力 を提 供す る こ とに ある。

従 ってハ ー ドウェ ア と同様 オペ レー テ ィン グ ・シス テム も多種 多様 なシステ ム構成,業 務,

操 作 様式 に 適応 で きる汎 用 性 がそ の基 本的 思 想 と して採 りあげ られ てい る。

まず パ ッチ処 理,リ ア ル タ イム処 理 を同一 シス テ ム で行 ない得 る業 務 分 野に対 す る汎 用 性 が

要 求 され る。 これ は オ ン ラ イン処 理 が要 求 さ れ る と共 に,特 殊 な場 合 を除 けば 効率 よくシス テ

ム を使用 す るに は オ ン ライン処 理 能 力 もや は り必 要 で あ り,ま たデ ー タ,プ ログ ラ ム,操 作 様

式 の互 換性,シ ス テ ムの 拡 張性 か ら同一 シス テ ムで上 記各 処理 を行 な う ととが要 求 され るか ら

で ある。

つ ぎに,シ ス テ ム構 成,操 作様 式へ の適応 能力 は業 務分 野 の拡 大 と共 に必然的 に要 求 さ れ る

もの で,こ れは特 に シス テ ム のモ ジ ュ ラ リテ ィの概 念 に よっ て効 率 よ く達成 す る努 力が なされ

て い る。

たと えば チ ャン ネル,周 辺 装 置 の種 々の 個数 に使 用 で きる よ うル ー チ ンを構成 す る方 式,中

央 処理 装 置 の 能九 リソー スの 量,業 務分 野 に もと つい て 必要 な機能 と効 率が得 られ る制 御 プ

ログ ラムの 核 を 中心 とした オ プ シ ョン構 成,ま た大 きい記 憶容量 を 必要 とす るが 高 速鹿 小 容

量 で よい が能 力 は劣 る とい っ た2種 類 の コン パ イ ラを作 ると い った例 に見 られ る,異 な るパー

フ ォーマ ンス の規 準 を満足 す るた め の 機能 の重 複 とい った方 式 が 採用 され てい る。

シス テ ムの 使用 者 の個 々の要 求 を満 た す た めい くつ かの モ ジ ュール に 分割 され,シ ス テ ム ・

ジ ェネ レー シ ョン に よっ て選 択,構 成 され る。 これ らモ ジ ュ ラ リテ ィー の概 念 は業務 の変 更,

拡 大,ま た新 しい 装置,機 能 を採 り入 れ る た め(Open-ended),更 に は シス テムの 開 発,検

査 な ど多 くの利 点 が ある。

そ の他,現 在 のオ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムの 目的 として 次の様 な 事 を挙げ る こ とが で きる。
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。多重 プ ログ ラ ミング ・リソー スの動 的 な割 当 てに よるスル ー プ ッ トの増 大

。多重 プ ログ ラ ミン グ
,優 先度制 御 に よる応 答 時間 の短縮

・統 一的 な中 間 言語(リ ロケ ー タ ブル)に よるプ ログ ラマの 生 産 性 向上

。入 出力 装置 の 自動 的 な割 当 て お よび オペ レー タ との会 話 に よる シス テ ム運営 の簡 単 化
、

次 に この よ うなオ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムの構 成上 注 目され る点 を と り あげ て現状 を述 べ

る。

〈制 御 プ ログ ラ ム 〉

現 在 の制 御 プ ログ ラム の関心 事 は 多 重 プ ログラ ム と通 信制 御 機 能 とい え よ う。 制御 プ ログ ラ

ムは通 常,機 能 的 に ジョ ブ制 御,デ ー タ制 御 お よび タ ス ク制 御に 分 け られ,ジ ョブ制 御 で は多

重 ジ ョ ブの優先 度 制 御 が実 施 され は じめ てい る。

多 重 プ ログ ラム で は記 憶領 域 の割 当 て方 が 問題 で,固 定 した もの,動 的に定 め る もの の2つ

が ある が,通 常 オー バーヘ ッ ドの 点か ら前者 が採 用 され てい る。』

デー タ制 御 では デ ィス ク ・ドラム な どの ランダ ム ・アク セ1'":フ ァイル の普 及 につ れ,以 前

の エOGSか ら一 歩 進 んで 種 々の 周辺 装 置を 対象 とし,デ ータだ けで な くプ ログ ラム, 、制 御情 報

な どを デ ータ ・セ ッ トと して扱 い,そ の 識別,記 憶,取 り出 しを統 一 的 に管 理 す る よ うに な っ

た 。特 に実 際の 周 辺 装 置の種 類,状 態 に関 与 しな くて も よいdeviceindependencyが 重要

視 され てい る。

タス ク制 御 では複 数 個 の タス ク を 同時 に実 行 す る 多重 タス ク制 御職 能 が可 能 とな り特 に リア

ル タ イム 処理 では 不可 欠 な もの とな ってい る。通 常 行 な われ てい るのは 固定個 タスク で あるが

実行 中 に 変動 す る可 変 個 タス クを制 御す る もの で あ る。

通信 制御 機能 は今 日 では程度 の差 こそ あれ,中 ～大 型機 では ほ とん どの オ ペ レー テ ィン グ ・

シス テ ムが この 能力 を備 えて い る。 中型 シス テム では1バ ソチ と1リ ア ル ・タ イ ム ・ジ ョブ で

あり,大 型 シス テ ム では 両方 と も多重 タス ク として制 御 され る。 通 信制 御 プ ログ ラムは汎 用 性

が特 に 重視 され,ス ー パ ーバ イザ を中心 と して,電 文制 御プ ログ ラ ムと電 文 処理 プ ログ ラムに

分け られ,多 重 のマ ク ロ命 令に よ って ア プ リケー ション に適 応 し,ア セ ン ブ ラ,GOBOLに 於

て も制御 プログ ラム と容 易 に リンク でき る よ う構成 され てい る。

こ の通 イ計1」御機 能 を利 用 して リモ ー ト ・バ ソチ処 理(re皿 〇七eba七 。h .computatlon,

remoteJ。bentry)が オペ レーテ ィング ・システ ムの 標 準 的 な機能 と して 組み 入 れ られ て

きた。
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〈プ ログ ラ ミン グ言 語 〉

共 通 言 語 と言 われ な が ら互 換 性 が十 分 でな か ったFORTRAN,ALGOLのJエS化,OOBOL

のUSAS工 規 格案 な ど標準 化 が進 み,各 社 の 言語 翻 訳 プ ログ ラム もこれ らにそ って 開発 ,用 語

の 統 一 が行 なわれ て い る。一 方PL/エ は最 近 コンパ イラが 完成 して試 用 に入 った が実 用 には十

分 でな い よ うであ る。 しか し記述 言語,ソ フ トウ ェア開 発言 語 と して注 目され,各 社 で 開発 中

で そ の 標準 化 もEGMA,葦 子 協 な どで 検 討 さ れ てい る。

〈そ の 他 〉

以 上 の大 型汎 用 オペ レー テ ィン グ ・シス テ ム とは 若 干思 想 を異 に して,特 に小 型 機 を対 象 と

した プ ログ ラ ミン グ ・シス テ ム とも言 うべ き もの の 開発 も盛ん で ある。

これ は,RPGを 中心 と して パ ッケ ー ジ化 され た プ ログ ラム に よって 中小企 業 に おけ る 日常

業 務 の定 型化 をね らい,伝 票作 成,帳 簿更 新処 理 な どが簡単 に行 なえる よ うにす る もの であ る。

そ の他最 近 各 所 で開 発 され だ した もの に多 重 処理 シス テム が あ り,sharedfile,dlrec七

。oup⊥ed,sharedmemoryの3方 式 が ある。direct・coupled方 式 はIBM/560の 大

小 のモ デル を結合 するASP(AttachedSupportProcessOr)シ ス テ ムが代表 的 で,既 に

数 十 シス テ ムの稼 動 を み てい る とい われ る。SharedMem。ry方 式 はTSS/560(モ デル67),

MULT工OS(GE-645),我 国 で はFAOOM-MOM工ORV(FACOM250-60)で 開発 され

て い る。

最後 に 現在 のオ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムは数 々の 素晴 しい 機 能 を誇 ってい るが一 方 ではそ

の 低 能率,操 作 の繁 雑 さ に対 す る批 判 が あ り,も っ と使 用 者の立 場 にそ った構成 の 必 要性 や ハ

ー ドウェ ア ・ソフ トウ ェア の イン ター フ ェース 改善 に よる能 率 改善 の必要 性 が 叫ば れ てい る こ

とを付 言 して お く。

一17一



(表2-7)代 表 的 オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム

IBM 日 立 日 本 電 気 富 士 通

名 称
OS//360-MFT、 皿 DOS OS-MOD4

FAOOM230-60

MONITORV

対 象 機 種
エBMSYSTEM

/560

HITAO_

8500/8400

/8500

NEAOシ リ一三ズ

2200

モラシレ400/500

FAOOM

250-60

機 器 構 成 128kB以 上

デ ィ ス ク パ ック

×2

46kB以 上

デ ィス ク パ ッ ク

×1
A

128kG以 上

デ ィス ク パ ッ ク

×2

64kW以 上

ドラム ×2

テ㌦スクパック×2
マル チ プ ロセ

ッサ 可

マル チ プ ログ ラ

ミン グ能 力

(プ ログ ラム及

び タス ク数)

プログラム数15個

タ ス ク数52個

プログラム数6個

タス ク数15個

プログラム数20個

タ ス ク数20個

特に制限ない

リアル タ イム

処 理能 力

BTAM,QTAM,

マ ル チ タス ク 制 御

機 能 あ り

MOP

マル チタス ク制 御

機 能 あり

Gom皿unica七ion

Subsys七em,マ

ル チ タス ク 制 御 機

能 あ り

GOAS,

マルチ タス ク制 御

機能 あ り

リモ ー ト ・
バ ッチ 処 理

可 能(Remo七e
J。bEn七ry)

直接 サ ポー トして
い ない

MGPを 利 用して可

可 能 可 能

プ ログ ラ ミン グ

言 語

ア セ ン ブ ラ

FORロRAN]V

OOBOI」

(GOBOL-61)
PL/I

AL(}OI.

アセ ン ブ ラ

FORTRAN

(」IS7000)
COBOL

(DOD1965)

ア セ ン ブ ラ

FOR肥RAN

(」1S7000)
GOBOL、

(DOD1965)
PL/I

ALGO工 、

(」 エS7060)

ア セ ン ブ ラ

FORTRAN

(」 エS7000)
OOBOL

(DOD1965)

PL/工

AL(}OL

(JIS5060)
FOGUS

(RPGの 拡 張)

ア プ リケ ー シ ョ

ン プ ロ グ ラ ム

GPSS,IMPACT,

MPS,ASP,

PROJEOT

MANAGEM日NT

SYS四M,

CONT工NUOUS

SYSTEM,

MODEL工N(}

PRO〔}RAM

LP8000,TLP,

工CSSSSSIR,,,

PERT/TIME

(MAN,00ST),

GPMFLOW,

SIMULATOR,

SIMTRAN皿

E60nOlne七ric

Package、

AGPFS,

E(}PSLP-K,

MPS,

PERT/00ST,

PERT/MAN

SOHEDUL工NGIR,

KEMPE.DYNAMO

GPFSLPSOL,,

PERT/Man

Power工R,

KFAPE,

APT
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2・4将 来 の 動 向

将 来 の電子 計 算 機 の アー キテ ク チ ャー は,ハ ー ドウェ ア技 術 の進 歩 をい かに して処 理能 力の

向上,コ ス トの 低下 に結 びつ け るか が大 きい 問題 とな ろ う。 特 にます ます 複 雑化 す る シス テ ム

の時 間及 び 空 間的 な オ ーバ ー ・ヘ ッ ド ・ロス を減 少 す る ための ハ ー ドウ ェア と ソフ トウ ェアの

機能 分担 の問題 は今 後の 議論 の 焦 点 と なろ う。

た とえばLSエ の実 用 化 に よ ってそ れ を もっ とも効果 的 に電 子計 算 機へ 導 入 す る ため に 現在

とは か な り異 った アー キ テ クチ ャーの 電子 計 算 機 が考 え られ る可 能性 が あ る。

シス テ ムがfile-。rientedに な って きてい るの で,外 部 記 憶装 置 と しては大 容 量 の デ ィ

スク(デ ィス ク ・パ ック を 含 む)の 性 能,コ ス トが改 善 され,広 く使 われ る よ うにな る であ ろ

う。静止 型の 大容 量 記 憶 は現 在 コア ・メモ リしか な くコス ト も高 い が大 容 量の ワ イヤ メモ リが

そ れ に代 わ る こ とが で き るか も しれ な い。

シス テムがfile-。rientedに な リ ファ イル の容 量 も大 き くな るに伴 ってそ ⑳ ア ク セス 方

式 や保 護 の問 題 は 現在 以上 に 重要 な問 題 と なって くる。

マ ン ・マ シ ンの イン ター フェ ース を改善 す る 装置 として は手 書bOR,デ ィス プ レ イな どの

実 用 化あ るい は普 及 お よび 各 種 端末 装置 の 発 展が 期 待 され る。

シ ス テ ム形 態 と して最 も注 目さ れ るの は タ イ ムシ ェア リング ・シス テ ムで,専 用 的な シス テ

ムか ら汎 用 的 シス テム さ らにComPu七erutilityへ と発 展 してい くで あろ う。 しか し,現

在の 電子 計算 機 はタ イム シェア リン グ ・シス テム と して用 い る場 合 に ま だ多 くの 問 題 が あ り,

そ れ らの 問題 を1つ1つ 解 決 す る地道 な努 力 の積 重 ね に よ っては じめて 優れ た シス テ ム が実現

で きる もの と考 え られ,ま だか な りの 時 間 が かか るの で はなか ろ うか 。

オペ レーテ ィン グ ・シス テ ム につい て はそ の思 想 的 左面 では 現在 の ハ ー ドウェ アが大 巾に変

らない 限 りあま り発展 は ない で あろ う。 む しろ これ らの思 想の 実用 化,即 ち現 在 問題 とな っ て

い る能率の 悪 さ,操 作 の複 雑 さ な どの 問題 をハ ー ド ウェア との 協 力 で解 決 す る こ とが中心 課 題

で あ り,た とえば 前記 の タ イム シェア リン グ ・シス テ ム,あ るい は 皿ul七i-processor

systemの 完全 な実 用化 もその 中の テー マの 一 つ で ある。

ま た,シ ス テ ムavailabili七yの 向上 は,オ ン ラ イン化 の傾 向 が増 大 す るにつ れ て ます ま

す 重要 な要 素 と なっ て きてお り,診 断 機 能 を如 何 に実 現す るか が重要 な課 題 とな って きてい る。
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3.ハ ー ド ウ エ ア

ま え が き

電子 計 算 機 の ハー ド ウェア技 術 は極 め て多 岐 にわた ってお り.細 目を網 羅 す る ことは困

難 で あ る。 こ こで は便 宜上 ω 演算 。制御 部,② 記 憶部.6)入 出 力装置.④ 端 末装 置 の4項

に分 け て記 載 す る。国 産機 種 につ いて は メー カー 各社 に資料 を依 頼 し.外 国 機 種 につ いて

は 文献 カ タ ログ等 各 種 の形 で公表 され て い るデー タに よ った 。

演 算 。制 御 お よび記 憶 関 係vaつ い ては メー カー6社 の代 表 的機 種40余 例 のデ ー タを 用

いた。 機 種 の規 模 別 内訳 はつ ぎの よ うであ る。

小 形 製 品6♀)・

中 形(72～288万 円)21

大 形(288～900万 円)12

超 大 形(900万 円以上)2

資料 は年 代 的 に.比 較 的狭 い範 囲 に限 られ てい るの で現状 把 握 には適 す るが将 来の 予 測

は か な り困 難 であ る。

5。1演 算 。制 御部

3。1。1論 理 回 路

デ ィジ タル 電子 計 算 機 に おけ る論 理 操作 は,論 理 基 本 回路 に よって行 なわ れ る。 この 種

の 回路 は,古 くは真 空 管 に よっ て作 られた が.そ の後 の半 導 体 技術 の進 歩 に よ り、 ダ イオ

ー ドや トラン ジ ス タに置 きか え られ た。 さら に最 近 の技術 の進 歩 に よ り集積 回路(エC)

が大 幅 に取 り入 れ られ つつ あ る。 現在 は ダ イオー ド、 トラン ジ ス タな どの 個 別部 品 に よる

回路 か ら集積 回路 へ の過 渡 期 に あ る と考え られ る。各機 種 につ いて,そ の使用 し てい る論

理 回路 が10の もの と.個 別部 品の ものの 比率 を,最 初 の設置 年 ごとに 求 め る と表S-1

の よ うにな る。

表5-1か ら1965～68の 間 に急速 な10化 が行 な われ た こ とが わ か る。た だ し現

在 も個 別部 品 の 機種 は生産 が続 け られてお り.表5-1は これ か らで き る機 種 が ほ とん ど

す べ て エCに な る こ とを示す もの で あ る。

論 理 回路 の種 類 に つ い ては個 別部 品.エcと も従 来 用 い られ て きた各 種 の 回路 形 式が そ

れ ぞれ 用 い られ てい る。図5--1は 演 算 。制 御 部 に用 い られ る論理 回路 の数量 と.速 度
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表5-1論 理 回 路 の 構 成 素 子

一

最初の設置年 10閲 個別部品閲

1964 0 100

1965 0 100

1966 14 86

1967 60 40

1968 100 口

ヨ る

(論 理遅 れ 時 間)を 示 す もの で.回 路・数は ほぼ10～10,遅 れ 時 間 は6～50nsの 範

囲 に ある。 図3-1で は,エ ○を用 いた もの に つ いて は1個 の10に 含 まれ る論 理 回 路 数を

個 数 に乗 じ て単 位 回路 数 に換 算 してあ る。

5。1。2機 能 速 度

電 子計 算 機 の機 能 的 な速度 を 示す 要 素 は極 めて 多 いが.比 較 的簡 単 で,ハ ー ドウ ェア に直

結 した もの と しては 演算 時 間,記 憶 サ イ クル 時 間 な どが広 く用 い られ る。演 算 時 間 と して は

加 算 時 間 で代 表 させ る ことが多 いが,こ こでは 加算 時 間 と除 算時 間 の両 者 を とった。.図3-

2は これを 借 料rc対 して プ ロ 。 トした もの であ る。 大 形 の電 子計 算機 では 除算 に も多 くの ハ

ー ドウ
ェアを用 い るの に対 して,小 形 機 で は比 較的 単 純 な操 作の 繰 り返 しに よって 除算 を実

行す る こ とが多 い。 した が って除算 時 間 と加 算 時 間の 比 は× 形機 ほ ど小 さ くな る傾 向 を も っ

rcい る。 図3-3は これ を数 種 の フ ァミ リー 。マシ ンに つ いて示 した もの で あ る。

演 算 。制 御部 の ハー ドウェア 。シ ステ ムは,そ の論 理的 構 成 の レベル で は,マ イク ロ プ ロ

グ ラム制 御を用 い てい るか ど うか に よ ってかな り異 な った もの とな る。 フ ァミ リー 。マ シン

の 考 え方 は マ イ ク ロプ ログ ラム制御 に適 した面 を もって い るが.こ れは 必要 条 件 で はな い。

IBMSy七e皿560の 小 形,中 形機 は固定 記 憶 に よ るマ イク ロプロ グ ラム制 御 を用 いて い

るが,フ ァミリー 。マ シンで もこの 種 の制 御 に よ らない もの もあ り.国 産 メー カー もいつれ

か の方 式 を も用 い て い る。 これ には 固定 記 憶 の ハー ドウ ェア技術 に依 存 す る点 が 多 い と思 わ

れ る。

3。2言 置 ↓1意 音ts

3。2。1記 憶 の 階 層

記 憶装置 の動 作速 度 と記 憶容 量 と単 位 記 憶容 量 当 りの価格 とは ハー ドウ ェア技 術 的 に両立

しが た い性 質を も って いるた め に.計 算機 シ ステ ム中 には数 種 の記 憶装 置 が用 い られ る。基
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図5-1中 央 処理 装 置 におけ る論 理 回路 の速 さ と数 量 ..
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図5-5プ アミリー 。マ シン にお け る除算 ・加 算時 間比
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図5-2演 算 時 間 と 借 料
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図5-4記 憶 の階 層 と情 報 転 送路
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本 的 には主記 憶 と補 助記 憶の2水 準 であ るが.こ の他 に中央 処理装置 の一部 また は これ と密接

な 部 分 に高速 記 憶,固 定 記 憶 が用 い られ るこ とがあ り.主 記憶 と補 助記 憶 の中 間 的 な性 質 を も

つ大 容 量 磁心 が 用 い られ る こ と もあ る。 補 助 記憶 につ いて は磁 気 ドラム.磁 気 デ ィス ク,磁 気

カー ド等.そ の 種類 が多 い。

記 憶装置 の性能 項 目は基本 的 に は速度 と容 量 であ るが,各 装 置 間 にお け る情 報 の転 送路 を考

慮 す ると種 々の要 素 が挙 げ られ る。 図5-4は 装 置 間の 情報 転 送を宗 す ブ ロ ック図 で.シ ス テ

ム に影響 を与 え る性 能項 目を それ ぞれ記 載 してあ る。

3。2。2内 部 記 憶装置

(a)高 速 記 憶 主 記憶 よ り も小 容 量,高 速 の記 憶装 置 で,tス クラ 。チ パ ッ ド,制 御 記憶 レ

ジ スタ記 憶.バ ・フ ァ記 憶 な ど多 くの呼 び方 が行 なわ れ て い る。 記憶容 量 数+～ 数 百語,サ イ

クル 時間100～500ns程 度 の もの が多 く用 い られ るが,さ ら にこの10倍 程度 の 記憶 容 量

の ものを 用 い る方式 も現 われ て きた。一 方.こ の種 の 記 憶装置 を 全 く用 いな いか.こ れを 主 記

憶領 域 の一 部 に機 能 的 に収 容す る もの も多 い。 ハー ドウ ェア としては,現 在用 い られ て い る も
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の には フ ェラ イ ト磁 心,磁 性 薄 膜.Toな ど種 々の もの があ るが.こ の分野 は将 来 ほ とん ど

す べ て10を 用 い る よ うにな る と考 え られ る。

(b)固 定 記 憶 原 則 として 情報 の書 きか えを 行 なわ ず,読 出 しに だけ利 用す る記憶 装置 で.

マ イク ロプ ロ グ ラム制 御 の プ アミリー 。マ シン にお いて"エ ミュレー ター"を 収容 す る 目的

に多 く用 い られ て い る。書 きか えを行 なわ ない こ とに よ っ て得 られ る利 点は 巾 高 速 性 ②

低 価格(3)情 報 の破 に対す る安全 の5点 で あ る。 エ ミ=レ 一 夕ー用 としては 記憶 容量1～2

k語,サ イ クル 時 間0.1～1μs程 度 の もの が多 い。 ハー ドウ ェアの種 類 は極 め て多 く、 そ れ

ぞ れ一 長一 短 であ って、 主記 憶 に おけ るフ ェ ラ イ ト磁 心 の よ うな主 流を 占 め る とい うものが

ない 。 マ ト リク スの 行 と列 の間 に線 形 イン ピー ダン ヌの 結合 を 挿入 し,そ の結合 の 有 無 を情

報 に対 応 さ せ る もの が 多 いが.ダ イオー ドや角 形磁 心 な どの非 線形 結合 を 用 い る もの もあ る。

結 合 形 式 と しては.抵 抗 結 合,誘 導 結 合.容 量 結合 等 が あ り、 それ ぞれ にお い て もその 具体

化 の構造 に多 くの 種類 が あ る。 ダ イオー ドに よ る ものは エC技 術 に よる進 展 が予 想 され る。

(c)主 記 憶 フ ェラ イ ト環 状 磁 心 マ トリク ヌが主 流 を 占めて い るが.一 部 の 商用 機 に

は 磁性 薄膜(平 面 形薄 膜 お よび磁性 メ ッキ線)を 用 いた もの もあ る。 フ ェ ラ イ ト磁 心 につ い

ては 高速 化 お よび実 装 密度 な どの 観点 よ り磁 心寸 法 が漸 次小 形 化す る傾向 が あ る。 表5-2

は 国産 各 機 種 に つ い て、 主記憶 の フ ェラ イ ト磁 心 の 外径 寸法 を,最 初 の設置 年 ご との機 種数

の比 で示 した もの で あ る。

表3-2記 憶 磁 心 外 径

最初の設置年 50ミ ル閲 50ミ ル 鮒 20ミ ル 閲

1964 50 50 0

・1965 35 67 0

1966 15 80 7

1967 0 71 29

1968 0 20 80

図5-5は 主 記 憶容 量 と動 作 速 度を 国産機 に つ い て示 した もの であ る。 多 くの機種 は単 位

とな る主 記 憶装 置 を複 数 台用 い る こと に よ り記 憶 容 量 を拡 大 でき るよ うにな ってお り.こ の

ことは 図5-5の2点 を 実線 で結 ぶ ことに よ って表 わ して あ る。 サ イクル 時 間 につい ては ハ

ー ドウェア技術 的な 制PRvaよ り大 幅 の変 化は な く,0.5～0.3μsの 範 囲 の もの が多 い。 ビ ッ

一28一



710

一

△

記

憶

容

6且10

旦

(

ビ

ッ

ト

)

}

510

.

410

一

'

!
:
1;

i

×

図3-5

、

主記憶容量 と動作速度

き

|

i

i

…

i

…
=

|

i

|

{

…

△

△

@

△

i
|i

!

i
i
l

}
}
[

△

△

一

「

＼

＼

＼

＼

メ ×
＼

＼

＼

＼

＼

＼ κ

＼

ノ(＼

＼

＼

＼〆

亀
＼

、

L

ヤ

|

、

イ

△

△

△

ほ

△

△

△

△

△ △

△

一

il

X

△

「

ビ ッ トレ ー ト

サ イ クル 時 間

|

1
×l

i

i

i

　

i

l

|

ll

＼

＼

＼
× ×

＼

＼

＼

＼

＼

× ×

1

△ ]

i
{
i
l

△ △ 〉・

△

1 ＼

5ns 10ns 50ns 100ns

サ イ ク ル 時 間

ビ ッ ト レ ー ト

500ns

一29～50一

1μs 5μs
/





1

"

↓

"
N
l

記

憶

容

量

(Kb)

図5-6シ ス テ ム 借 料 と 主 記 憶 容 量

5000

1000 .

500

100

50

10

5

1

⑳

⑳

◎

ー
⑳

⑳

o⑫

○

⑬ 。

⑲

⑦

。

o

㊧.

②

o

⑳ @

⑮

o

む

⑫ ⑩ ⑧

⑦

⑱

⑯

11M

搾

…

④̀

/

法

⑤'、

②。

⑤

32Mb

O

①
O

⑤

点線 外国機種

実線 国産機 種

50 100 500 1000 500

借料(方 円/月)





ト。 レ 一一トは.サ イ クル 時 間 を 同時 に読 出 され る ビ ッ ト数 で割 った値 で あ って,転 送 され

る情 報 量 は この速 度 に 比例 す る と考 え られ る。 ビ ・ ト。レー トにつ い ては,大 容 量 の 装置 が

小 容量 の もの に くらべ て大 きな 転送 速度 を もち.そ の 間に はほ ぼ 比例 関係 が有 る。 図3-6

は 主記 憶装 置 の記 憶 容 量 を、 各機 種の 借料 に対 して プ ロ ヅ トした もの であ る。借 料 は もち ろ

ん主記 憶以 外の多 くの要 因 に よ って定 ま る もの であ るが全 体 の シ ヌテムに おけ る主記 憶 の 比

重 が甚 だし く変 化 しな いな らば,あ る程度 の 傾 向は認 め られ るで あ ろ う。 図5-6で は,最

小 お よび最 大 容量 が同 一 借料 とな って い る もの はそ の機 種 の借 料 が代表例 に よって示 され て

い る もの であ る。

(d)大 容 量磁 心 記録 主 記 憶 と補 助記 憶 の中 間的性 格 を もつ 低速 大容量 の磁 心記 憶装置 に

つ いて は,国 産vevcこ れ を用 いた もの は1機 種 にす ぎ な いが,外 国の大 形,超 大 形機 には使

用 され る例 が増 加す る傾 向 が認、め られ る。 ハー ドウェア技術 としては 主記 憶 の磁 心 マ ト リク

ス と構 成 的 に多 少異 な る点 があ るが,'本 質的 には同 種 の もの であ る。

3・2。3補 助記 憶 装置 ランダ ム ア クセ ヌ 。フ ァイル記 憶 と呼 ばれ る装 置 は.そ の ほ

とん どす べ て が磁 性体 表面 を記 憶 媒体 とし,磁 気ヘ ッ ドに よ って読 出 し書込 み を行 な うもの

で あ る。磁気 ドラム,磁 気 デ ィス ク.磁 気 カー ドが主 な もので.磁 気 デ ィス クには 媒体 交 換

可能 な もの(デ ィス ク ・パ 。ク)と 交換 不可 能 の もの とがあ る。 この種 の記 憶装置 はす べ て

記憶媒 体 の機 械 的 な運 動 を伴 な う点 が 内部記 憶 装置 と異 な ってい る。 動作 速 度 につ いて はア

クセ ヌ時間 と転送 速度 に大 きな 差 の あ る ことが特徴 であ る。 ア ク セ ス時 間 は主 とし て二 つ の

要 因 に分 れ る。 一 つ は記 憶 媒体 の 回 転速度 に も とつ くもの.他 の一 つは へ ・ ドの移 動,位 置

決 め時 間 に も とつ く もの であ って.後 者は 前者 に くらべ てほ ぼ10倍 の時 間を要 す る。 図5

-7は 各種 ラン ダ ムア クセ ヌ ・フ ァイル記 憶 の容量 と速度 を示 す もので、 ア ク セ ス時 間 と ビ

　

ッ ト転送 時 間の 両者 が記 入 し てあ る。 磁気 ドラムは3×10バ イ ト以 下 の容 量 に用 い ら

　

れ,デ ィス クは それ以 上10バ イ トの範 囲 に用 いら れ る。 ビ ッ ト転 送時 間 は両 者 と もほ ぼ同

じであ るが,ア ク セ ス時 間は,多 くの デ ィス クがへ ・ドの移 動を 伴 な うた め に ドラムの ほ ぼ

10倍 とな って い る。磁 気 カー ドは速 度 がデ イズク よ りもや や 遅 く.ほ ぼ1桁 大 き な記 憶容

量 を も ってい る。

5。2。4磁 気 テ ー プ装 置 磁 気 テー プ装置 は記 憶装 置 と しての性 質 を も ってい るが,

また入 出力 装置 とみ る こ と もで き る。テ ー プ上 での情 報 密 度 と転送 速度 は,ハ ー ドウ ェア技

術 の進 歩 に よ り増大 して き たが.低 速 低 密度 の 装置 も目的 に よ って現在 で も使 用 されて い る。

図3-8は 記 憶 密度 と転 送速 度 が どの範 囲 にあ るか を示 す もの であ る。 トラ ック数 につ い て

一33一



.1

は パ リテ ィを 含 み.7ト ラ ッ クお よ び9ト ラ ・.ク の2種 が ほ とん ど を 占 め て い る。
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5。5入 出力 装 置

電 子 計 算機 が実 用 に供 され て以 来現 在 に至 る まで入 出力媒 体 としては終 始 さん孔 紙 カー ド,

さん孔 紙 テー プ が使 用 され て 居 り,出 力 は紙 に対 す る機 械 的 な印字 に よって な され て来 た。

この為 現用 の入 出力 装置 は初 期 の電 子 計算 機組 織 に使 用 され た もの と本質 的 には 全 く同 じ

概 念 の もの で あ る が,性 能 的 に は格段 に進 歩 して居 り特 に入 出力 速度,信 頼 性及 び機能 対 価

格 比 に於 け る進 歩 が著 し い。

多数 の メー カー に よ り極 めて 多種類 の入 出 力 装 置 が 商 品 化 され てい るが,同 一 機 能水 準

毎 に比較 す る限 りに於 い ては.性 能,価 格,基 本 的な 手法,の 何 れ に於 いて も大 差 は な く商

品の性 格 と しては 可成 り固 定 化 して了 って 居 るの が現 状 で あ り,価 格 の一 層 の 低減 と信頼 度

の 向上 が 今後 の 課題 と考 え られ る。

性能 の 向上 に就 ては.現 在 の 高性能 入 出力装 置 は実 用上 の限 界速 度 に達 して 居 る と見倣 し

得 るの で人 な る変 化は 期待 し得 な い もの と考 え られ る。

入 出 力装置 と して代 表的 な もの は

カー ド装 置

紙 テー プ装 置

高速 度 印 刷装 置(ラ イン プ リン タ)

で あ る。

今後 の動 向 と して は印 字又 は 手書 文 字 を其 の まま入 力 と して読 込 む事 の 出来 る光学 式 文字

読 取 装 置(OCR)の 如 き直接入 力方 式 に よ る装 置 の 発達 と普 及 が考 え られ る。

この 様 な直 接入 力 手法 の発 展 は 従来 の さ ん孔 媒 体 を 中心 と した電 算機 の使 用 概 念 に可 成 り

大 きな変 革 を与 え る もの と予 想 され る。'、

5。3・1カ ー ド装 置

入 力装 置 とし ては さん孔 カー ドを読 み込 む カー ド読 取 装 置,出 力装置 と しては 出力情 報 を

カー ドに さん孔 す る カー ドさん 孔 装置 があ る。

カー ドとし ては80欄 のIBMカ ー ドが最 も多 く用 い られ,一 部va90欄 のRRカ ー ド

も用 い られ て 居 る。

読 取 装 置.さ ん孔 装 置共,カ ー ド送 り部 と読 取 又 は さん孔 部 とか ら成 りカー ド送 り部 は積

重ね られ た カー ドを順 次一 枚 宛選 出 して回転 ロー ラには さ んで送 る方 式 が使 肘 され て居 る。

読 取 部 は接 点 に よ りさん孔部 を検 出す る方式 と光 霊 的 に これ を行 な う もの とあ り.高 速 の

ものは後 者 が多 い。

一一57一



又 さん孔 部 には機 械 的 な打抜 方 式 が用 い られ て 居 る。

カー ド装置 は この 様 に媒 体 送 りさ ん孔等 の 為 の機 構 部 を伴 う為.そ の処 理速 度 は機 構 部 の

運動速 度 に よ って制 限 され.現 在 で は読 取装 置 で約1000枚 ～1500枚/分 ・ さん子L装

置 で約200～500枚/分 程 度 が 最 も速 い もの で あ る。

図3-9に カー ド読 取 装置 の.図 ろ一10に カー ドさん孔 装置 の.機 能.価 格 比 の現 状 を

夫 々示 す。

3・3。2紙 テー プ装 置

入 力装 置 と して紙 テー プ読 取 装置.出 力装 置 と して紙 テ ー プ さん孔 装置 があ る。

媒 体 と しは,巾1吋 の 紙 テ ー プ が標 準 と して使用 さ れ る。

読 取 装 置 さん孔 装 置 共 にテ ー プ送 り機構 と,読 取又 は さん孔 部 とか ら成 り.テ ー プ送 り部

はテ ー プを 回転 ロー ラ には さん で送 り出す もの と.テ ー プの 中央 部 に さ ん孔 され た送 り専 用

孔に 回 転輪 外 周の突 起部 を 引掛 け て送 り出す もの との2種 があ る。

読 取部 は さん孔 部検 出の為 に機械 的接 点を 用 い る もの と.光 電変 換 素 子 を用 い る もの とか

あ り高速 の もの は後者 が多 い。

さん孔 部 は カー ド装置 と同 様機 械 的 な 打抜 方 式で あ る。

これ等 の装置 の 処理 速 度 は,与 一 ラ.送り機 構 とさん孔機 構の動 作 速 度 に よ って制 約 され現

在 では読 取 装 置 で1000桁/秒 程 度

さん 孔装 置 で250桁/秒 程 度 が最 も速 い もの で あ る。用途 に よ り速 度 は 異 な る。

図3-11に 紙テ ープの読 取 装 置の,図5-12に 紙テープさん孔装置の機能価格ltの 現状を夫 々示す。

3・5。5高 速 度 印刷装 置(ラ イン プ リン タ)

出力装 置 として最 も多 く使用 され てい るもの で 印刷を一 行宛 行 な う事 に よ り高 速 性 を得 て

居 る。

出力情 報 は 印字 の形 で取 出 され る事 が最 も多 く,今 後 も此の 点 に就 て大 きな変 化 は ない も ・

の と考 え られ るの で,ラ イン プ リン タは入 出 力装 置 中最 も重要 な地 位 を 占め続 け て行 くもの

と思わ れ る。

醐 の鑓 はすべて機棚 な印勃 式に・・て居り高 速で移動 ・静 間 向して縦

置 き,印 字 す べ き活 字 が紙の 前 極 過す 醜 聞 に印字 ・・ンマー に より活 字 と縦 樋 突 せ し

め て印字 を行 な う ものであ る。

この為 印字 速uea主 と して ・・ン マー 機 聯 βの運 動速 度rcよ ・て制 約 され・ 現 在 では1000

行/分 程 度 の ものが 最 も速 い。
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ラインプリンタがシステム中に占める価格比率は相当に高いのでシヌテムの規模に応じた

価格性能のものが幾種類か準備されて居るのが一般である。

図5-15に 機能価格比の現状を示す。

3。4端 末装.置

通信回線を通して中央処理装置に接続される入出力機能を有する装置及び関連装置を一般

に端末装置と称して居る。

随って端末装置の使用媒体は入出力装置 と同様さん孔紙テープであり,出 力は機械的印字

方式が使用されて居る。

この為端末装置と入出力装置 とは基本的機能に於て共通のものが多く両者の区別は必ずし

も明確ではなく.同 じ装置を中央処理装置に直結して入出力装置として扱う場合もある。

端末装置には用途に応じて多様な形式のものがあり.機 種による分類を単純に行なう事は

困難であるが基本 となる機能は

入力機能 として

出力機能 として

/さ ん孔灘 の編 機1

鍵 による入力機能

「 鮮 へのさん孔織1
印 字 機 能

{表 示 機 能

の5機 能に大別される。

端末装置の動作速度は一般に通信回線の伝送速度va等 しいので毎秒5字 乃至20字 の範囲

のものが最も多く用いられて居る。

この様な速度の場合印字機構としては逐次印字形のタイプライタ系の機構が最も多く用い

られ.鍵 盤による入力機構はタィブラィタ鍵盤を基本としたものが多い。

さん孔及び読取機構部は上記5乃 至20字 毎秒程度の動作速度に適する如く設計された低

速のものが使用されるが,こ れ等は入出力装置用の高速のものとは異り,機 械的手法による

ものが多い。

更 に高い通信速度(120乃 至240字 毎秒程度)の 回線に使用されるものは中速乃至高

速の入出力装置と同様な構成のものとなる。

これ等の要素を用途に応じて組合せ,制 御装置と.必 要な附属機構とを附加して端末装置

を構成するのが通常である。

尚最近の動向として直接視覚に訴える表示機能を持つものが次第に多く用いられる傾向に
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あ り・ 陰極 線 管 を 使用 し て.文 字,図 形 等 を表 示す るデ ィズプ レ イ装 置 は最 も代 表 的 な もの

で,鍵 盤 と併 用 して入 出 力機 能 を持 つ汎 用端 末 装置 と して 普及 し始 め て居 る
。

筒表 示情 報 を そ の まま複写 す る一 種 の印刷 機能 を これ に 附加 す る事 も次第 に多 くな る もの

と思 わ れ る。

情 報 処理 組織 中 に 占め る端 末装置 の比 重は 益 々大 き くな るの で端 末 装置 の機 能価 格 比 の向

上 は 今後 の最 大 の 課 題 で ある。

図5-14に 各 種 端末 装置 の機 能 価格 比を 示 す 。

3・5将 来 の動 向

演算 ・制 御 装置 の ハー ドウ ェア と して,将 来最 も大 き な変 化 が予 想 され るもの は集積 回路

技 術 の進 歩 であ る。 す でに2・1。1節 で述 べ た よ うva現 在 で も新 しい機 種は ほ とん どが エ

Cに よる論 理 回路 を使用 して い るが,こ の論 理 工Oそ の も の が単位 回路 の10化 か ら大規 模

集 積(LSI)へ の極 め て広 い範 囲 を有 し てお り,技 術 の進 歩 に よっ てます ます大 規 模 の も

の が用 い られ る よ うにな ると考 え られ る。現 在 は個 別 部 品 か ら エ○へ の置 きか えが ほ ぼ完 了

した段 階 であ り・ 将 来 はIcua独 自の機 能 装置 が作 られ る よ うに な るで あ ろ う
。 この,10

独 自の機 能 とい うの は個 別部 品回路 と定 性的 に異 な るの では な く,飛 躍 的 に多数 の論 理 素子

が 使用 可 能 とな る点 に あ る と考 えられ る。具 体 的 に は.演 算 。制 御 の高 度 の並 列化 ,10メ

モ リーの 普及.連 想 記 憶 な どの機 能 を もった メモ リー の応 用 な どがあ り
.ハ ー ドウ ェアの 構

成 に影 響を もつ こ とにな ろ う。 これ らは外部 か らみ れぽ 処理 能力 の増 大 とい うこ とに帰 着 す

るが,そ の増大 の程 度 は記 憶装 置 に おけ る性 能 向上 を ⊥ まわ るだ ろ うと推 測 され る
。

主 記 憶装 置 に つ い て、 その 主流 が フ ェライ ト磁 心 であ る こ とは近 い将来 にお い て変 わ らな

い であ ろ う。磁 心 寸法 は 小 形化 に向 うが ,取 扱 い⊥ の 困 難 もあ り,過 去 数 年 間 の小形 化 の勢

いは 漸 次鈍 化す る と考 え られ る。磁 性 線 お よび平 面 状 の薄 膜 記憶 も一 部 に実用 され るであ ろ

う。 フ ェラ イ ト磁 心 に対 す る配 分 が× 幅 に増大 す るか ど うか の予 測 は 困難 で あ るが この2 ,

3年 で かな りの 見 通 しが 得 られ るで あろ う。

プ アイル 記 憶 に つ いて は デ ィスク,ド ラム等,磁 気記 録 の技 術 が主要 な もの であ る状 態は

継 続す るで あろ う。 記 憶 密度,転 送 速度 に関す る連続 的 な 改善 は 当 分続 く もの と考 え られ る。

これ に対 し て光 学 的 な フ ァイル 記憶 が一 部 の用途 に使 わ れ て い るが.こ れ が磁 気記 録 に対 し

て大 幅 に置 きか え られ る か ど うかは,本 稿 の予 測範 囲 よ りも更 に将 来の こ とに属 す る と思 わ

れ る。

従 来 の さん孔 媒体 を使 用 す る入 出力 機 器 につ い ては本 質的 な変 化 はな い もの と考 えら れ
,
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特 に性 能 の 向上 に関 しては 既述 の如 く大 きな進 歩 は期 待 出来な いで あ ろ うが.タ イム シェ ア

リン グシ ステ ム,リ ア ル タ イム処 理 シ ステ ム等 の発 展 と普 及に 伴 い端 末側 で使 用 され る処理

装置 に附 属 す る入 出 力機 器又 は 比較 的高 性 能 の端 末 機 器 として.低 速 乃至 中速 で機 能 対 価格

比が最 良 とな る如 く設計 上 特 に 考慮 され た保 守 性 の良 い低 価格 の もの が 開 発 され る事 とな ろ

う。

新 しい型 式 の入 力装 置 と して はOOR.OMR(光 学 的 マー ク読 取 装置)の 如 く印字又 は

手 書 きに よ り記録 され た媒 体 を その まま入 力 し得 る直接入 力方 式の もの が各 種 開 発 され て マ

ンマ シン イン タ フ ェイ ヌの 改善 を進 め る と共 に機 能対 価格 比 の 改善 に一 層 の努 力 が払 わ れ,

現 在 の紙 媒体 の入 出力 機 器 の それ に 次第 に接 近す る に至 るで あ ろ う。

出力 装 置 として は機械 的手 法 に よ らぬ高 速 の 印字 装置 及 び漢字又 は特 殊 の 図 形 を 出力す る

装置 等 の 開 発 が進 む もの と考 え られ る。

マ ンマ シノ イン タフ ェイスを 著 し く良好 な ら しめる入 出力機 器 と して直 接視 覚又 は聴 覚 に

訴 え る形式 の もの は数 多 く実 用 化 され る もの と期 待 され る。

特 に陰極 線 管 を使 用 す るデ ィス プレ イ装置 音 声 応答 装置 等 が 多 く用 い られ る もの と予 想 さ

れ る。音 声 応 答装 置 は極 め て優 れ た マン マ シン イン タフ ェイスを 有す る電話 機 をそ の ま ま情

報 処 理組 織 の 端末 機 器 として 活用 せ しめ得 る点 で独 自の特 徴 を有 し今 後 の 発 展 が期 待 され る。

音 声 を直 接情 報 処 理組 織 へ の入 力 と して利用 す る事 は現 在の 処 で は極 め て 困難 で.将 来 の

蓋果題 とい え よ うo

端 末機 器 に就 ては現 在 広 く用 い られ て居 るタ イ プラ イタ系機 器 の他 に.デ イズ プレ イ装置

を 中心 とす る もの.磁 気 テ ー プを使 用 す る もの 等 が次 第 に多 くな る もの と考 え られ るが 何れ

も機 能価格 比 の飛躍 的 改 善 が強 く望 まれて 居 るの で,こ れ を実現 す る為 の 努 力 が続 け られ る

事 とな ろ う。

一55一





第4章

ソフ トウエア技術 の現状





4.ソ フ トウ エ ア 技 術

4、1概 .要

4.4.1計 算機 シ ス テ ムの状 況'

・我 国 の電 子 計算機 設置 台数 はす でに3 ,500台 を こえ てい る。

そ の多 くは 小型機 で あ るが,大 型 機 も台数,規 模 と もに大 きな比 重 を もつ よ うにな って きた。

使 い方 につ い ては 少 し古 い が45年3月 末現在 の状 況 を,42年5月 末 にま とめ た 資料 が あ

る。(電 子 計算 機 利用 状 況 調査 報告 書 通産 省大 臣官 房調 査統 計部 お よび 重工 業局 発 行)

第4-1表 デ ータ収 集 方 式 の順位(通 産 省調 べ41-5-31現 在)

輸 送 に よ る もの 伝 送 に よる も の

伝 票 パンチカー ド さん孔テープ 磁 気テープ テレタイプ テ レ ックス オン ラ イ ン

1位 765 63 102 8

1

54
L

20 4

2位 98 147 147 13 29 7 10

3位 16 59 45 32 12 8 2

4位 8 8 18 18

`

11 2

計 887 2ア7 312 71 106 37 16
1

t547イ59

これ に よる と,対 象個 所795件1,550台 の 電子 計算 機 がほ とん どバ ッチ処 理 で動 い てい る。

す なわ ちデ ー タの収 集 順位 の 調査 か ら推 測 す る と(第4-1表)の べ1,700件 の デ ー タ収集 状

況 の 内,オ ン ラ イン収集 は そ の1%の16件 に過 ぎない。 現時 点 は当 時 か ら2年 以上 の推 移 が

あ るが,オ ン ライン処 理 を行 な ってい る所 は,ま だ 全 体の 数%程 度 で あろ う と推測 で きる。

しか し最近 充 実 しは じめた新 しい利 用 形態,す な わ ち リモ ー トバ ッチ処 理 と タイ ム シ ェア リ

ン グ処 理が普 及 す るの もざ して遠 い将 来 の こ とでは ない と思 われ る。

4.1.・2ソ フ トウエ アの種 類 とそ の制 作 者

ユ ーザ ーが 自ら作 成す る プ ロ グラ ム,あ るい は 自 らの 費用 で,ソ フ トワ エァ会 社 に委 託 す る

プ ログ ラムの ウエ イ トは,い わ ゆ る問 題 用 プ ロ グラ ムに重い が,本 来 メー カ ーが 提 供す べ き ソ

フ トウエ ア(す なわ ち基 本 ソ フ トウ エ ア)に 属 す るプ ログ ラム も,そ の一部 は ユ ーザ ーが 自 ら

加 工 し,あ るいは制 作 して い る と思 わ れ る。(第4--2表)

一;55一



この こ とは逆 に,メ ーカ ーも基 本 ソフ トウエ アのみ を制 作 す るの では な く,あ る程度 の 問題

用 プロ グ ラムを供 給 して い る。 一

この関 係 は 次の よ うな理 由か ら今後 も継続 す る と思われ る。

川 ユ ーザ ー が最 終的 に必要 とす る ソフ トウエ アの ど こま でを メー カ ーが 負担 し,ど こか ら

ユ ーザ}が 負担 す る か につ い て明確 な境 界は 存在 しない こ と
。

{2)ユ ーザ ーが 自社 に固有 の理 由か らメ ーカー供給 の ソフ トワエ アを改 造す る こ とが ある こ

と。

〔3)応 用 性 の広 い問題 用 プ ログ ラムは 次第 にモ ジュ ール化 しパ ッケ ー-Lジ化 して 一種 の 汎用 プ

第4-2表 プ ロ グラム保 有状 況(通 産 調 べ41-5-31現 在)

区分 開発別＼ 自 社 委 託 メ ー カ 合 計

基
本
プ
ロ

グ

ラ

ム

コ ン ベ イ ラ 186 782 968

ア セ ン ブ ラ 941 24 1,723 2,688

管 理 プ ロ グ ラ ム 1,260 26 5,388 4,6ア4

ル ー チ ン Z398 228 13,669 21,295

小 計 9785 278 け562 29625

問プ
ロ

題 グ

ラ

用 ム

事 務 関 係 12ス855 1,182 1,490 150,527

技 術 関 係 40,075 949 1,263 42,287

そ の 他 2,690 61 301 5,052

小 計 170,620 2,192 3,054 175,866

合 計 180,405 2,470 22,616 205,491

ロ グラ ムの形 に整 理 さ れ る 傾向 に あ る。 この よ う左汎 用 プ ロ グラ ムは,個 々のユ ーザ ーが作 る

べ きで ない とす る考 え 方 が強 い の で,メ ー カ ーが制 作 す る こ とに なる こ とが 多い
。

ソフ トウエ ア を分 類 す る方式 はい ろ いろ考 え られ る が,そ の一 つ の例 を示 す。(第4-5表)

通 常,管 理 プ ロ グ ラ ム・ 言語 プ ロセ サ,サ ー ビス プ ロ グ ラムは メ ー カ ー供給 の基 本 プ ロ.グラ・

ム と考 れ られ,ま た 各種 の 問題 向 プ ロ グラ ムは ユ ーザ ーが開 発 す る と考 え られ
,汎 用 アプ リヶ

ー シ 。ン プ ロ グラ ムは
,そ の 中間 ど考 え られ てい る。 ただ し,汎 用 アブ リケ ーシ 。ンプ ロ グラ

ムに つい ては メ ー カーが 担 当 す る種 類が逐 次増 大 の 傾 向 に あ る。

国産 メーカ ーに つ いて,そ れ が提供 し てい る標 準的 ソフ トウ エ アを調査 し,次 の よ うに ま と

め た。(第4-・-4表)
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第4-3表 ソフ トワ エア分 類の 一 例

管 理 プ ロ グ ラム

ハ ー ドウエ ア管理

タ ス タ 管 理

デ ー タ 管 理

ジ ブ 管 理

タ ー ミナル管 理

言 語 プ ロ セ ワ.サ

ァ セ ン フ フ

ALGOLコ ン パ イ ラ'

COBOLコ ン パ イ ラ

FORTRANコ ン パ イ ラ

PL/1コ ン パ イ ラ

RPG

シ ミ ュ レ ーシ ョン用 言

語 プ ロ セ ッサ

そ の 他

汎用 アプ リケ ーシ ョン プ ロ グラ ム

シ ミュ レ ≦ タ ,

自 動 取 計

プ ロ セ ス 制 御

数 値 制 御

情 報 検 索

予 測

線 型 計 画

ス ケジ ュ ー リン グ

サ ー ビス プ ロ グ ラ ム

SORT-MER(}E

コ ー ドコ ン バ ー タ

言 語 コ ン バ ー タ

媒 体 コ ン パ 一 夕

レ サ

テ キ ス トエ デ ィ タ

リ ン ク エ デ ィ タ

ダ

そ の 他

各 種 問題 向 プ ログ ラム

小規 模 な問 題 向 プ ログラム

大 規模 左 シス テ ムに関 す る総合 的 プ ロ

グラム

Oバ ッジ シス テ ム

O大 規 模 な トラ フ ィック コン トロール

。都 市 計画

Oト ラ ンス ポ ーテ ーシ ョン

Oメ ッセ ー ジ 交 換 シ ス テ ム

シ ス テ ム管理(生 産/在 庫/予 算 な ど)

技 術計 算 ライ ブ ラ リ(統 計,構 造 設計 な ど)

事 務計算 ライ ブ ラ リ(経 理,会 計,税 務 な ど)

そ の 他

これは メ ーカ ーの代表 的 な3種 のOS(大 ・中 ・小)に つ いて
,そ れ を構成 す るプ ログ ラム

の種 類,大 きさ,コ ア容 量 を明 らか に した もの であ る。 各 社 のデ ー タを見 易さ のた め に一 つ に

ま とめて ある。 ま とめ方 に は問 題 が な い こ とも ない が,全 体 の量 的 ・質 的 傾 向 を示 す もの とし

ては 充分 な もの が あ る と思 わ れ る。 な おサ ー ビス プ ロ グラム と アプ リケ ーシ.ン プ ロ グラムは

一57一



■

ー

cn

o。
ー

第 4 4表

大型用OS 大型用OS 中小 型用OS

プ ロ グ ラ ム 名 ス テ ッ プ 数 所 要 コ ア 領 域

(バ イト/キャラクタ)
ス テ ッ プ 数 所 要 コ ア 領 域

(バ イト/キャラクタ)
ス テ ッ プ 数 所 要 コ ア 領 域

(バイト/キャラクタ)

管 ロ

グ理
_
フ

管 理 プ ロ グ ラ ム 同800～14ξ000 可 変 6joO～14POO 可 変 亀000～12000 可 変
o

フ ム

4

ず 一

ア セ ン フ フ 10,100～2qOOO 3⑳00～55,000 12900～25000 12,000～26ρ00 9000～5qoOO 6,000～12,000

≡ ノこ GOBOL 31POO～70ρ00 40000～64,00む
'

2Z500～ ・'85500 16、00〔ト・.32ρ00 11β00～85000 6000～40000
口

語

δ

ツ FORTRAN 1弩900～60POO 36,00〔}～42,000 枯000～4ス000 ↑6ρ00～32POO 21,000～4知00 1ち10〔 〕～24ρ00

プ チ AL(}OL 2qOOO～36,000
・65POO 1500〔}>50000

,'
16000～20ρ00 18pOO 11,100～

口 用 PL/1 18qoOO 可 変 18〔POO 45,000

セ

ソ

RPG相 当 2400〔 〕～32,000 22POO ]5000～28、000,「
.11℃00～16,000 弓000～14000 6ρ0〔}～11,100

サ
会
話
型

BAGGUS 20/000 可 変

サ ブ
'

2 .ソ ー ト マ ー ジ ス00〔}～1qoOO
1800〔 ト～20000,「 5POO～14600 5POO～12ρ00 ∂000～2q200 6000～12POO

ス ム ・そ の 他(機 種別 合 計) 61,600～ イ98POO ξ000～92POO 35夕00～90ρ00 500～16ρ00 35750～55000 600～12,000"

一.

若
グ

LP

PE・RT

500～19,000

ZOOO～2aoOO

rCOO〔 ト》65000

65000

9,000

8、000～ η000 32000

5,300

5ρ0〔ト》 卑600 8000
レ

シ ラ
ヨ
ン ム

CPM
l

その他*(機 種別合計)

3qoOO

69000～106ハ00

65,000

12,000～151,000 4ρ00～106μ00 32pOO 14,00〔 ト44,000 16000.

(註)そ の他*内 訳
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各 社 とも名称,機 能 に特 色 が あるの で,こ れ を ま とめ る際 は各機 種 につ い て提供 して い る プ ロ

グ ラムの総 ス テ ップ数 を算 出 し,ま た所 要 コ ァ容 量 の 項は,各 プ ログ ラムの大 き さの最 小値 と

最大 値 とを記 載 した 。 この表 か ら大型 用OSの 規 模 は最 大100万 ス テ ップ前後 に 左 って いる

こ と,ア プ リケ ーシ ョンプ ログ ラ ムの 比重 がか な り太 きピ ヒ とな どが うか がわ れ る。

4,↑5ソ フ トワエ アの機 能 お よび 性能

ソフ トウ エ ア作 成技 術を大 別す る と,外 部 仕 様 設計 の技 術 と,そ れ を実 現す る ため の プ ログ

ラム技 術 とな る。

ソフ トウエ アの機 能 は,外 部 仕様 に よって規 定 され るもの で あ り,ソ フ トワ エアの 性 能は,

そ の 外部 仕様 を満足 す る とい う条 件 の 下 での プ ログ ラム技 術お よび ハ ー ドウエ アの機 能 と性能

とに依存 して い る。

もし,与 え られ たハ ー ドウエ ア に比 べて 不 当 に大 きな機 能 を 設定す れば,実 用 的 な意 味 で の

性能 は極 めて 悪い もの に なる で あろ う。 した が って,機 能 の 設定 は極 めて高度 の経 験 と技 術を

必要 とす る。通 常,あ る ソフ トウ エア機 能 を設定 す る と きは,そ の ソフ トウエ ア を使 用 す る人

々の要 求 を調 査 し,あ るい は 想定 した上 で,そ の ソ フ トワエ ア実 現時 の性 能 制 作 の コス トや

期 間の 想定 を行 な って最 適 と思 われ る解 を生 みだ そ うとす る もの で ある。

した が って特 に機 能 の標 準 化 を強 く意識 しない限 り,ソ フ トウエ アの機 能 は 同 じもの に なる

ことが ない。

現 在,国 産 と外 国製 とを問 わず,ソ フ トワエ アの機 能は複 雑 化の 方向 に ある。 そ の理 由 の一

つ は,ソ フ トウエ アの 良 否 を きめ る と き に,機 能 の大 小 で きめ る こ とが多 いか らで ある。機 能

の大 小は す ぐに判定 で きる こ と が多い し,好 み に合 った機 能の 有無 で判 定 す る とい うこ とす ら

行 なわ れて い る。 これ に対 して 性 能の 良否 は,ペ ー べーデザ イ ンの段 階 では判定 の しよ うが な

い こと と,ま た 性能 判 定 の ため には 適 切 な問題(ベ ンチ マ ー クテス ト)を 用 意 す る必要 が ある

の で,重 要 だ とい うことは 判 って い る が,明 確 な判定 が困 難 で ある。

しか し数 年前 か ら,よ うや くソフ トワ エ ァ良否 の判 定 として 「何 がで きるか 」 とい うことだ

け で な く 「どの位 の速 度 で,ど の位 の コス トで」 で きるか とい うことを問題 にす る よ うに な っ

て きた。

この 傾向 を反映 して ソフ トワエ ァ制 作 の 技 術,特 に外部 仕様 設計 の 技 術に次 の よ うな 進歩 が

み られ る よ うに な った。

臼}ソ フ トウ エ アの利用 の仕 方 を考 慮 して無 駄 な機 能 を排 除 して,身 軽 な高性 能 の プ ログ ラ

ム を作 ろ うとす る こ と。
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た とえ ば 管 理 プ ロ グ ラムの機 能 は近 年 ま す ます複 雑 化す る傾 向 に ある が,利 用 者に よっては

複 雑 な機 能 の ほ とん どが不要 で ある とい う場 合 が ある。 た とえ ばFORTRANの み を使 う と い

う ことが わか ってい る場 合 に は,汎 用 の大機 能管 理 プ ロ グラ ムの 代 りに,FORTRANモ ニ タ

と呼 ばれ る簡 便 な管 理 プ ログ ラムの方 が高 性 能 で あ るの で よい こ とが あ る。

② 性 能 として挙 げ られ る もの の 中 で特 に強調 す る もの を きめ て,重 点 的 に性 能 向上 をは か

る こ と。

た とえば コン パイ ラの 性能 と して,コ ン パ イルの速 度,オ ブ ジ ェク トプ ロ グラムの能 率,必

要 とす るコ ア領 域 な どが あるが,コ ンベ イルの速 度 を速 める ことに重 点 をおい た コン パ イラ と,

コ ンパ イルに時 間 をかけ て も能 率 の よい オ ブ ジ ェク トプ ログ ラム を作 りだ そ うとす る コ ンパ イ

ラ とは全 く異 質 の もの と考 え るべ きで ある。 二 兎を追 う よ りも,こ の よ うな異 質 の コン パ イラ

を2本 制作 す る方 が実 用的 で ある。 ま た,小 型 機 で は コア領域 を小 さ くす るた め に,他 の 性能

を犠 牲 に す る こと も行 なわ れ る。

{5)い ろ い ろ左 要 求 に速や か に応 え られ るため に,ソ フ トワ エアの 機 能 と,強 調 す べ き性 能

とを分 類 し,共 通 な点 と異 質な点 とを明 らか にした上 で,共 通部分のプログラム,異 質部分のプログラ

ム を製作 し,そ れ らをモ ジュールとして必 要 に応 じて組合 せ て大 き な ソ フ トワ エア を構成 で き る

よ うに し よ うとい う思想 が発 生 した。 これ をモ ジ ュ ール(構 造)化 した ソフ トウエ ア とい う。

モ ジ ュ ール化 の 構想 を支 える他 の 根拠 は ソフ トウエ アの テバ ッグ技術 で ある。 す な わ ち ソフ

トウエ アが大 規模 化 す る と,そ の テ バ 。グの 困駆 は;総 ス テ ・プ数 の2乗 に比 例 して増大 す

る。 した が って ソフ トウ エアの デバ ッ グは。 それ を いか に分 割 して細 か な単 位 で処 理 す るか,

また 各 々デバ ッグ済 の プ ロ グ ラムを結合 す る ときの デバ ッグを どの よ うに処 理す るか,と い う

点 に基 本 的 な技 術が ある とい って よい。

ソフ トワエ ァの分 割は,論 理 的 な意味 の あ る分割 で なけ れ ば な らない が,そ の単位 と して モ

ジ ュ ール が用 い られ る。

モ ジュ ールの 大 きさ を具 体的 に示 す もの としてIBM社 のOSの 例 を あげ る。(第4-5表)

これ でみ る と1つ の モ ジ ュ ールは平 均 して300命 令 で 構成 され,約100個 のモ ジュ ールに

第4-5表IBM社OSの 大 き さ

年 次＼ 1966、
.戊%フ

命 令 総 数 500,000 1,000,000

コ ン ポ ー ネ ン ト数 14 34

モ ジ ュ ー ル 数 1,152 5,550
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よ っ て1つ の コ ン ポ ー ネ ン ト,た と え ば コ ン パイ ラ が 作 られ て い る こ とが わ か る。

4.2基 本 ソフ トワ エァの 開発状 況

本 章 では,現 在 開 発 され てい る基 本 ソフ トワエ ァの状 況 を簡単 に述 べ,技 術 水準 の程 度 を考

察す る。

4.2.1バ ッチ処理 の制御 プ ログ ラム

我 国の計 算 機 利用 形態 と して は,ほ とん どが バ ッチ処 理 であ る ことはす で に述 べ た。 この 処

理 を 管 理す るプ ログ ラム として は,か つ ては 大型 機 のみ に整備 され て い たが,現 時点 では か な

り小 規模 の シス テ ムに対 して も連 続 自動 処 理の た め の制 御 プ ログラムが用 意 され る よ うに な り,

一部 の 小型機 は複数 の プ ロ グラムの 並 行 処 理機 能を持 つ に至 った。 これ らを始め と して,中 型

機 ・大 型 機 に お い ては マル チ プ ロ グ ラ ミン グ,マ ル チ プ ロセ シン グの技 術が か な り高 度 の 進展

を 見せ て お り,約 言 す るに,パ ッチ処 理 の制 御 プ ログ ラムの機 能 と性 能は,国 際 水 準 に 達 して

い る もの と考 え られ る。

4.22コ ンパ イ ラお よび アセ ン ブ ラ

初 期 にお い ては,コ ン パ イラあ るい は ア セ ン ブ ラを ど うや って実 現す べ きか とい う問 題,す

なわ ち プ ログ ラム技 術そ の もの に未 解 決 の点 が あ った け れ ど も,す でに,そ れ らは従 来 の言語

につ い ては 完全 に解 決 され,新 しい 言 語(た とえ ばPL/1)に つ い て も解 決 は時 間 の問 題 にす

ぎな いと言 わ れ てい る。

現 在 は,す でに第4-1章 で触れ た如 く,ど の よ うに して性 能の よい コ ンパ イラ・ アセ ン ブ ラを

作 るか,ど の よ うに して使 い よい もの にす るか,と い う点 に問題 の焦 点 は移 行 して鉛 り,そ れ

も大 きな障害 が あ る とは 思え 左 い。

更 に我 国の 実情 に 則 した機 能 の追 加,た とえ ば カタ カ ナの使 用 な ど も実用 化 が終 って い る。 一

現在 の 技 術の 目標 は,む しろ 製作 の コス トと期 間 を縮 少す る こと,機 能 の標 準 化,従 来 の もの

との互 換性 を考 慮 しなが ら新 しい 機 能 に拡 張 して ゆ くた めの方 策 左 どの解 決 に あ る。 この 点 で,

これ らの技 術 も国 際水 準 に あ り,一 部 の ものは 水 準 以上 では な いか と も考 え られ る。

4.2.5汎 用 ア プ リケ ーシ ョンプ ロ グラ ム

問題 向 きプ ログ ラム の内,汎 用 性 の 強 い ものは数 学 的 モ デル が作 られ て ゆ く傾 向 に ある。 ま

た モ デ ル化 が 困難 な ものは応 用 分野 を しぼ って頻 出す る ペタ ーンを整理 してゆ こ うとす る 傾向

に ある。

こ の 傾 向 か らLP,PERT,シ ミ ュ レ ー シ.ン 用 プ ロ グ ラ ム,数 値 制 御 用APT,予 測 用 プ
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ロ グ ラム,情 報検 索用 プ ログラ ムな どが逐次 整 備 されつ つ あ る。

この分 野 は メー カ ー もユ ーザ ー も力 を入れ 始 め てい るが,無 限 の深 さ を もつ 領域 で あるの で

難 か しい問題 を含 ん でい る。

LPあ るい は シ ミュ レーシ 。ンな どは手法 と して広 く知 られ て お り,ま た計算 機 時 間 を大 量

に消 費す る ことが 多い か ら,そ の処 理 プ ログ ラ ムに工 夫 を加 え て,計 算機 の能 力表 現 に禾閲 し

よう とい う傾 向 もでて きた。 これ はす で にSORTプ ログ ラ ムな でで 見 られ る傾向 であ るが,計

算機 の能 力 評価 に よ く知 られた プ ロ グラムを使 うこ とが 普及 す る と,そ の た めの プ ロ グ ラムは

急 速 に進 歩 す る。

ま た機 能 的 に豊 か な アプ リケ ー シ ・ンプ ログ ラム が ある とい うこ とは販 売 戦略 的 に有 利 で あ

る とい う段 階 に な って きた の で,我 国の ア プ リケ ーシ ・ンプ ロ グラ ムの整 備 もか な り進ん で き

た。

そ の結 果,部 分 的 には外 国 に見 られ ない もの も制 作 され て い る が,全 体 的 な厚 み とい う点 で

は まだ問 題 が ある と思 わ れ る。

む しろ我 国 で は ユ ーザ ー個 有 の条 件 を考 慮 した 特 殊 な ア プ リケ ーシ 。ンプ ロ グ ラムを 開発 す

る とい う場合 も多 い よ うで ある。

4.2,4リ アル タ イム処 理 プ ログ ラ ム

リアル タイ ム処 理の分 野 は 広 い。 これを逐 一 見る ことは で き ないが,そ の主 な もの を展望 し

てみ る こと にす る。(タ イムシ ェア リ ングシス テ ム,計 算機 応用 の 教育 な どは 別途検 討 す る。)

まず い わ ゆ る プ ロセ ス制 御 に つ いて は最 も歴 史 が古 く,経 験 も豊 か で あ り,外 国 との比 較 と

い う点 で特 に劣 る所 は ない と思 われ る。

また 座 席予約,メ ッセ ージ交換,パ ッキ ン グシス テ ムな ど も,経 験 こそ 比較 的 新 しい が我 国

で の利用 とい う条 件 を考 え る と,む しろ外 国 での 経 験 は 必ず し も有 効 で ない場 合 もあ るの で,

外国 と比 べ て特 に 欠点 が ある とい う ことは考 え られ な い。'

しか し,リ アル タ イム処 理に共 通 の 問題 と して,シ ス テ ムの診 断,自 動 回復,自 動 切離 しと

部 分 代行,シ ス テ ム過 負荷 の対 策,要 約す れば 総合 的 信頼 度 の 向上 とい う問題 が ある。

これ らの点 は,米 国 で もまだ 実 施面 では か な り原 始 的 な 処置 で満 足 してい る所 が多 い よ うで

あるが,研 究 面 では か な り高 度の技 術開発 を続 け てい る もの と思 わ れる。 この 点は 我 国 におい

て も充 分力 を 入れ てゆ かね ば な らない で あろ う。

航 空 ・交通 管 制 の問題 な どシス テ ム設計 にか らむ問 題 に つ い ては まだ レベ ルの評 価 が難 か し

い 。 これ は 今後 の 問題 と考 え られ る。
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4.2,5汎 用 オ ペ レ ーテ ィングシ ス テ ム'.

バ ッチ処 理 をバ ック グ ラウ ン ドと し,リ モ ー トバ ッチ,タ イム シ ェァ リ、ングシス テ ムを中 心

とす る オ ペ レ ーテ ィン グシス テ ムの 構想 は,MエTのMAOシ ス テ ムが 有名 で ある。そ の後,

MAOシ ス テ ム につ いて の論 議 と並 行 して何 種 もの オペ レ ーテfン グシス テ ムが 開発 され,米

国 に おい て,こ の 分野 に投 入 され てい る予算 とマ ン パワ ー とは,か な り大 きい もの と考 え られ

る。

我 国 にお い ては,ま だ 実用 経験 に乏 し く,こ の分野 の技 術開 発 は 始ま って か ら数 年 で ある。

したが って,す でに完 成 した シス テ ムは いず れ も機能 を しぼ って作 りやす くした 傾 向が あ り,

ま た機 能 的 に 優れ た本 格 的 な シス テ ムは,ま だ 実用 に 多少 の時 間 を要 す る段 階 と考 え られ る。

汎 用 オ ペ レ ーテ ィン グシス テ ムの開 発 につ い ては 主 として大型 機 ない し超大型 機 の 問 題 で あ

る とい って よい と思 わ れ る が,そ の シス テ ム性能 は プ ログ ラム技 術 のみ では な くて ハ ー ドウエ

アの 機 能 と性 能 と にか な りの 関連 を も ってい る とい うことは指 摘 され なければ な らない。

汎用 一一 特 に タイム シ ェ ア リン グシス テ ム を意識 した オペ レーテ ィ ングシステ ムに おい ては,

シス テ ムの 信頼 度,使 い勝手,端 末か らみた シス テ ムの応 答 速度 が 重要 であ り,シ ス テ ム側 か

ら見 る と,こ れ らの条 件 を充 分 良好 に満 たす 端 末 を何 個 ま で並行 制御 で きるか とい うこ とが最

終 的 左性 能 とい うこ とに なる。 この他,シ ス テ ムの拡 張性,保 守 の しやす さな ども大 切 なポ イ

ン トで ある。 これ らの評 価 は,今 後 の使用 経 験 をまた ね ばな らな い。

使 用 経験 と開発 経 験 とを早 く合 理 的 に積 み 重ね る ことが重要 な段階 である と思 われ る。

汎 用 オペ レ ーテ ィン グシス テ ムは 国際 的 に い って も未解 決分野 の 大 きな問題 で あ る。 た とえ

ば 自動 診断 ・自動 回復 の 問題,フ ァイル お よび記 憶装 置 の 有効 な管 理 の問題,会 話型 の言 語 コ

ンパ イラ,新 しい入 出力装置 特 に グラ フ ィックお よび音 声 関 連入 出力装 置 の制 御,い わゆ

る シス テ ム オ ーバ ーヘ ッ ドとシ ス テ ムサ ー ビス に関す る問題 等 々。

現 在,未 解 決 な 問題 をかか え て いる とい う点 は逆 にい え ば最 も発展 性 を もって い る とい うこ

とも で きる。 ジ ャーナ リズ ムが と りあげ る種 々の コ ン ピュ ー トピア 構想 はいず れ も汎用 オペ レ

ーテ ィ ン グシス テム
,特 に タイ ムシ ェア リン グシス テ ム と新 しい 入 出力装 置 に関連 してい る と

い って も不 当 では ない と思 われ る。

4.26各 種 サ ー ビス プ ロ グ ラム

最 後 に 地味 なサ ー ビス プ ログ ラ ムの 技 術 につ い て考 察す る。 この分野 は ユ ーザ ーの意 見 に よ

って育 て られ る こ とが最 も多 い と考 え られ,我 国特 有 の条 件 を消化 した良 い プ ログ ラムが 比較

的豊 富 に提 供 され つ つ ある。 、
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特 に コン バ ー タ,す なわ ち コ ー ドコンバ ー タ,媒 体 コンバ ー タ,言 語 トランス レ ー タな どと,

SORTバZERGEに つい ては,そ の 傾 向が 強 い。 プ ロ グラム ジェネ レ・一 夕な ども整 備 され て き

てい る と思 わ れ る。 しか しデバ ッグエ イ ドの シス テ ムは,ト レ ーサ ー,ス ナ ップ シ ョ ッ トな ど

良 く知 られ た ものの他 に飛 躍的 な構 想 シス テ ム が要 望 され てい るが,そ れ に応 ず る ものは 見当

らない。(こ れは 外国 に おい て も同様 で あ る。)こ の分 野は 特別 にデ バ ッグ技 術の 開発 とい う

見方 で と らえ てそ の技 術の 発展 を促す こ とが 重要 であ ろ う。

4.5問 題 点 お よび将来 の 方向

4.3.1ソ フ トワエ アの標準 化

現在,生 産 され蓄 積 され ている ソフ トウエ ア の量 は尾大 で ある が,将 来 生産 す べ き ソフ トウ

エ アの量 は加 速 度的 に増 大 す る もの と推 測 され て い る。 これ に対 処 す るた め に先ず 考 え るべ き

もの は ソフ トウエ アの標 準 化 で あ ろ う。

ソフ トウ エア の標 準化 とは,プ ロ グラ ム作 成 に関す る規 約,人 工 言語 を標 準 化 す る こと,プ

ログラ ム使 用 の手 続,操 作 を標準 化す る こ と,プ ログラ ム作 成利 用 のた め の説 明書 の書 ぎ方 叉

は その た めの 用語 の統 一 な どを行 う ことで あ る。(第4-6表)

第4-6表 標準 化 対象 項 目(項 目の 分類 は便 宜 的 なもの で あ る。)

分 類

←

基 本 的 事 項 文 字 の 種 類,書 き 方,コ ーデ ィ ン グ フ ォ ー ム,フ ロ ー チ ャ ー トシ ン ボ ル,

フ ロ ー チ ャ ー トの 書 き 方

プ ロ グ ラム言語 AI.GOL,FORTRAN,COBOL,PI./1な ど

コ マ ン ド 計 算始/終,プ ログ ラムの 登録,修 正,削 除,追 加,表 示

OS外 部 仕 様 プ ログラ ムの呼 出 し ・復帰 の原 則,1/o処 理 の原 則

そ の 他 計算機用語

この標 準 化 を推 進す る こ とは エsoが 中心 に なって行 って い る"s',な かkか の難 事 業 で あ り,

長期 に わた る 努力 の継 続 が必 要 で あ る。 規 約 の制 定 に 加え て 実効 を あげ るた め の何 らか の施 策

が必要 で ある と思 われ る。

ソフ トウエ アの標 準 化 は,ソ フ トウ エ アの 自由 な発展 を妨 げ た り,ま た 特別 なハ ー ドワエ ア

の利点 を生 かせ な くな る とい うもの で あって は な らない。 しか し正 し く計画 され た標 準 化 の場

合,そ のお それ は な く,む しろ 次 の ような効 果 を生 み 出す もの と期 待 され る。
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川 ハ ー ドウエ アの 更新 の際 に リプ ログラ ミン グが必 要 で あるが,リ プ ロ グラ ミン グの量 を な

なるべ くへ らす こ と,リ プ ログ ラ ミン グを短期 間 に集 中処 理 しな ぐて も よい よ うに で き る。

② プ ロ グラ ムの 共 同 開発 お よび共 同利 用 が容 易 に な る。

② プ ロ グラマ ー教 育 の基 本 を標 準 化 で きる か ら教 育 が容 易に な り教 育効果 も大 きい 持続 性 あ

るもの とな る。

{4}プ ロ グラム手法,処 理 手法 を正確 に記 述 する ことが容 易 に な る。

{5)プ ログ ラ ムを 自動 的 に開 発す るた めの研 究 を促 進 す る こ とに なる。

機 械語 の 相違 を カバ ーす る エ ミュ レ ー タの 開発,シ ミュレ ー タの 開発,プ ログ ラム言 語の(部

分 的)相 異 を カバ ーす る た めの トラ ンス レ ータ,イ ンタプ リタの開発 も,ソ フ トウエ アの互 換 性 を

を増 加 す るが,標 準 化 の効 果 は互 換 性 の増 加 のみ に とどま らない。

なお,ソ フ トワ エ アの開 発 技 術そ の ものに も標 準 化の望 ま しい部 分 が ある と考 え られ るが,そ

れ につ い ては項 を 改 め て触 れ る ことに す る。

4.3.2ソ フ トウエ ア開 発 技 術

ソフ トワ エアの シス テ ム規模 は大型 化す る 傾 向に ある。15～20年 前 は1000命 令 の単 位 の プ

ログ ラ ムが 多 か った が,最 近 で は100万 命令 で構成 され るシ ステ ム も あち こ ちで作 られ てお り,

近 い将来 には1000万 命 令 の シス テ ムが問題 に なる と思 われ る。

また 最 近 の傾 向 と して オ ープ ンエ ンデ ッドな ソフ トウエ アが製作 され る こ とが 多い。

新 しい技 術 を必要 とす る大 規 模 な ソフ トウエ アの 開 発 は,そ れ 自体 問題 で あって 全体 を見通 し

た 計 画 をた て る こ とが困 難 で あ る。

川 全体 を どの よ うに区分 し分 担す るか

(2)仕 様 を きめ る手 続

(3)検 査 の手続

{4}分 割 され た 各部 分 の境 界 の表 現 方 法

〔5}八 一 ドワエ ア との 関係 を明解 に表 現 す るため の方 法

(6)仕 様 ・計画 な どの修 正 ・通 知 の手 続

⑦ 計算 機'人 員 な ど のス ケ ジュ ール

{8}ネ ック にな りそ う な こ とを早 目に発 見す る こと

(9)プ ロ グラム作 成上 の標 準 規約 の設定

な どの 諸点 を充分 考 え て計 画 し,ま た実 施 状況 に応 じて再 計画 してゆ か ねば な らない 。

～二の と きにプ ログ ラ ムの最 小単 位(モ ジュ ー ル)の 構造 な どプ ログ ラム作 成 につ い ての 具体 的
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規 約 を きゆて お く ことは 重要 で あ る。 そ の他 上 記 の 諸点 を どの よ うに考 え て ゆ くべ きか とい う

点 を一 つ の標 準 化 され た技 術 と して客観 化 し てゆか ねば な らない と考 え る。

なお これ に関連 してOAI(OomputerAs6istedInsrructiOn)の 問 題,TSS(Tilne

Shar■ngSystem)を 応用 した デバ ッギ ン グ手 法 の問題,ソ フ トウエ ア製 作 の 自動 化 一 た

とえば コ ンパ イラコ ンパ イラの 問題 な ど も追求 され て ゆか ねば な ら ないで あろ う。

4.3.3ソ フ トウエ ア制作 の コス ト

ソフ トワエ ア開 発は 多額 の 資 金 を必要 とす る とい われ て いる。 従 来 の バ ッチ処 理 シス テ ムの

開 発 コス トは ハ ー ドウエ アの7に 対 して ソフ トウエ ア5の 割合 であ る と言 われ て い たが最近 こ

れ が5対5で ある とい われ る よ うに 浸っ た。TSSの 場 合は ハ ー ドウ エ アの2に 対 して ソフ ト

ウ エア8の 割 合 で開 発 費が か か る とい う話 も でてい る。

この 開 発 費につ いて の問 題点 と しては

川 コス トと削 減す る方 法

〔2)開 発費 の 負担元

〔3)コ ス トの将 来 予 測

友 どが考 え られ て い る。

ソフ トウエ アの コス トは人 件 費 と計 算機 使用 料 で代表 さ れ る。人 件 費 は年 々上 昇 し,一 方 計

算機 使 用料 は 同 じ目的 の遂 行 とい う 目で 見れ ば年 々低減 す る。 しか し必要 とす る ソフ トウエ ア

の質 ・量 と もに増 大 してい る現 状 か らい って,ソ フ トウエ ア開 発費 は増 大 傾 向 を続 け るで あろ

う。

と・れ を考 え る と,個 々の ソフ トワ エ アに つい て,い か に コス ト削 減 をは か るか とい う研究 と,

ま た共 通 ソ フ トウエ アを制作 ・利用 す る こ とに よ って不 急 不要 の ソフ トワ エ ァの製作 を省略 す

る とい うこ との研 究が 必要 で あ る。 米 国 の ソフ トウエ ア会 社 な どでは ハ ー ドウエ アに無 関 係 な

ソフ トウエ ア を制 作 し よ うとい う研 究が行 われ,あ る程 度 成 功 して いる よ うであ る。 それ は 一

度作 ってお けば どの 八 一 ドワエ ァに も,そ の まま利 用 でき る とい うもの で もな く,ま た一 度 オ

リジ ナルを作 っ ておけ ば,あ とは ハ ー ドウエ アの相 異 に応 じて機 械 的 に 自動 製作 で きる とい う

もの で もな い。 それ は オ リジナル を仮 想 計 算機 につ い て作 って お いて,八 一 ドワエ アの条 件 が

具 体 的 に与 え られ た段 階 で人間 がオ リジ ナル に手 を加 え るとい うこ とを 前提 に し,要 は手 直 し

の部 分をで きるだ け 少 くし よ うと い う考 え 方 に立 った 研究 で あ る。 いわ ば イ ーンォ ーダ ーの 仕

方 に似 てい るb

個 々の ソフ トウェ アめ コス トを削 減す るの には 技 術 の文書 化 と教 育の 問題 が大 きい 重 み を も
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つ が,こ れ が 意外 に知 られ て いない 点 が問 題 であ る。 ソフ トウエ アの開 発速度 お よび コス トは

新 技 術 の開 発 と,す で に類似 の技 術が 確立 して い る場 合 とで平 均 して ↑0倍,粗 くい って5倍

ない し20倍 の相異 が ある。 した が って確立 した技 術 を充 分 伝 え る ことな く放置 す れ ば,本 来

10分 の1に な るべ き コス トを削減 して い ない こ とにな る 。教 育 お よび文 書化 の コス トを切 り

つめ る こ とは,か え って大 き な損失 とな る。

共 通 ソ フ トワエ アの制 作 と活用 につ い ては 標 準化 と密接 な関連 が あ り,ま た登録 制 度,特 許

権 な ど社 会 的 条件 が 熟す 必要 が ある。

以 上 述 べた 諸点 の他 に も問題 は あるが,要 す る に ソフ トウエ ア開 発費 が今後 医大 な もの に た

る こ とを前 提 と した上 で高 い立 場 か ら自由 な検 討 を加 え て,合 理 的 な開 発の あ り方 を探 らねば

な らない。

次 に ソ フ トウエ ア開発 費の負担 の問 題 で あ るが,こ れ は ソフ トウエ ア開発 の分担 境 界の 問題

と,研 究 に対 す る社 会的 公共 的観 点か らの投 資 の問 題 とに分 れ る で あろ う。 これ につ い て も今

後,ソ フ トワ エ アの開発 が,社 会活 動 の 速度 に関与 す る重 み を増 す に つれ て大 きな問 題 点 に 成

長 す る と考 え られ る。正 しい あり方 を探 って ゆ こ う とす る努 力 が 必要 で ある と考 え られ る。'

4.4将 来 の方 向

ソフ トウエ ア技 術の 進度 は,そ の技 術の評 価,す な わ ちその 表 現 と して の投 資,教 育,技 術

者 の処 遇 に よって きま るで あろ う。

基 本 的 に は,我 国の教 育 レベル の平 均 的 な高 さ と,各 人 の思考 の伝 達性 の良 さが プ ラス に作

用 す る で あろ う。 しか し,一 般 的 に ソフ トウエ アを評 価 す る慣 習 が定着 してい ない こ とと,特

別 に と びは なれ た研 究 者 が少 ない とい うこ と とは,ソ フ トワエ ァ発達 に マ イナス の要 因 とな る。

短 期 間 に は プ ロ グ ラマ ー として優 れ た人 達 を養 成 しやす い とい うプ ラス要 因 が強 く働 く と思

われ る。

問題 は,我 国の ソフ トワエ ア技 術が 一応 の レベ ル に達 した時 の フ ロンテ ィアの前 進速 度 で あ

る。 した が って今 後 の長 期 の見通 しに つ い ては,わ か らない とす る のが妥 当 で ある。

ソフ トウ エ アの テ ーマに つ い ていえ ぱ,こ こ しば ら くは,い わゆ る オペ レ ーテ ィン グシ ス テ

ム の 技 術が 実 用化 の 中心 課題 とな るで あろ う。 これ は,か つ て人 工 言語翻 訳 あ るいは サ ー ビス

プ ロ グ ラムの拡 充 が中心 課題 で あ った と き と同様,少 くも数 年 間続 くもの と思わ れ る。

大型 機 の利 点 を強 調す る の に適 当 なテ ーマは 大型 の ア プ リケ ーシ ・ン で ある。 これ が地 味 な

発 展 を続 け て ゆ ぐで あろ う。
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花 やか 友テ ー マ と しては 新 しい入 出力 装置 の活 用 と,そ れ に 関連 す るパ タ三ン処理 技 術の 問

題 が ある。 ま た人 間工 学的 な問題 が強調 され よ う。 そ して社 会 に おけ る計算 機利 用 の急 速 な増

大 に伴 う問題 が 論 ぜ られ,そ こか ら新 しい テ ー マが現 わ れ て くるで あ ろ う。 しか しテ ーマ とし

て全 く目新 しい もの は こ こ当 分現 わ れ ない と思われ る 。

な 白練 技 術的 問題 として,ハ ー ドウエ アとの境 界,ソ フ トウエ アの 評 価方 法,標 準化 お よび

文書 化,プ ロ グラマ ーの管 理・ ソフ トウエ アの生 産1工 程 管 理・ ソフ トウ エ アの 在庫 管理 ・ ソ

フ トワ エ アの 製 造 技 術 な どに徐 々では あ って も進展 が 見 られ るで あろ う。

米 国 では,ソ フ トワ エアへ の投 資 は数 年後 にハ ー ドウエ アの投 資の数 倍 にな る とい われ てい

る。 我国 も この 傾 向 にな ら うもの とす る と,ソ フ トウエ アの生産 規模 は現 在10倍 を考 え て お

か なけ れ ば な らない。 ソ フ トウエ ア生 産 の大 型 化 に対 処 す るた めの 方 策 を意識 して お くこ とは

重要 で ある,

小型機,中 型 機 の ソフ トウエ アの投 資 は,こ れ らが 台 数 の多 い こ とを考 え る と1台 あた りの

ソフ トワ エァ開 発 費 を押 え て も全 体 ではか な り大 きな額 を投 ず る こ とがで きる 。 これ は洗 練 さ

れた ソフ トウェ アシス テムの 開発 が期 待 で きる と考 え られ て いる。

ソ フ トウエ アの技 術の将来 の方 向 は種 類 の 多様 化,質 の向 上,量 的 拡大 とい う3方 向の 発達

を必 要 と して お り,そ れ を充 分 期 待 し うる可 能 性 を もってい る とい うこ とがで きる。
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5.デ ー タ伝 送 技 術

5・1国 内デー タ伝 送技術

5・1・1デ ー タ伝送 回線 の構 成

5・1・1・1回 線 を構成 す る ため の必要 機 器

通 信 サ ー ビヌは,音 声 を と り扱 うサー ビスと符 号 を と り扱 うサー ビス とに大 別 され る。 こ

の うち.符 号 を と り扱 うサー ビスは.更 に第5-1表 に示 す様 に分類 され る。

第5-1表 符号 通 信 サー ビスの分 類

サ ー ビ ヌ 名 記 事

日本 電 信 電話 公 社 に よる公衆 電報 の受付.配 達 サー ピヌ,

公 衆 電 報
通 信速 度50ビ ッ ト/秒

日本電信電話公社による宅内装置賃貸サービヌ
加 入 電 信

通 信 速度50ビ ッ ト/秒

日本 電信 電話 公 社 に よ る市 内回線 の賃貸 サー ビス,

市 内 専 用 通信 速 度50ビ ッ ト/秒 以 下.200ビ ッ ト/秒 以下,

専 1,200ビ ッ ト/秒 以下 の いずれ の速 度 に も使用 でき る。

普 通 日本電信電話公社による符号通信回線の賃貸サービヌ

市 第 一 通信 速度50ビ ッ ト/秒 以 下

規 格 宅 内装置 の賃 貸 は行 な って いな い。

用
日本電信電話公社による符号通信回線のみの賃貸および符号通

外 普 通
信 回線 と宅 内装置 両 者 の賃 貸 サー ビス。

第 二
回 線 の通 信速 度200ビ ッ ト/秒 以 下

規 格
賃貸宅内装置の通信速度200ビ ット/秒

線 専
日本電信電話公社による符号通信回線のみの賃貸および符号通

普 通
信 回 線 と宅 内装置 両者 の賃貸 サー ビヌ。

第 三
用 回線 の通 信速 度1,20gビ ッ ト/秒 以下

規 格
賃 貸 宅 内装置 の通 信速 度1,200ビ ット/秒 以 下

第5-1表 に示 したサー ビスの 内,公 衆電 報,加 入 電 信 お よび普通第1規 格 サ… ビス(い

ずれ も,通 信速 度50ビ ッ ト/秒 以 下)は.人 か ら人 へ の情報 の伝達即 ち メ ・セー ジ通 信を
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対 象 と して 発 展 して きた サー ビスで あ る。

一 方
,普 通 第2規 格 お よび 普通 第5規 格 サー ビス(通 信速度200ピ ッ ト/秒 以 下お よび

1,200ピ 。 ト/秒 以 下)は,社 会 経 済発 展 に と もな う情 報 量 の増大 お よび情 報 処理 技術 の 発

展等 に よ るデー タ処 理 技術 の一 環 として 生 れた サー ビス であ る。

この よ うに発 展径 緯 の 異な る2種 類 の サー ビヌを 提供 す る回線 構成 に つ い ての最 大 の ち が

い は,利 用 者 宅 内 に変 復調 装置 を設置 す るか否 か ゐ点 で あ る。 即ち,50ピ ッ ト/秒 以 下 の

通 信速 度 に関 して は,利 用 者宅 内装置 と伝送 路 との 間の 通 信 符号 の や りと りは,直 流 に よ り

倣 わ れ て い るが,200ビ ット/秒 以 上 の通 信速 度 に な る と通 信 ケー ブル の雑音 あ るい は

損 失 等 の 要素 に よ り,直 流 によ る通信 は 不可 能 とな った。 従 って利用 者 宅 内 に変復 調 装 置 を

設 置 して,直 流=交 流 の変換 を 行 な う方 式 で回 線 を 構成 す る こと とな った。

情 報 の内容 が,デ ー タであ るか,メ ッセー ジ であ るか に よ って通信 回線 が異 な る訳 で はな

い の で,50ビ ッ ト/秒 以 下 の 回線 で も,当 然 デ ー タ伝 送回 線 として使 用す るこ とは 可能 で

あ る応 以 上 述 べ た発 展経 緯か ら考 え て,本 資料 にお い て は,第5-1図 に 示す よ うに変 復

調 装置 に終始 す る区 間 を デー タ伝 送 回線 と称す るこ と とす る。

国 内 にお け る通 信回 線 は,一 元 的 に 日本 電信 電話 公 社 に おい て運 営 され て お り,デ ー タ伝

送 回線 も,ま た同様 で あ る。

本 資料 にお い ては,第5-1図 に示す よ うに変 復 調 装置 に終 始す る区 間を デ ー タ伝 送 回線

と称 す るこ と とす る。

第5-1図 デー タ伝 送 回 線 の構 成
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変 復調装 置 とデ ー タ宅 内装 置 との 間の接 続 は,国 際 電信 電話 諮 問委 員 会(CCITT)か ら

標 準 イン ター フ ェイ スが勧 告 され てお り,第5-1図 に おい て もこの勧告 に 準拠 した標 準 イ

ン ター フ ェイ スを採 用 して い る。 現 在,本 邦 に おい てサ ー ピヌが提 供 され てい るデー タ伝 送

速 度 として は,(1)200ピ ット/秒 以下,(2)1,200ピ ッ ト/秒 以 下 の各速 度 であ り,更 に近

く2.400ビ 。 ト/秒 の速 度 に つい て サー ビスが 開始 され る予 定 で あ る。

デー タ伝送 回 線 の伝 送 路 構成 を 考 え ると,専 用 回線 に よ る構 成 と電話 交換 回 線 に よ る構成

とに分 け られ る。 これ ら につ い ては,5・1・1・2項 な らび に5・1・1・3項 にお い て

詳 述 す る。 現在,サ ー ピヌ に提供 され て い る変 復調 装置 とデー タ伝 送サー ビス との関 係は,

5・1・2・1項 の 第5--1表 に示 す とお りであ る。

5・1・1・2専 用 回線 に よる構成

(1)2地 点 間 を接 続 す る回線 構 成

専 用 回 線 に よ りデー タ伝送 回線 を構 成す る場 合 には,通 信速 度 に よ り使用 す る伝送路 が異

な るため,1,200ビ ッ ト/秒 以 下 の場 合 には 第5--2図,200ビ ・ ト/秒 以 下 の場 合 には

第5・-3図 に示 す 構 成 とな る。 即 ち,1,200ビ ッ ト/秒 以 下の 通 信速 度 に関 しては 普通 第3

規 格 回線(電 話 回線:帯 域 巾3.4KHz)を 適 用 し,200ピ ット/秒 以下 の通 信速度 に閲 し

ては 普通 第2規 格 回 線(電 話 回 線 を6分 割 し,そ の各 々を1回 線 と して使用 す る:帯 域 巾

ag5-'2図t、200ピ ッ ト/秒 以下 のデ ー タ伝 送 回想 構成
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400Hz)を 使 用 して デー タ伝 送 回線 を 構成 す る。 た だ し,通 信速 度 は200ビ ・ ト/秒 以下

で あ っ て も.変 復 調装 置 に付 属 して い る打合 電 話を併 用 す る場 合 には.普 通 第5規 格 回線 を

使用 す る ことと な る。

(2)分 岐回線構 成'

分 岐回線 は.(1)で 述 べた 普 通 第2規 格 お よび 普通 第5規 格 回線 に よ り構成 され た デー タ伝

送 回線 の中途 に分岐 装 置 を挿入 して構 成す る。 その 構成 を第5-4図 に示 す。

第5-4図 分 岐 回路 の構成
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この方 式は,専 用 回線 の 高度利 用 を は か るた め に考 え られ た もので あ り,近 くサ ー ビス が

開始 され る予定 で あ る。 利用 方法 につ い ては,8・1・t・5項 で述 べ る。

5・1・1・5電 話交 換 回線 に よ る構 成

多数 の 相 手 との 間 に情報 交 換 を した い場 合,あ るい は,専 用 回線 を設 け るほ どの 情報 量 が

ない場 合 を対 象 と して,加 入 電 話 交換網 を 用 いた デー タ伝 送 サー ビスが,準 専用 制 度 とし て

実施 され て い る。 この サ ー ピヌに お いて は,日 本 電 信 電話 公社 では,現 在 までの と ころ,変

復 調装 置 のみ を 貸与 す る こ とは行 な っていな いの で,こ の サ ー ビス に使 用 す るデー タ 宅 内装

置 に は変 復 調装 置 に 相当 す る回路 を 有す る ことが 必要 で あ る。 また,こ の サー ビスは,あ ら

か じめ登 録 し てあ る複 数 の利 用 者 相互 間での デ ー タ伝 送 に限定 されて い る。 従 っ て不 特定 多

数 へ接 続 させ る こ とが可 能な ダ イヤル の代 りに 自動 呼 出装 置 を採用 してい る。第5-5図 に

電 話交 換 回線 を 用 い たデー タ伝 送 回線 の 構成 を示 す。

第5--5図 電 話交換 回線 を用 いた デーータ

伝 送 回線 構成
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注)自 動呼 出装 置 には,予 め 登録 済加 入 者 の番 号 のみ が

セ ッ トして あ る。

ダ イ ヤルは 使 用 す る こ とが で きな い。

5・1・2デ ー タ伝 送 回線 構 成 に使用 され る変 復 調装 置

5・1・2・1変 復調 装 置 の種 類

デ ー タ 宅内装 置 の直 流2元 信号(lt－ 電 流n,tl+電 流"あ るいはttig流 あ りtt,ttig流

な し"等)を 伝 送路 に通 す場 合 に,こ の 直流 信号 を必 要 な交 流信号 に変 換 す るた め,あ るい
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第5-2表 変復調装置 の種類

1

≧
1

変 復 調 装 置 中 心

通 信 速 度
、

変 調方式 周波数 偏 移 巾 回線構成 通信方式 適用 回線 記 事

品 名 (∬ 。) (AF)

DT-205形 周波数 普 通

200ビ 。ト/秒' 変 調 1,200Hz ±100互z 4線 式 二重 通信

変 復 調 装 置 (FM) 第2規 格

DT-205形 但群1.080Hz ±100Hz

/

普 通 ス ピー カ呼 出 し に て 打 合

ク 〃 2線 式 ク 可 能 一

変 復 調 装 置 高 群1、750Hz ±100Hz 第2規 格

DT-1203形 4線 式 二重通信 〃 〃

1、200ビ 。ト/秒 〃 1、700Hz ±400Hz ま た は ま た は

変 復 調 装 置 2線 式 半二重通信 〃

200お よび DT-21形 集 合 普 通 DT-203,205,1203を

第2規 格

お よ び
最大24個 登載可能

1,200ビ 。ト/秒 変 復 調 装 置 第5規 格

DT-2401形 4位 相 4線 式 二重通信 音声帯域 近 くサー ビスが 開始 され る

2400ビ ット/秒 1、800Hz ま た は ま た は 予定 そあ る。

変 復 調 装 置 変 調 2線 式 半二重通信 回 線
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は.そ の逆 に交 流 を直 流 に変換 す るた め に変 復 調装 置 が使 用 され る。変 復調 装置 とデ ー タ宅

内装 置 の 間は.直 流 信 号 で結 ば れて い るの で,符 号 歪の 点 か ら余 り長 い接 続 ケー ブル は使用

で きな い。 従 って変 復 調装 置 は利 用者 の 宅 内 に設置 され る。 現在 使用 され て い る変 復調 装置

は第5-1表 に示す とお りであ る。 なお.こ の他rcデ ィジ タル 伝送用 として4,800ビ ヅ ト/

秒,48キ ロ ビ ット/秒 等 の各 速 度 の変 復調 装置.ま た心 電 図等 の アナ ログ量 を 伝 送す る装

置 と して,一アナ ログ変 復調 装置 等 の 開発 がす す め られ て い る。

5・1・2・2変 復調 装置 の動 作概要

(1)200ビ ット/秒 用 変 復調 装置

DT-20 .5形 お よびDT-205形 変 復 調装 置 の ブ ロ ック ・ダ イヤを第5-6図.第5-7

図 に示 す。

第5-6図DT-205形 変 復 調装 置 フbッ ク・ダ イヤグラム

送 信

テ← タ

直 流 増 巾

整形回路部

周波数

レ ベ ノレ

アラー ム

回 路 部

SEND

・・卿 合 主星ザ ◎

イb-f-一 一§{… ◎

SD(送 信 デー タ)信 号 線 に送 られた ±8Vの2進 直 列 の 直流 信号は,直 流 増 巾 整形 回路

部 で増 巾 整形 ざ れ て変 調 器 回路 に加 えられ る。変 調 回路 は入 力 信号 の極 性 に よ って その 発振

器 の同 調 回路 の容 量 を 変 化 させ,入 力信号 －SVでFz(F,-dF),+8VでFA(F。+AF)

の周度数 を送出す る6こ の周波 数被 変調 波 はその伝 送 に必要 な帯域 だげをフィル タを通 して伝送 路

一7・5一



⑳

第5-7図DT-205形 変 復 調装 置 ブロ ック ・ダ イヤグラム

SD

o●

送 信

デー タ

直流 増 巾

整形回路部

－
i

ン!,,L

〕

変調部

(低)

「
獺 部F

変調部
(高)

ー

1
-
1
文

r

噛

、

－

CF-一 一.

周波 数

弁 別 器
(低)

ポ(㌫

RD

受 信

み

トランジスタ

リ レ ー

レ ペ ノレ

ア ラー ム

回.路

「∫

「
ー

↓

～r
↓

　ソ

「一叉 三
・「イ

YB
「∫

㍗
r

周波 数

弁 別 器

(高)

㎞

1
□

vA

」

下

.
「

、1

-

-
.

↓

ー

1
11
ψ

.9フ ィル タ 」_,ANVノト

ゴ]亘2」
エ

倒
i

REP

ざきぺ『

.
/

スピー カ

TEL

注;rfは 装 置 設置VCt高 群.低 群 の

いず れ か に設 定 す る。

に送 出す る。

一方
,受 信 側 にお い ては,伝 送路 か らの被 変 調 波 は フ ィル タを 通 して 振 巾制 限 器 に入 り周

波 数弁 別 器 で復調 され て 直流 出 力 とな って トラン ジス タ ・リレー を駆 動 して8Vの2進 直 列

の直流 信 号をRD(受 信 デ ー タ)信 号 線 に送 出す る。 また,レ ベル ・ア ラー ム回路 は受 信の 交

流 入 力信号 のレ ベ ル が規 定以 下 に低 下す る と キ ャリ ヤ断の ラン プ表 示を し て,受 信 直 流 出 力

を 一8Vに 保持 す る。 制 御 部 は,デ ー一夕宅 内装 置 との 間 の イン ター フ ェ イス に関す る制御 を

行 な う。

(2)1.200ピ ッ ト/移 用 変 復 調 装置

DT-・-1203形 変 復 調装 置 の ブ ロ ック ・ダ イヤを第5--8図 に示 す 。

SD信 号 線 に 送 られ た ±8Vの2進 直列 信号 は,直 流 増 巾整形 回路 部 で 増 巾 整形 され て変

調 器 回路 に 加え られ る。 変 調 回 路 は,入 力 信 号 一8VでFz・+8VでF、 の 周波 数 を 送 出

す る。 この 出力 は,フ ィル タを 通 り,送 信増 巾器 を 通 って伝 送路 へ送 出 され る。
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第5-8図DT-1023形 変 復 調 装 置 ブ ロ ック ・ダ イヤ グ ラム
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一 方
,受 信側 で は,伝 送路 か らの被 変 調 波 は音 声帯 域 の低 域 フ ィル タを 通 し て受信 増 巾器

に よ り規 定 レベ ル に増 巾 され,変 調 器 に加 え られ る。受 信側 で再 度変 調す るの は,高 周波 復

調 に よ ると良好 な受 信特 性 が得 られ るた め で あ る。 この出力 は振 巾制 限器 を 経 て 周波 数弁 別

器 で 復調 され て直流 出力 とな り,ト ラン ジ ヌ タ ・リレー を駆 動す る。 回路 中 のNは2線 式 で

使用 す る ときに用 い るブ ラン チ 増 巾器 で,自 己 の送信 デ ー タをモ ニ タす る こ とが で き る よ う

にな ってい る。制 御 部 はデ ー タ宅 内装置 との 問 の イン ター フ ェイヌ に関 す る動 作 を行 な う。

5。1・2。5イ ン ター フ ェイヌ

2つ の装 置 の 間 の相 互接 続条 件 を 「イン ター フ ェイ ス」 とい う。 この イン ター フ ェイス に

つ い ては異 な った メー カに よ って提 供 され た装置 であ って も良好 に動作 す る よ うCCITT

お よびIECか ら勧 告 され て お り,国 内 に お いては 日本 電信電 話公 社 も,こ れ に準 拠 して詳

細 な規 定 を設 け て い る。 た と えば,変 復調 装置 とデー タ宅内装 置 との分 界 点 は25ピ ン の差

込 式 コネク タ とし,雌 コネ クタは 変 復調 装 置 に取 付 け られ る。雄 コネク タの つ いた延 長 ケー

ブル は デー タ宅 内装 置 で用意 され る。 デー タ宅 内装置 と変復 調 装置 との問 の ケー ブル は線 間

容 量2,500PE以 下 にお さ まる よ うな 長 さで な げれぽ な らな い。COIT[1]勧 告 に準 拠 し,

日本 電信 電話 公 社 に おい て決 定 して い るイ ン ター フ ェイス信 号線 を第5-9図 に示す 。 また,

これ らの信号 線 で交 換 され る信 号 の電 気 的 必要 条 件 につ いて は次 の よ うに決 め られ て い る。

直流入 出力信 号 電 圧 ±(8±2)V以 内
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第5-9図 変 復 調装置 とデ ー タ宅 内装 置 の インター フェイス信号 線
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SG通 信 用 ア ー ヌ

CDキ ャ リ ヤ 検 出

<

ER宅 内 装 置 レ デ ィ
/

直 流 入 力 お よび 出力 負荷 抵抗3.5kΩ ±0.5kΩ 以 内

第5-9図 に示 す イン ター フ ェイス信号 線 の うち,SD,RDの 各 信 号線は 情報 を 受信 す ・

るた めの 情報 信号 線 で,RS,OS,DR,CD,ERの 各信 号 線 デー タの送 受信 を制御 す

るた め の通信 制御 信号 線 であ る。

(1)FG(保 安用 アー ス)

この信 号 線 は,架 または 筐体 に電気 的 に接続 され て い る。 さ らに,こ の信号 線 は 外部 地気

に接 続 され てい る。

(2)・SG(通 信用 アー ヌ)

この 信号 線 は 筐体 接 地 回路を 除 くす べて の接地 回路 に対 して共 通 の対地 電位 を定 め るもの

であ る。 電子 回路へ の雑音 の混入 を 小 さ くす るた め保 安 用 アー ヌ と接 続 す る場 合 には た だ一

本 の接続 線 に よ って 行 な う。

(3)SD(送 信 デ ー タ)

この 信号 線 の信号 は,デ ー タ宅 内装 置 で発 生 され,相 手 側 デ ー タ宅 内装置 へ 送信 す るた め

の 送信 信 号 で あ る。 デ ニ タ宅 内装置 は,デ ー タが送 信 され てい な い と きは この信号 線 を状 態

Zva保 持す る。

(4)RD(受 信 デー タ)

この信 号 線 の 信号 は 相手 側 のデ ー タ宅 内装置 か ら受 信復 調 し たデー タ信号 で,デ ー タ宅 内

装 置 へ送 出 され る。
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(5)RS(送 信要 求)

この 信号 線 の 信 号 は 自己 の変 復調 装置 を送信 状態 にす るた めにデー タ宅 内装 置 か ら送 られ

る。 この 信号 線 がONに な る と変 復 調 装置 は 送 信 キ ャリ ヤを 送 出 し,OFFで キ ャリ ヤを 停

止す る。 デー タ宅 内装 置 が送信 準備 完 了 か,デ ー タを送 信 して い る ときは常 にONの 状 態 が

持 続 され る。

(6)CS(送 信 可)

この信号 線 の信 号 は,変 復 調装 置 がデ ー タ送 信 の準備 がで きた ことを示 す た め デー タ宅 内

装 置 に送 られ る。

(7)DR(デ ー タ ・セ ッ ト ・レデ ィ)

この 信号 線 の 信号 は,デ ー タ送受 信準 備 が完 了 して い る こ とを示すた め に変 復 調装 置 か ら

デー タ宅 内装 置 に送 られ る。

(8)ER(デ ー タ宅 内装 置 レデ ィ)

デー タ宅 内装 置 が 送 受信可 能 とな って変 復調 装 置 を通 信路 に接 続 して 良 い ことをONで 示

す 。

(9)CD(キ ャリ ヤ検 出)

この信号 線 の信 号 は,デ ー タ ・キ ャリ ヤ受 信 中 を表 示 す る の に使 わ れ る。

5・1・3デ ー タ伝送 回線の 信頼 性

一6

専 用 回線 に よ り構成 され るデ ー タ伝送 回線 の品 質 は,エ レ メン ト誤 り率 に して1×10
'

程度 であ り,デ ー タ通信 シ ステ ム として必要 とす るエ レ メン ト誤 り率1×10-8～1×10-9

確保 す るた め に はデ ー タ宅 内装 置 側 に誤 り防 御機 能 を付 加 し て2～ ろ桁 程度 誤 り率 を 改善 す

る必要 があ る。

誤 り検 出方 式 と しては,水 平 ・垂 直パ リテ ィ ・チェ ックを 付 加す れば,こ の 程度 の誤 り率

改 善 は十 分 可 能 で あ り,こ れは,ISOか ら も勧告 され て い る方 式で あ る。

な お,.電 話 交換 回線 に よ り構成 され るデ ー タ伝 送 回線 の 品 質は,使 用 す る交換 機 の 種類 等

に よ り若 干 異 な る が,誤 り検 出方式 と して専用 線 の場 合 と同様,水 平 ・垂 直パ リテ ィ ・チェ

ックを付 加 す れ ば,デ ー タ通信 シ ステ ムに適 用 で きる品 質 を 確保 す る ことが で き る。

5・1・4デ ー タ伝 送 回線 の需要 予 測

5・1・4・1回 線 数 の 予測

昭 和41年 度 末 に 日本 電 信 電話 公社 が実 施 した需要 予 測調 査 の結果 に よる と,デ ー タ伝 送

回線 数 は第5-2表 に示 す とお りであ る。 なお,こ の 需要 予 測調 査 は,資 本金1,000万 円以
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上 の 企業 約5,000社 を対 象 とした もの で あ る。

第5-3表 デ ー タ伝送 回線 の 需要 予 測

|

1ぐ

1-一

データ伝送回線保有社: データ伝送回線数

i41年 度末
`

147年 度末 、
il

82

191

11,070

約101,000

第5-4表 データ伝送速度別将来予想

1 500ビ 。 ト/秒 100ビ ッ ト/秒 200ビ 。ト/秒 1,200ビ 。 ト/秒

41年 度末

44年 度末

832%

20.4%

一

46%11

92%

53.6%

76%

41.4%

5・1・4・2デ ー タ伝 送 速 度の 動 向

現 在,デ ー タ伝 送 回線 を もつ 企業 の うち の大 部 分 が50ビ ッ ト/秒 のデ ー タ伝 送 回線 を利

用 し て い るが47年 度 末 にお い て50ビ 。 ト/秒 に代 って200ビ ・ ト/秒 お よび,1、200ビ

ッ ト/秒 を利用 す る企 業 がか な り増 え て く るこ とが予 想 され る。送 産 別の 現状 お よび 将来 予

想 は第5-3表 に示す とお りで あ る。41年 度末 と47年 度 末 の速 度 別の 比率 の変 化 の原 因

と して は利 用者 の デ 『 多量 の増 大,お よびそ れ に伴 な う高 速 化へ の期 待な どが,そ の 理 由 に

あ げ られ るであ ろ う。

5・2国 際 デー タ 伝送 技術

5・2・1国 際 デー タ伝 送 技 術 の特 徴

国 際 間 のデー タ伝 送技 術 で は,関 係国 の地理 的 関 伶 既設 通 信網 の 種類 と発 達 の程 度,国

内法 のちが いな どによ り,用 い られ る通信 網 の種 類,料 金,通 信速 度 な どが 異 な り問題 が多

い。 しか もこれに 加 え て国 際 中継 回線 自体 の 伝送 特性 にお いて もい ろ いろ特 殊 な技 術 的制 約

も存在 してい る。 こ こでは欧 州諸 国 間,欧 米 大 陸 間,日 米 間お よび 日欧 間を 主 た る対 象 に取

上 げ,ま ず その特 殊 な諸 点 に つ い て述 べ る こ とにす る。

欧 州諸 国 間で は 周知の とお り国 際 電 話 自動 ダ イヤル網 が 広 く発 達 し てい るの で・ ダ イヤル

をす る ことシ『よ り顧 客が 直接 相 手 端末 を呼 び 出 し・電 話 で打合 せ の後 デ ー タを 伝 送 す る電話/
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デー タ交互 通 信(AlternateV。 エce/da七a)が 行 なわ れて い る。 しか し全 自動 ダ イ

ヤル接 続 の ため,一 般電 話 と また国 内,国 際 とい う区 別 が 明確 に 出来 ず国 際 間デ ー タ伝 送 の

利 用程 度 は明 らか でな い が,接 続 され る両 端未 聞の距 離 はそ れ 程長遠 でな く また時差 も少 な

いの で,技 術 的 に は国 内 にお け るデ ー タ伝 送 とほ とん ど異 な る ところは な い と考え て よい。

他 方米 国 にお い ては,国 内通 信法 に よ って1ロ!1],RCAOお よびWUIな どそ れ ぞ れ略

称 で呼 ば れて い る国際 符号 通 信業 者 の みが 欧 州諸 国 との 間 にデ ー タ伝 送を 行 な ってお り,し

た が っ て米 国内の 端末 は上 記 通 信業 者 の いず れ かの専 用交 換網 を通 じて欧 州 に延 長 され る。

そ し て これ ら 両 大 陸 間 は 主 と して音 声級 のデー タ回線 が用 い られ てい る。 この よ うな実 情

は 日米 また は 日欧 間 とい う大 陸 間の デー タ伝送 につい て も大 体 同様 であ り,伝 送技 術 上 の 問

題 も類 似 した もの が 多 い。

日米,日 欧 な どの大 陸 間 デー タ伝 送 にお け る特 殊 な条 件 と しては第一 に国際 回線 にお け る

信号 伝搬 時 間 の 長大 と両 端 末 の 時差 で あ る。 日米 間 の往 復 信号 伝搬 時 間は,太 平洋 横 断海底

ケー ブル にお い ては 最 低1701nsec.,静 止形 衛 星 に よ る通 信の 場合 には 最低560msec.

とな り,大 西洋 横 断海 底 ケー ブル まで 経 由す る 日欧 間通 信で は さらに長 くな る。 ブ ロ ック再

送 方式 等 の誤 字制 御 方 法を 用 い るデ ー タ伝送 で は,受 信 端 よ りの要 求 に よって誤 っ た信号 ブ

ロ ックを送信 端 で再送 す るが,折 り返 し伝 搬 時 間 が ブロ ックサ イズに近 くな る日米 ・日欧 間

通信 では 通 常の 方法 に よ る と伝 送能 率 が半 減 す る。 これ に対 して2プ ロ ・ク再送 方 式 がCC

ITTで 検 討 され て お り,こ こ では バー ス ト誤 りに適 した巡 回符号 誤 り検 出方法 と も組合 せ

た方 式 の勧 告 が予 想 され る。

信号 伝 搬 時 間の 長大 に関 連す る もの として,一 般 電話 交換 網 を利 用す る場 合 に は反 響 阻止

装 置 を 除去す る 問題 があ る。一 般 に往復 信号 伝 搬 時 間が50msecを 超 え る電 話交 換 回線 で

は 両 端末 の国 際関 門局 に反 響 阻止 のた め反響 阻止装 置 を 用 い るが,本 装置 は 全二 重 ま たは半

二 重 の いず れ の形 式 のデ ー タ伝 送 も非 常 に妨 害 す る。 この よ うな 回 線の使用 に際 して は,デ

ー タ伝 送 に先 だ っ て顧客 端 末 か ら特 殊 信号 に よる遠 隔操 作に よ り反響 阻止 装置 の 機 能 を一 時

停 止 させ る必要 が あ る。 した が って利 用 者端 の通 信制 御 装置 や変 復 調装置 お よび 反響 阻止装

置 に特 別 な機能 が要 求 され るこ とに な る。

デ ー タ宅 内装 置 の機 能 に 関係 す る もの に国 際 間の 時差 が あ る。 この時差 の ため 国 際 記録 通

信 と して の専用 電信 や テ レ ック ヌに お いては 不 在通 信の 重要 性 が深 く考慮 され て きた が,人

対 計算 機 または 計算 機対 計算 機 間 の デー タ伝 送 におい て に さらに この効果 的 遂行 が要 求 され

る。 これ らの 不在 通 信 に つ い て各 国 で独 自の方法 が発 展 して い る。
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以 上 に示 した一 部 の特 殊条 件か ら眺 めて も国 際 間デ ー タ通信 は国 内端 末装 置 に新 たな機 能

を要 求 してお り,そ れ は装 置 の複 雑化,価 格 の増 大 とな り利 用 者 に負担 を強 い るこ とにな る。

現 実 には 国際 間 です で に通 信制 御 方法 を 始 め と して種 々異 な る機 能 を もつ デ ー タ宅 内装置 が

使用 され てお り,相 互交 換 接 続 に幾 多の不 利 を及 ぼ し業 務 の 発 展を 阻 止 して い る。 この た め

これ らを相 互交 換 して接 続 を可 能 にす る こ とも重要 な 課題 で あ り,一 方CCITTで 総 合 的

な機 能 の統一,標 準化 を急 い で い る。

また 現在 の と ころ大 陸 間回線 に は依 然 として そ の長 距離 に起 因 し て,回 線 の 貴重 性 お よび

信号 の 波形 ひ ず みの特 殊条 件 が存 在 してい る。 前者 に対 して,デ ー タ伝 送 に も末 だ 電信 形 回

線 が広範 に使用 され る こと にな る。 す なわ ち 日米 間で 現用 して い る超 多重 位 相変 調 を用 いた

レ クチ ブレ ・クス方 式 では5KHz帯 域 で5、400ビ ・ ト/秒 の 信号 伝送 が 可能 であ り,デ ー タ

信号,テ レ ・ク信号等 の多 重 化 も容 易 であ る。 か か る伝送 能率 の高 い電信 形 回 線の 使用 は大

陸 間で は一 層拡 大 され てい くで あろ う。 しか しな が ら これ らの特 殊 方 式 には時 分割 多 重 の技

術 も並 用 され るで あ ろ うし,ま ・た前 記 の波形 ひ ずみ に関連 し て回線 の途 中 に電 信 符号再 生中

継 器 が挿 入 され るこ とが多 い。 これ らの技術 は 反 面そ の 回線 に使用 され る符号 や 通信 速 度を

制 限 す る こ とに もな るの で留 意 せね ば な らな い。 国 内系 との相 互接 続 にお け る変換 は特 に交

現網 構 成 に対 して問 題 が 重大 であ る。

これ まで述 べ た大 陸 間の 長距離 回線 を通 ず る デー タ伝 送 にお け る特 殊 性 よ り国 際 間デー タ

伝 送 の現 状 を要 約 してみ る と.現 在 の とこ ろ国 際 間 デー タ伝 送 の特 殊性 にあ る程 度容 易 に対

処 出来 る専用 線 または 専用 交 換 網 の利 用 に よ るデ ー タ伝 送が 開発 され て い る段 階 で,一 般 電

話 交換 網 等 の使 用 に は相 当 の 日時 が必 要 であ ると 言え る。

5・2・2回 線 網

前述 の とお り欧 州諸 国 間 で はデ ー タ交換 回線 網 とし て一 般 電 話 自動 ダ イヤ ル網 が用 い られ

て お り,回 線 の特 性補 正を す る こ とな く.200ビ ・ ト/秒,600ビ ッ ト/秒 または1,200ビ

。ト/秒 の 電話/デ ー タ交 互通 信 を行 な ってお り,600/1,200ビ ッ・ト/秒 の業 務 で は交換

網 の伝送 特性 が1,200ビ ッ ト/秒 の伝 送 に十 分 でな い場 合 には利 用 者 が600ビ ッ ト/秒 に切

替 えて使 用 して い る。英 国 で は200ビ ッ ト/秒 をデー テル200,ま た600/1,200ビ ッ ト/

秒 をデ ーテ ル600と 呼 ん で い る。 前 述 の米 国 内の専 用交 換網 に よ る業務 もデ ー テル と呼 ばれ

て お り,こ れ ら と欧 州 の交 換 網,す なわち 欧米 間の 国 際デ ー タの伝 送 は1,200ビ ・ト/秒 の

音 声級 のデ ー タ回線(別 の表 現 として 電話 形 デー タ回 線 とも い う)で 結 合 され てい る。 この

よ うに現 在 国 際間 の デ ー タ伝 送 に は音 声級 のデ ー タ回 線 が主体 とな って い るが,前 節 で述 べ
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t■.ように電 信形 デー タ回線 も重要 視 され て い るの ℃ 一 般 にデ ー タ回線網 には 次の2つ の形

式 が考 え られ る。 その1つ は米 菓 間 の説 明 に述 べ た よ うな ア ナ ロ グお よびデ ジ タル 信号 を伝

送 す る電話/デ ー タ交 互通 信 を可 能 にす る電話 形 デー タ回線 網 で あ り,他 の一 つ はデ ジ タル

信 号 の みを 伝 送 す る電 信形 デ ー タ回線 網 で あ る。 電話 形 デ ー タ回線 網で は通信 速 度 に関 係 な

く一 つ の電 話伝 送帯 域 を使 用 す る に対 し.電 信 形 デー タ回線 網 で は一つ の電話 帯 域 に数 多 く

の デ ー タ信 号 を 多重 伝 送 出来 るの で経 済 的 であ る。計 算 機 に よる通信 にお いて は電 話 に よ る

打 合 せ は必 ず し も必 要 で な いの で高速 度 の電 信 形 デ ー タ回線 も実 現 して来 てい る。 この後 者

の 例 と して は国 際 間業 務 に も発 展 し よ うとし て い る西 ドイ ツの200ビ ッ ト/秒 の ダ テ ックス

お よび1970年 完成 計 画 のEDW-1が あ る。 もち ろ ん国 際 テ レ 。クス網 もデ ー タ伝 送ve使

用 出来 るよ うCOITTで 使用 方 法 を勧 告 して い るが.50ビ ッ ト/秒 とい う低速 度 と国 際

妬2ア ル フ ァベ ッ ト符 号(5単 位 符号)の み とい う制 限 の た め余 り利用 され て い な い。

大 陸 間デー タ伝送 用 中継 線 と しては海 底 ケー ブル 回線 や衛 星通 信 回線 が主 体 とな るの で世

界 にお け る これ らの現 状 を参 考 の た め図5-10に 示 し てお く。

5・2・5国 際規 格統 一 の 動向

デー タ伝 送 に関 す る国 際規格 につ い ては.1956年 以 来GGエTTの 特 別研 究委 員 会 が

エsoと 協 力 し て鋭 意 検討 を進 め て きて い る。 末 だ審 議 中 の もの も多 いが現在 まで に勧 告 さ

れ た もの を表5-5に 示す 。 しか し電 子 計算 機 お よび通 信技 術 の 急速な 発展 に と もな い新 た

第5-5表 デ ー タ伝送 に 関す るOCエTT勧 告

勧告番号 表 題

V1 2状 態符号の2元 表示記号 と有意状態との関係

V2 電 話 回線 に よ るデー タ伝送 の電 力 レベ ル

Vlo 50ボ ー ・デ ー タ伝送 にお け るテ レ ックス網 の使 用

V21 電話 回線 に おけ る200ボ ー ・デー タ伝 送

一般電話交換網における同期式データ伝送に対する

V22

変調速度およびデータ信号速度の標準化

公 衆電 話交 換 網 にお け る600/1,200ボ ー標 準
V23

MODEM

デ ー タ処理 端 末 装置 とデ ー タ通 信装置 間の イン ター
V24

フ ェイ スで交 換 され る信号 形 式 の標準
1
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に国 際 規格 化 を要 す る問題 が 続 出 して お り標 準化 には今 後 と も積 極 的努 力 が要 請 され る。国

際 間 デー タ伝送 の 実施 に際 しては,勧 告 のな い事 項 は 当然 の こ とであ るが勧 告 され てい る事

項 に つ い て も当事者 間で合 意 を計 る必要 があ る。 す な わ ち勧 告 は必ず 遵 守 され る とは限 らな

いか らで あ る。現 在特 に問題 であ るの は デー タ宅 内装 置の 機 能 であ ろ う。 デー タ伝送 の普 及

のた め通 信業 者が代 表 的 な もの を提 供 す べ しと い う意 見 もあ り,他 方 また技 術 革 新 の著 し い

分野 であ るの で創 意 工夫 を妨 げ な い で 自由 に と い う意 見 も強 い 。

5・3外 国 のデ ー タ伝送 技術

デ ー タ伝送 速度 につ いて の国 際 的 な動 向 とし て先 ず.音 声帯 域 内 での通 信速 度 と して は,

CCITTか らtT600×2nTl即 ち.1,200ビ ット/秒,2,400ビ ッ ト/秒,4、800ビ ッ ト/

秒 … 一 ・の デー タ伝送 速 度 が勧 告 な い し討 議 され てい る。 また,こ れ らの各 速 度 につ い

て の イン ター フ ェイ スは,'既 に勧 告 され てお り.変 復調 方 式 に 関 しては,1,200ビ ・ト/秒

まで 勧告 が出 され.さ らva2,400ビ ・ ト/秒 に 関 して 討議 して い る段 階 で あ るρ 一 方.磁 気

テ ー プ伝送 あ るいは 処理 装置 相互 間の デー タ伝 送 に対 処す るた めの 高速 デ ー タ伝送 方 式 と し

て音 声帯 域 回線12回 線 分 に相 当す る48KHzの 帯 域 巾を もった広 帯域 伝 送路 を使 用 す る48

キ ロ ビ ・ ト/秒 用変 復 調 装置 の変 復 調 方 式 に関 して も近 く勧 告 が 出 され る見 とお しで あ る。

次 に諸 外 国 にお け るデー タ伝 送 技術 につ いて 述 べ る。

5・3・1米 国 にお け るデー タ伝 送技 術

(1)ATTの デー タ通信 サ ー ビ ス

A[1]Tに お いて は,つ ぎの サー ビスを実施 して い る。

①Twx(テ レ プ.リン タ ・エ ・ク スチ ェン ジ)

② デー タ ・ホン ・サー ビス

⑤ テ レ・パ ック 。サー ビス

デー タ ・ホン ・サ ー ビスお よびテ レパ ックeサ ー ビスを 提供 す るため に8種 類 の デ ー タ ・

セ ッ トか ら な るデ ー タ ・セ ッ ト ・シ リー ズ が用 意 されて い る。 デー タ ・ホン ・サー ビス は音

声帯 域 内の デー タ伝 送 であ る。 また,テ レパ ック ・サー ビスは.い わ ゆ る広帯 域 サ ー ビスで

あ り,テ レ パ ックA,テ レパ ックB(A,Bい ず れ も帯 域 巾24KHz～48KHz)、 テ レ

パ ックO(帯 域 巾60KHz),テ レパ ックD(帯 域 巾240KHz)の4つ の サー ビスか ら成

って い る。 デ ィジ タル伝 送.ア ナ ログ伝 送 の両者 がそ の サー ビスの対 象 とな る。

(2)エTT社 のIDAST

ITT社 で は専 用 電話 回線 を 時 間的 に分割 使用 して有 効利 用 を は か る エDAST(Inter-
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poratedda七aandspeechtransmission)方 式を 開発 し,パ ンア メ リカ ン航空 会 社

に提 供 して い る。 これ は電 話 会 話 中 の音 声休 止 時 間 にデー タ伝 送 を重畳 挿入 す る一 種 の電話/

デー タ共 用方 式 であ る。 な お この 会 社 が利用 者 に賃 貸 して いる 宅 内装置 の代 表 的 な もの に,

GH-205,GH-206が あ るが、 これ には サ イ ク リ ック符 号(巡 環 符号)を 採用 して

い る。 すな わち,情 報 ビ ッ ト240,チ ェ ック ビ ッ ト12,お よびサー ビス ビ ッ ト4よ りな り,

そ の特 性多 項式 はX12+X7+X3+1で あ る。 これは,欧 米 間のデ ー テ ル お よび 専用

線 業務 に広 く用 い られ て い る。

(5)ウ エ7・タン ・ユ ニ オ ン電信 会 社 の デー タ通信 サー ビス本 来 の業務 で あ る電報 は.年 々減

収 の一途 を た ど ってい るの で,電 報 業 務 の合理 化を すす め る一 方 テレ ・クス ・サー ビスお よ

び デー タ通 信 サー ビスを手 がけ て い る。 ウエ ス タン ・ユ ニ オ ンが 手 がけ たデ ー タ通信 サ ー ビ

スの一 例 と して、 次 にAUTODIN方 式 を紹 介 す る。

この 方式 は,電 子 交換 方 式 を用 い た米 空 軍 の 専用 交換 網 で,多 数 の加入 者 相 互 間 にお いて

高速 か つ,正 確 なデ ー タ お よび メ 。セー ジの 交換 を 行 なお う とす るもの であ る。AUTODIN

計 画 は海 外網vaま で拡 張 さ れ て い るが,そ の基本 的 な 回線網 として,米 国 内 の5ヶ 所 に電子

交 換 セ ン タが設 置 され て い る。 この 回線網 で の標 準 通信 速 度 と して,75,150,300,

600,1,200,2,400お よび4,800ビ ッ ト/秒 が用意 され てお り,デ ー タの量 お よび

デ ー タ宅 内装置 に見 合 って適 当 な速 度 が と り入 れ られ て い る。

なお.こ のデ ー タ通 信網 に使 用 され るデー タ宅 内装置 は,複 合 宅 内装 置(キ ー ボ ー ド ・プ

リン タ,紙 テー プ リー ダ ・パ ン チ,紙 カー ドリー ダ ・パ ンチ を組 合 せた装置),磁 気 テー プ

宅 内装 置,高 速 度テ レ タ イプ,お よび テ レ プ リン タの4種 で あ る。

5・5・2英 国 にお け るデ ー タ伝 送技 術

デー タ伝 送 サ ー ビスを 提供 す るた め にデ ーテ ル ・シ リー ズ が用 意 され てい る。音 声帯 域 回

線 を対 象 と して,2,000ビ ッ ト/秒 以 下1,200ビ 。ト/秒 以下.600ビ ・ ト/秒 以 下,200

ビ ・ ト/秒 以 下 の各 速 度 が サー ビス され てお り1,200ビ 。ト/秒 以下 につ い ては,専 用 回線.

交 換 回線 の いず れ で もサ ー ビ スが提 供 され て い る。 また.広 帯 域 伝送 に関 しては,48KHz

お よび240KH2の 伝 送 帯域 を 用 いて サー ビヌを行 な うこ とを計 画 して い る。

5●3・3西 ドイ ツに お け るデー タ伝送 技 術

最近 開発 した 通信 速 度200ビ ッ ト/秒 の電 信 形デ ー タ交 換 網 は,端 朱 に変 復 調 装置 を 必

要 と しない直 流伝 送 に よ る交換 網 で,中 継線 であ る市 外線 には.音 声帯 域 に デー タ回線 を4

～5の 多重化 を 行 ない
,経 済 化 を はか っ てい る。 この方 式の 国際 間へ の拡大 は,米 国,フ ラ
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ン ス,オ ラン ダお よびベ ルギ ー な どと検 討 され て い る。 また,こ の 国 で計画 して い るEDW

-1シ ステ ムは 電子 交 換方 式に よる もので
.50,200,1,200,2,400ビ ッ ト/

秒 の他,4,800ビ ・ト/秒,20キ ロ ピ 。 ト/秒 の速 度 に対 応 し,テ レ 。ク ス.ジ ェンテ ・

クス,ダ テ ・ク スお よび広帯 域デ ー タ伝 送 を結 合 し よ うとす る もの であ る。

5・4デ ー タ伝送 の 将来 動 向

デー タ処理技 術 の発 展 に と もな い.デ ー タ伝 送の 対 象 とな る情報 量 は 増大 し,デ ー タ処理

シ ステムは ます ます 大 規模 な もの とな るこ とが 予想 され る。

従 って,利 用 者 宅 内 と情 報 処理 装置 を 結 ぶデ ー タ伝送 速 度 の 高速 化 は もち ろん情 報処 理 装

置 相互 間 の高速 度 デ ー タ伝 送 も当然必 要 とな るであ ろ う。

国 内 におけ るデー タ伝送 速 度 は,2,400ビ ッ ト/秒 の速 度 まで 実用 化 され てい るが,上 記

の よ うな必 要 性 か ら.日 本 電 信電 話 公社 は,こ れ以 上 の デー タ伝 送速 度 の 回線 の実 用化 に と

りくん でい る。 即ち,4,800ビ 。ト/秒 お よび48キ ロ ビ 。 ト/秒 につ いて は.昭 和45年

度 に実 用化 が行 なわ れ る予 定 で あ り.ひ きつづ き24〔}?nビ ッ ト/秒,500キ ロ ビ ッ ト/

秒 等 の実用 化 を行 な う予 定 であ るぴ ,

デー タ伝 送 速 度 と所 要 伝送 帯域 巾 との関 係を 第5-6表 に示 す 。

第5-6表 デー タ伝送 速 度 と所要 伝 送帯 域 巾 との 関 係

r

データ伝送速度 伝 送 帯 域 巾 記 事

200ビ 。 ト/秒
400Hz

(音 声回線6分 割)
実 用 化 ず み

1.200ク
5,400Hz

(音 声 回 線1回 線)
〃

2.400〃
3,400Hz

(音 声 回 線1回 線)
〃

4.800〃
3,400Hz

実 用 化 中

(9600〃) 検 討 中

48キ ロビ。ト/秒
48KHz

(音 声 回線12回 線)
実 用 化 中

240〃
240K且z

(音 声 回 線60回 線)
検 討 中

500〃
500KHz

(音 声 回 線120回 線)
〃

参 考 として,デ ー タ伝 送速 度 に関す るOCITT勧 告 お よび ア メ リカ.イ ギ リヌの サ ー ビ

ス計 画 を第5-7表 に示 す。
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第5-7表 諸 外 国 にお け るデー タ伝送 速 度 の動 向

データ伝達速度 OCITT ア メ リ カ イ ギ リ ス

200ビ ッ ト/秒 勧 告 ず み サ ー ビス実施 済 サー ビス実施 済

600〃 ク 〃 〃

1.200〃 ク ク 〃

2000〃 〃 一 〃

2.400〃 勧告案討議中 サ ー ビス実施 済
一

4.800〃 未 検 討 〃 一

9600ク 〃 未 検 討 一

48キ ロビ。ト/秒 勧告案討議中
40.5ま たは50キ ロビット/秒

としてサー ビス実施済
計 画 中

240〃 未 検 討
250キ ロビット/秒 として

サー ビス実施 済
〃

500〃 未 検 討 サ ー ビス実施 済 〃
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6.標 準 化

6-1標 準 化 の意義

凡ゆる産業の分野に於て標準化の持つ意義は極めて大きく,そ の重要さに就ては一般に分野

の別による差はないと考えて差支えないようである。

然 し情報産業分野のみは独り極めて例外的な存在で標準化の持つ意義が他の分野に比較 して

格段に大きい。

これは情報産業が元来1青報の授受と処理とを基盤とするものであるため,情 報を交換する範

囲が本来無制限に広 くなければならないという基本的性格を有し,情 報の互換性(コ ンパティ

ビリティ)確 立を目的とする標準化は この分野では他の何物にもまして必要不可欠の要素どな

ることに起因する。

このように標準化の占める位置が他の産業分野に較べて格段に高いことは情報産業の将来の

発展を検討するに当り常に認識 して置かねばならぬ重要事項と考えられるので,情 報産業にお

ける標準化の意義について具体的に考察してみることとする。

情報産業の基盤をなす処理組織は当初極めて局限された範囲内での情報を処理する形態か ら

発足したが,そ の後次第に発展して媒体の交換 を通じてより多ぐの情報源 と情報の授受を行な

うことによりその処理も多元的に行なわれる方向に進み,更 に最近は通信網 と情報処理組織と

の結合により情報交換『)範囲は飛躍的に増大 し,媒 体 を介しない直接通信手段による情報の授

受,遠 隔処理の実行等が普及して単なる情報処理組織の拡張から,多 面的な情報処理網の構成'

ぺと急速に巨大化の一途を辿り,そ の発展は止まるところを知 らない有様である。

そして現在では個々の情報処理組織はそれが通信回線を通 して他の組織と接続されていると

否とに拘らず,他 の情報処理組織と直接間接に情報の授受を行なうことが常識となっている。

このため情報処理組織相互間で最 も無駄なく確実に情報の授受と処理とを行なうことが必要

不可欠の条件となって来た。

この条件 を満たすものが情報交換を行なうための媒体(カ ード・紙テープ・磁気テープ等)

及び情報授受型式(コ ード,通 信方式等)の 標準化で,こ れを完全に実施することにより情報

交換の際の制約を除去することが出来 る。

一方情報産業の発展に伴って情報処理組織を有効に駆使するための技術
,即 ちソフトウエア

技術が著しく発達し,次 々に発生する使用者の要求に応ずるための新 しいソフトウエアの開発
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に必要とされる技術力は,期 待し得る要員充足数によって得 られる増加分を上回って限り唱な く

膨張 し続けている。

このためソフトウエア技術に関する基本的な思想,手 法,言 語等を統一し完成 したプログラ

ムを出来るだけ広範囲に適用し得るよう考慮する ことにより,投 入した技術力の所産によって

恩恵を受ける範囲を出来 るだけ大きくしてその効果を高めることが情報産業の生産性を高める

上で不可欠の要素である。

これを実現するものがソフトウエア関係の標準化で ある。

かくの如 く情報産業分野におげる標準化は情報産業 自体の形態を規定 し,同 時にその発展の

速度をも規制するに足る程の重大な影響力を有するものである。

標進化の実施に当ってはこの点に十分留意し,情 報産業の発展に最大の寄与をなし得るよう

適切な配慮が必要である。

6-2標 準化 に おけ る問題 点

情報産 業 分 野 に おけ る標準 化 を進 め るに 当 って は この分 野独特 の幾つ かの 問題 点が 存在 する

こと を十 分 に認 識 しな ければ な らない 。

そ して その 本 質 を十 分 に見極 め た上 で 綿密 な実 行 計 画 を立 て る こと が必要 で ある。

問題 点と 目さ れ る もの は次 の4点 で ある。

(D発 達 の 速度 が 極め て早い こと

(ii)相 互 の 関連 が 極め て密 接 で ある こ と

(lii)将 来 の動 向予 測 の 重要性

(iv)既 成 事 実 に よる影 響 力の排 除

以下 これ等の 内 容 につ いて 述べ る。

6-2-1第1の 問題 点(発 達の 速度 が 極め て 早 い こ と)

情 報産 業 は 現 存す る 各 種の産業 分 野 の中 で恐 ら く最 も発 達速度 が早 く,且 つ技 術 革新 の激 し

い もの の一 つ で あろ う。

これ は標準 化 の ため に 時間 を掛 け 過 ぎる と,そ れ が完 成 した項 には 既 に陳腐 化 して 役に立 た

な く なる危 険 が 常 に伴 うこ とを意味 し,標 準化 を行 な う上 か ら は極 め て不利 な条件 で ある。

元 来 標 準化 はそ の対 象 とな るべ き事 象 が汎 用 さ れる に先 立 って確 立さ れてい る ことを理 想 と

す べ き もの で あ るが,技 術 革新 の異 常 な早 さは この 理想 に近ず くこ とをす ら困 難 に してい る。

従 っ・て発 達 の速 度 に 見合 った迅 速 な標 準化作 業 の 実施 を可能 な らしめ る態勢 の確立 が 必要 で

一92一



ある。

6-2-2第 二の問題点(標 準化事項相互の関連が極めて密接であること)

情報処理組織はそれを構成する各種の要素が機能的に最も複雑且つ高度に複合化されている

点で他に例を見ない程である。

このため標準化を行なうに当ってもその影響する範囲は極めて広 く,他 の標準化事項と極め

て密接な関連を有するものが総てであるといって過言でなく,独 立に決定 し得るものは極めて

稀である。

従って標準化の基本原則である全体を見ながら個々を処理するという配慮が,こ の情報産業

の分野においては特に徹底して行なわれなければその実を挙げることが出来ない。

6-2-3第 三の問題点(将 来の動向予測の重要性)

標準化が将来の動向を考慮に入れてなさるべきことはいうまでもない原則であるが産業 の分

野によりその重要さの程度は区々である。

しかし情報産業の分野においては6-2-1に 述べた如 く革新の速度が著しく早いので将来

の発展の動向を予測しながら作業 を進めることが最 も重要な因子の一つとなる。

このためには標準化活動を行なう組織の中に予測に関する作業を行なら得る構成を考慮して

置く必要がある。

6-2-4第 四の問題点(既 成事実による影響力の排除)

情報産業の分野が現在では世界的な規模を有する大メーカーの寡占体制下に置かれている現

実から見て標準化の実態がともすればこの寡占体制下の既成事実を事後承諾的に標準規格とし

て容認して行 くことのみに終始する惧は常に存在する。

標準化が行過ぎて産業の将来の発展を阻害する事態を招く如きことは厳に戒めねばならぬ点

であるが,既 成事実の裏付けのみに堕する如き事態に陥らぬようにすることはこれにもまして

重要なことであり理想的な標準化の原則を貫く確固たる方針を確立 して置 くことが必要である。

6-5標 準化を必要とするもの

情報産業分野での標準化の目的は情報の互換性(情 報処理手法の互換性をも含めて)の 確立

にあるので標準化を必要 とするものは次の四種に区分される。即ち

情報交換媒体に関するもの

情報形式に関するもの

ソフトウエアに関するもの
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ハー ドウエアに関するもの

以下 これ等の内容につ き述べる。

6-5-1情 報交換媒体に関するもの

ここに媒体とい うのは同一の情報処理組織内又は情報処理組織相互間での情報の授受 交換

を目的として何等かの手段で情報を記録された情報交換媒体のことで,現 在最 も広 く使用され

ているのは,紙 カード,紙 テープ及び磁気テープの3種 である。

これ等を標準化ずふ亡とは相異る情報処理組織間での情報交換条件を確立するための第一手

段であり具体的には媒体の物理的特性,寸 法記録方法等を標準化することとなる。

なお前記5種 の媒体の他に今後はディスクパック,光 学読取装置用記録媒体等が次第に多く

用いられる動向にあるのでこれ等についても標準化を考慮しなければならない。

6-5-2情 報形式に関するもの.

現在の情報処理組織ではすべての情報は一旦符号化された形で授受され処理される。

従ってこの符号(コ ー ド)形 式を標準化することが情報形式に関する標準化の為の第一条件

となる。

具体的には情報処理組織に使用される種 々の数字,文 字,記 号及び各種の機能を示す略号等

を如何なる形式の符号で如何に表現するかを標準化する。

この場合情報処理上必要なすべての条件 を採入れて最 も合理的な形のものにしなければなら

なし(。

このようにして確立された標準符号を用いて媒体上に情報を記録する場合の形式を標準化す

ることが情報形式標準化の第二の条件 である。

この場合にはすべて標準化された媒体を使用する.ことを条件とすることは勿論である。

叉従来習慣的に記述されていた情報形式を情報処理組織で取扱 う上でより合理的な形に標準

化することも必要でこれは情報形式標準化の第三の条件 と考えられる。

6-5-3ハ ードウエアに関するもの

情報処理組織を構成する各種の周辺装置(入 出力機器,制 御装置,通 信制御装置等を含む)

は中央処理装置と電気的に接続され必要な情報と信号の授受によりそれぞれの装置固有の機能

を発揮する如く動作するが,こ の中央処理装置と周辺装置との間の接続条件即ちエ/oイ ンタ

フェイズを規定する事がハー ドウエア標進化の第二め条件である。1/oイ ンタフェイスの標

進化は周辺装置 と中央処理装置間で授受される情報と制御信号の形式,条 件等を統一すること

となるので周辺装置の用法に関する思想が統一され,情 報の入出力に関係するソフ トウェアの
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標準 化 に寄 与す る と共 に,ハ ー ドウ エア 自体 の互換 性 即 ち異 る情 報処 理 組織(異 る製造 業 者 に

よ って作 られ た)間 で周辺 装 置 の互 換 を行 な う こと を も可 能 な ら しめ,情 報 処理 組 織 の構成 に

よ り大 きな拡 張性 を与 え る こ とが で き る。

特 に通 信 網 との結 合 に よる情 報処 理網 の発 達 に伴 い,通 信 回線 を通 じて周 辺装 置(端 末 装置

を含 む)と 中 央 処 理装置 との 間 の情 報 の 授受 及 び遠 隔制 御が 行 な われ る機 会 が多 くなる と共 に

そ の 必要性 は更 に高 まっ て来 る。

6-5-4ソ フ トウエ アに関 す る もの

ソフ トウエ アの標 準化 につ い て は次 の5つ の要因 に 関 して 考察 す る。

(1)入

② 機 械 操作

⑤ 情 報 処 理 の対 象 お よび処 理方 式

(4}ハ ー ドウエ ア

(5)既 製の プ ログ ラ ム

人 の 面 で重要 な もの は,プ ログ ラム作 成 の ための人 工 言語,フ ローチ ャー トの 書 き方,プ ロ

グ ラム用 文 字,文 書 化 の ため の規 約 と計 算 機 用語 な どである。

機 械 操作 の 点 では,ジ ョ ブ制 御 用言 語,タ ー ミナ ル で の コマン ドな ど。

これ らは プ ログ ラマー,オ ペ レー タの 教 育 と,ソ フ トウエ アを 資料 として利 用 す る と きに重

要 で あ るが,更 に,プ ログ ラ ムの 編集 ・管理 ・自動 製作 な どを行 な う ソフ トウエ アの 開発 に際

して検 討す べ き問 題 で ある。

情 報処 理 の 標準化 とい う視 点 か らす る とデー タ要 素の 扱 い方,デ ー タ要 素 に.与え る コー ドシ

ス テムの あ り方 を 標準 化 する ことは 重 要 な テーマ であ る。 これ を推進 す る ことは,い わゆ る ア

プ リケー シ ョン ・パ ッケ ー ジの 標準 化 につ なが って くる。 ま たdefaultruleの 標 準化 も こ

れ に関係 す るが,こ れ はオ ペ レー シ ョンの 標準 化 につ なが って くる。

ソ フ トウエア の 標準 化 はハ ー ドウエ ア に依 存す る点 と依 存 し ない点 とに分 れ る こ とは充 分認

識せ ね ば な らな』。 ま たハ ー ドウエア と ソフ トウエ ア とを 一体 と見 る シス テ ム にお い て,全 体

と して標 進化 を行 な う とい う考 え方 もあ り うる。 そ の場 合,標 準化 のため の 条件 をハ ー ドウエ

ア と ソ フ トウエア とで,ど の ように 負 担 す るか とい うこと を検 討 し,こ の 負担 の仕 方 も標準 化

して ゆか ね ば な ら ない 。

既 製 の プ ログ ラ ム を有 効 に利 用 して ゆ くこ とを考 え て ゆ くときに は,ソ フ トウエ ア の製 造技

術 と,ソ フ トウエ アの表 現 方法 と に工 夫 が 必要 で ある。
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これ には プ ログラ ムの モ ジ ュール 化,結 合 の方 法,登 録 ・管 理 の方 式 な ど,』ソフ トウエア体

系 に関す る問題;入 出 力機 器 の 制御,通 信 手順,フ ァイル アク セス 手順 な ど基本 的 な機 械管 理

の手 法 に関 す る問題;そ の他 オ ペ レー テ ィン グ シス テム の外 部仕 様 に関 す る問題 に つい て標 準

化せ ねば 友 らない 。

以 上 の べた諸 点 の 中 には標 準化 の 困 難 な もの が少 な くな い。 ま た相 互 に関連 が あ ってそ の一

つ だけ を 標 準化 した の では 効 果の 乏 しい.もの もあ るか ら着実 な検 討 が必 要 で ある。

6-4標 準 化の 現 状 と動 向 、

6-4-1海 外 の 現 状

現 在 で は情 報交 換 の範 囲は単 に一 国内 に の み止 ま らず 国際 的 な規 模 に及 ん で熔 凛}の.で標 莞化

につ い ては 国 際的 な活動 が要 求 され る。

表6-1

幹 事 国

TO97

Go皿puter

and

工nforma七ion

Processil19

電 算 機 と

情 報 処 理

参加国

scl

SG2

SO3

sd4

SO5

SG6

SG7

SO8

W(}_K

用 語(Vocabulary)

文 字 の 組 合 せ と符 号 表 示(OharacterSets

andOoding)

文 字 認 識(Gha「acte「Recognition)

(工nput/Output)

W(}1

W〔}2

W(}3

W(}4

W(}5

W(}6

磁 気 テ ー プ(MagneticTape)

紙 カ ー ド(PaperOard)

紙 テ ー プ(PaperTape)

イ ン タ フ ェ イ ス(1n七erface)

計 測 用 磁 気 テ ー プ

(1nstrumenta七ionTape)

デ ィ ス ク パ ック(DiskPack)

プ ログ ラ ム 言 語(Program血ngLangnages)

デ ィ ジ タ ル デ ー タ 伝 送(DユgltalDa七a
TransmlssiOn)

情 報 処 理 問 題 の定 義 と 解 析

(ProblemDefユrl七ionsしndAnalysis)

工 作 機械 の 数 値 制 御(NumericalO。ntrOl
andIndus七rialProcess)

デ ー タ ・コ ー ド(DataGode)

仏

仏

米

供

米

仏

供

独

米

独

米

米

独

仏

米

日,米,英,独,仏,伊,蘭,ス イス,ス エ ー デ ン,ベ ル ギ ー,デ ン マ ー ク,

ノル ウ ェ イ,ポ ル トガ ル,カ ナ ダ,ソ 連,ポ ー ラ ン ド,チ ェ コ
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この ようk要 求 に応 え て標準 化活 動 を行 な って い る の は国際標 準 化 機構(ISO)で ある。

ISOは ジ ュ ネー ブに本 拠 を置 く標 進 化組 織 で産業 分 野毎 に区別 され た100余 の技 術 委 員

会(TG)か ら成 り,そ れぞ れ のTOが 活 発 な標 進化 活動 を展開 して い る。

情 報処 理 部門 に関す る一切 の 標進 化作 業 は第97技 術委 員会(TC-97)が 担 当 して い る。

[1]C-97は 表6-1の 如 く8個 の小 委 員会(SO)と1個 の作 業 グルー プ(WG)と か ら

構成 さ れ てお り,各 小 委 員会 は 更 に 幾つ かのWGに よ って構 成さ れ てい る。

そ れ ぞれのSC,WGの 担 当事項 は表6-1の 通bで 標準 化 を必要 どず る主 要 事 項 をす べ て

採 り上 げ て検 討 し,標 準 化 原 案 を作 成 す る作 業 を進 めてい る。

これ 等 のSC,WG等 は概 ね 毎 年1回 開催 さ れそ れぞ れ の分 野の専 門家 で構 成 さ れ る各 国の

代表 団が 派遣 されて そ れぞ れ の担 当項 目につ き検 討 を行 ない 標進 化原 案 を作 成 し,そ れぞ れ の

上 部 機 構(WGはSOへ,SOはTOへ)に 送 られ,上 部 機構 での検 討 の 結果 承 認さ れ た もの

は 加入 国 に回 覧 して文書 に よる 投 票 に より 賛否 を取 り,賛 成 を得 た場 合 は 正 式 に エso標 準規

格 と して公 布され る。

TG-97の 各SC,WG共 活 発 な活 動 を続 けて お り既 に 幾つか の原 案 が作 成 さ れ,既 に各

国回 覧に 附 され てい る もの も多 い。

各SG,WG,TC共 それ ぞ れ幹 事 国 が互 選 に よ り選出 されて お り,幹 事国 が中 心 とな って

議 事 を 進め る方 式 と な ってい る。

参 加国 及 び幹 事 国 は表6-1に 示 す。

会議 へ の 出席 者 は標準 化 機関 の要 員,学 識経 験者,メ ー カー及 びユ ーザ ーの 関 係者 等 か ら構

成 さ れて い る。

議 事 は予め 定 め られ た検 討 事項 に関 して各 国 か ら文 書 を以 って 提出 され た提 案乃 至 は意 見 を

基 に して詳細 な討議 を行 な ÷て 標準 規 格草 案 を作 成 して行 くとい う手 順 を採 っ そい る。

6-4-2国 内 の 現 状

各 国 の国 内標 準 化 活動は この1SOの 動 きに密 接 に関連 して進 め られ てい るの が一 般 の よう

で あ る。

日本 では エSOの 組織 に対 応 した 国 内 委 員会 が 情報 処 理学 会 に設 け られ,工 業 技 術院 の 依 嘱

に よち国 内標 準化 活 動 を行 な ってい る。

エso国 際 会 議 に は この国 内委 員 会 で選 考 さ れ た メンバ ーが 出席 し,両 者の 関 連 に齪齢 を来

さ ない よ うに配 慮 され て い る。

国 内標準 と してのJIs化 は この エsoの 検 討 結 果 を十 分に参 酌 して 国 内委 員会 が中心 と な
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っ－CEcrvav2'Lてhる 。

JIS化 の 現 況 を 表6-2に 示 す 。

表6-2

JIS制 定 テ ー マ

a)生 産,流 通,使 用の合理化を図る為の基礎的k技

術基進として必要なもの

1数 値制御工作機械用語

2

z
∨

4

5

6

7

00

9

0

1

1

1

数値制御工作機械用コー ド

数値制御工作機械プログラム用語

数値制御工作機械の座標軸と運動

情 報 処 理 用 語

論理回路用シンボル

電子計算機用紙テープの寸法

パターン認識に於ける字形

プログラムフローチ ャー トと記号

電子計算機で使用する情報処理コー ド

電子計算機用プログラム言語(GOBOL)

b)技 術革新に伴 う産業分野の拡大に即応する為に必

要なもの

1情 報交換用符号及び媒体上での表現

2電 子計算機用語

5電 子計算機用磁気テープ

制 定 計 画 年 度

43年 度

○

44年 度 45～47年 度

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

6-4-3動 向

工soの 動 向 と しては 現 在既 存の もの の標準 化 につ い ては略 々一段 落 し
,新 しい もの の 標準

化へ と移 行 しつつ あ る処 で,標 準化 さ る べ き対 象 が 汎用 され る に先立 っ て標準 化 を確 立 す る と

い う標 準 化本 来 の姿 に 近ず く方 向 に動 きは じめ てい る。

この ため エSOは 新 しい対 象 につ い て も遅 滞 な く これ を取 入 れ て審 議 して 行 く姿勢 を示 して

お り,本 年6月 開 催 され たTG-97の 総 会に おい て も,周 辺 装置 の イ ンタ ー フェ イスの 標 準
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化,デ ィ'スグ パ ック 標準 化 の ため のWGを そ れぞ れ 新 た に 発足せ しめ る等積 極 的 な動 きを見 せ

てい る。

又 作業 の発展 に応 じてW(}か らSOへ の昇 格 等 も行 な われ て い る。(例 え ばSO-8は1964

年 ま でSG-2の 一 つ のWGに 過 ぎな か っ た)

6-5問 題点とこれに対する措置

既述の如き僻 艮産業分野における標準化の持つ意義の重要さ と,こ の分 野の有す る幾つかの

特異性(技 術革新の急速さ,関 連分野の広大さ,著 しい規模の巨大化傾向等)に 鑑み標準化を

促進 し,情 報産業の発展に十分差寄与をなすためには今後強力な施策を推進する必要があると

考える。

このための具体的な措置としては,

(D標 準化組織の強化

([i)標 準化推進母体の拡充

の二点が挙げられる。

とれに対する当委員会の見解を述べる。

6-5-1標 準化組織の強化

標準化活動は現在主 として情報処理学会,日 本電子工業振興協会,日 本情報処理開発センタ

ー等が工業技術院の委嘱を受けて行なっているが,夫 々の下部組織はメーカー,ユ ーザ ー等

を以て構成され,随 時委員会を召集 して審議を進めている。

しかしこれ等各委員会に所属している委員は何れも他に本来の職務を有しているため,標 準

化活動は不本意ながら副次的な仕事とならざるを得ない。

本来は工業標準化についての主務担当官庁としてめ工業技術院に専門の部署を設置して,十

分な標準化活動を行なうに足るだけの専任の職員を配置すべきであろ う。

他の産業分野の標準化については現在の如き委嘱による委員会形式での標準化活動を以てし

の

て も或はこと足りるであろうが,情 報産業の分野に関する限 り既に述べた如き特異性から見て,

現在の如き委嘱委員会方式のみに依存する限りは遠からず,標 準化のための所要作業量 と標準

化組織の処理能力との不均衡を来すことが予想される。

その結果生ずる標準化活動の遅れが情報産業を阻害するという最悪の事態 も招く慣れもまた

多分にある。

これに対する対策としては主務担当官庁に情報処理関係の専任職員を置きこれと委嘱委員と
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の 協同形式による標準化活動組織を確立する如き徹底した措置を執ることが望まししへ

国内標準規格の本質から見て,標 準化活動の母体は当該業界に対して強い指導力を有する団

体 であるべきは当然で,そ こには実際の標進化活動に際 し中心となってこれを推進 し得る専門

家を常勤の形で確保することを考慮すべきであろう。

Iso国 際会議における各国代表団の中には有力kメ ンバーとしてそれぞれの国の標準化担

当官庁の職員が相当数参加 しているのが常であり,こ れら専門職員の活躍振りは伸々に眼覚ま

しく,多 くの場合議論の方向付けに主導的な役割を果 している事実は注目に値する。

例えば現在の情報処理学会規格委員会及び関連小委員会の委員は本来ならば,標 準化主務担

当官庁の情報処理専門職員の活動に対 し,専 門分野の学識経験者としての立場から,こ れを援

助する形を取ることが望ましい。

現状か ら見て一挙にかかる理想的形態に移行することは勿論不可能であるが,一 定の時間を

掛けて計画的に理想形態に移行せ しめることは可能なはずであり,こ のための実行計画は早急

に検討を始めらるべきであろ う。

6-5-2標 準化推進母体の拡充

標準化活動を効率良く進めるためには完備 した標準化組織と共に,強 力な推進母体事務局の

存在が必要である。

情報産業の如く技術的な変革の速度が早 くしかも国際的規模における標準化を必要とする分

野においては強力な事務局の設置は必須条件と考えられる。

この事務局には標準化の対象となるべき事象について概括的な知識を有し,標 準化組織で取

扱 う事項に関する一切の事務処理及びこれに関連する外部との連絡 折衝等を自主的な判断を

以て行ない得る専門職員を常勤せ しめ,こ れを中心に若干の補助職員を配置する如 くすれば皓

々完全な機能を発揮し得るものと考え られる。

ヨ一二ロッパにおける電算機製造業者の団体であるEGMAの 事務局は皓々このような人員構

成を以て処理に当っているようであるが,そ の活動は極めて活発で見るべき成果を挙げており,

1SO会 議における貢献度も極めて高いものがある。 ・

標準化を専門 とする事務局の設置について具体的な計画を検討すべきであろう。
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6-6標 準 化 の 将 来

情報産業の発展に伴って情報交換の範囲は急速に拡大される事が予想さ.れるので標準化を必

要とする項目は情報の交換に関するものが中心となって急増するものと考えられる。

その範囲はハードウエア,ソ フトウエア全般にわたるものとなり,現 時点に於て其の個々の

内容に就て予測する事は到底不可能であろ う。

然 し情報処理組織の運営が,点 在する個々の情報処理装置を中心に行なわれる謂わば点の形

で構成されて居た初期の形態から,通 信線を介して個々の情報処理装置を結合するデータ通信

の登場により,複 数個の処理装置を結合する謂わば線の形態へと移行し,更 にこれを多面的に

結合 した情報処理網即ち面の形に発展しつつある現状から見て,今 後の情報処理組織は,益 々

高密度化し巨大化する情報処理網の中に包括されるか又は何等かの形で関連づけられた形に於

て存在する事となると考えられるので標準化もこの動向に沿って進められる事は疑う余地のな

い処であろ う。

この為に,個 々の処理装置の内部に関する標準化事項 よりも情報交換に直接関係する基本的

な事項の標準化が優先 して重点的に進められる事となろう。

具体的には情報交換の境界点,即 ちハー ドウエア,ソ フトウエアを通じての広い意味でのイ

ンタフェイスを規定し統一 した上 で標準化を進める事が中心の課題となり,併 せて交換媒体の

標準化が進められる事 となろう。

又新しい課題としてマンマシンインタフェイスを規定し標準化する事が検討されるものと考

えられる。

これ等の標準化によって得 られる成果は広域にわたる情報交換及処理を殆ど制約を受ける事

な く極めて確実容易に行ない得る情報処理網の実現と謂う極めて具体的且つ直接的な形で現わ

れて来るものと期待される。
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第7章

処 理 コ ス ト



レ



7.処 理 コ ス ト

7・1は じ め に ・

情報 シス テ ムに お い て,処 理 コス トを どうと らえ るかは極 めて むず か しい 問題 で ある。 特 に

最近は電子計算機技術の発展による能力の向上・汎用性の増加・価格の低下等と社会における

情報 の 重 要性 の認 識 とが あい ま って その 応 用面 は爆 発 的に 多様化 し発 展 しつ つ ある 。大 き くシ

ス テ ム を と らえれ ば情 報 の発 生,取 得,デ ー タ処 理,情 報 の提 示 とい う ととに な ろ う。

問 題 を 処理 シス テム に限 れ ば

処 理 コス ト=単 位 時 間 コス ト×処 理 時 間

と考 え る こ とが で きる。 こ こで ・ ・

処 理 時 間=処 理量/処 理能 力

と表 され る べ き もの で ある が シス テ ムを構成 して い る・ハ ー ドウエア,ソ フ トウ エアの要 素 は老

大 で あ り,こ れ らの要素 は処 理 し よ うと して い る個 々の問 題 に より評 価 の基 準 が異 な り,か つ

処 理量 の測定 も一 義的 に定 める こ とが で きな いの で,定 量 的 に把握 する ことは なか なか困 難で

あ る。

7・2原 価 の 構 成

電子 計算 機 の原価 に は 次 の要 素 が ある。

(1)電 子 計 算機 借 用 料,或 は 償却費

電子 計 算機 を設 置す る場 合,こ れ を借用 料 シス テ ムとする か,或 は買 取 り方式 を採 る か

の いつ れ かで あ って,例 外 的に は 無償 で提供 を受 ける こと もあるが,本 稿 では これ を除外

した経費 を 指 す。

更に 電子 計算機 以外 の補 助機械 と して,イ ン プッ トデー ター の コレ ク シ ・ン用 の穿孔機

等 も この 経 費 中 に含 め る場 合 もある。

② 人 件 費

この 経 費 には,直 接電子 計算 機に 従事 す るオ ペ レー ター,プdグ ラマ ー,シ ス テ ムア ナ

ライ ザ ー,マ ネ ージ ャー 及 び電 子 計 算機 室 の 若干 な事 務要員 につ い ての,,本 俸,各 種 手

当 類,厚 生費,訓 練 費,法 定 福 利費,退 職手 当,賃 金 等が含 まれ る。 但 しユ ー ザー に よリ

プロ グ ラマ ー 手 作業 要 員ttど をEDP室 に集 中せず,各 事 業部 課に 分 散配 置 して いる と
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ころ もあ るが,こ れ 等 は当 然 電子 計 算機 部 門 の経 費 に含 める もの で ある。

(5)消 ・耗 品 費

連続 用 紙,コ ーデ ング シー ト,紙 テ ー プ ・カ ー ド,プ リン ター リボ ン,ス キ ソプテ ー プ

ホ トセ ン シン グ マー カ ー,テ ー プ ラベ ル 等 の 作業 用 消耗 品,並 び に一 般 事務 用 消耗 品 など

の 経費 で ある。

(4)減 価 償 却 費

電子 計算 機搬 入 調 整 費用,磁 気 テ ー プ キ ャ ビネ ット等 の保管 箱類,空 気 調 整機 器類,間

仕 切 り,床 上 げ 工事 費,電 気配 線工 事 費,用 紙 裁断 器,及 びそ の他 備品 什 器類 等 の償却 費

で ある 。

償 却期 限 につ い ては大蔵 省 令第15号 に よる 。

'(5}電 力 光 熱 費

電 子 計算機,空 調機,照 明,上 下 水道 料 な どの経 費で あ り,特 に 電子 計算 機 関 係 の電 力

量 は 一般 照 明 等 と異 な り消 費量 が多 く,こ の 電力 を高 圧 価格で 買 うか,低 圧 価格 に よる か

に よ ってそ の 費 用は高 圧に 比べ低 圧 は2倍 近 くの 費 用 を要 す る。

(6)家 賃 地 代

借 ビル の場 合 の家 賃地代,自 己建 築 物 の場 合は 減価 償 却費,本 稿 で は修 繕代 もこれ に含

める。 借 ビル の 敷金,保 証 金 等 は資 本 に 属す る もの で ある か ら,こ れに 含 め ない 。 但 し謝

礼 金等 の種 類の もの は この 費 用 に含 める。

の その 他の 諸 経費

旅 費 交通 費,運 搬発 送費,会 議費,通 信 費,保 険料,公 租 公課,寄 附 金,雑 費等 が ある。

以 上は 電子計算 機 部 門の 直接 経 費 で あ るが この他 に 間 接費 と して,共 通 部 門 の経 費 と して若

干 の配 賦 され る経 費 が あ る。

但 しこの間 接費 の 配賦 額 は,企 業 の種 類,規 模 の大 小,経 営の内 容 等に よ り千 差 万 別で コス

トに これ を含 め る と如 何 なる もの を採 る か全 くそ の根 拠 を持 たな い。 故 に本稿 よ り除 外 す る。

但 し一般 的には 直接 経 費 の5%か ら15%の 範 囲 内 に ある とい われ て い る。

7・5電 子計算機の稼動時間

電子計算機の稼動時間は非交替,交 替制によって大幅にコス トに影響を及ぼす,我 が国の現

状はその大部分が非交替を採 っており本稿もこれを中心として記す こととする。 一
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川 レン タル面 か らの限 界

借用 料 シス テ ムの場 合 は 月間稼 動 時間 に制 限 が あ り,そ の 時 間 は国産機,外 国機 に よ り

若干 の差 が あ るが170時 間 か ら200時 間 を限度 と して い る。 この 時間 は 電源ON時 間

で はな く稼 動 時 間 を指 す。

② 勤 務 時間 か らの 限界

レ ン タル面 か らの限 度 が あって も職 員 の 勤務 時 間が それ 以 下 の場 合は ,こ の勤 務 時間 に

よ り制 約 を受 け る。 通 常 この 月間 稼動 時 間 は次 式 に より算 定 され る。

{565日 一52日 一52日/2-(8-2)一(5-2)}÷12ケ 月÷23日
(A)〔B)(C}σ))(E}(F)(G)ノ

即 ち1ケ 月 の稼 動 時 間=23日

A・一・=1年 の 日数

B二 年 間 日曜 日の 数

O=一・年 間土 曜 日の数(半 休 を前提 とす)

D,E=-Dは 年 間 祭 日数,Eは 日曜 と重 複 す る 日数

F,G=-Fは 年 末 首休 暇 数,Gは 日曜 祭 日と重 複す る 日数

な お,年 次 休 暇等 は 一斉 に.与え る性格 の ものでは な い ので 稼 動時 間 に影 響 な い。

1日 の 稼 動 時 間 は

8日寺…艮男一(5÷6)-0.5=7E寺 …間

8=1日 の勤 務 時 間

(5一 ト6)=週 間3時 間 の イ ンス ペ ク シ ョン タイ ムの1日 平 均時 間

0.5==毎 日の始 動 時 に 於け る メンテ ナンス タイ ム

故 に 月間稼 動 可能 時間 は

23日 ×7時 間=161時 間 と な る 。

但 し この 時間 は,あ くまで も稼動 可 能 な時 間 で あ って実 際 の有効 時 間 は,と の 時間 か ら

故 障,誤 操 作等 の ロス タ イ ムを差 引 いた時 間 で ある 。

故 障 は 月平 均5～5%程 度,他 の 時 間 は最低10%は 見 込 まね ばな らず,安 全 を考慮 す

れ ば全 体 の ロス タイ ムは20%程 度 見込 ん で 置 く必要 が ある。

即 ち月間 有効 稼 動 時 間は
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161時 間 ×0.8÷129時 間 とな る。

6)両 者 の 差 につ い て

レン タル 面 の限度 は200時 間で あb,勤 務 時 間内 の限 度は129時 間,そ の差71時 、

間は,電 子計 算機 を200時 間稼 動 せ しめた め には 月間71時 間 の 超過 勤務 を 必 要 とす る

こと となる 。 更に こ の超 過勤 務 時 間 も71時 間 で はな く ロス タイ ムを見 込 ん だ。

ア1時 間 ×100/80÷89時 間が 必要で ある。

7・4原 価 の 算 出

原価 の 算 出は さ きに述 べた 原価 要 素 と ユ ーザ ーに於 け る経 費 を あては め,算 出 すれ ば よい。

如何 な る 数字 を用 い るかは,個 々の ユ ーザ ーに よ り区区で あ って,ど れ が最 も適切 で ある かは

基 準 となる もの は ない。 その 企業 に よ り最 も節 約 された形 の もの で あれ ば,そ れ が他 の企 業 に

比 べ多 額 で あ って も企 業の 性 質 に よ って差 が あるの は,当 然 で ある か ら,こ れ を非 難 す る こと

は 出来 ない 。

従 って 本 稿に於 て,こ れ が 原価 で あ る と算 出 され た もの は参 考の 数字 で あって,こ れ が 電子

計算 機 の原価 を表 わす 唯一 の もの でな い こ とを念 頭 に 置 い て頂 き良 い。

7・4・1中 型電 子 計算 機 の原 価

(1)電 子 計算機 等借 用料

,こ こで は我 が国 の現 状が,.大 多数 レンタル シス テ ム を利 用 し設置 している の で これ の み

を 算 出す る。 モ デル と して 中型電 子 計算 機 レン タル料 月 間3,113千 円,補 助機 械 は 穿 孔

機1台,レ ン タル 月間3万 円,電 源 装 置 と して 定周波 定 電 圧装 置 借 用料12万 円 とす る。

3,263千 円 ÷200時 間=16,315円

(2)人 件 費

企 業 の状 態,従 事 す る職員 の勤 続年 数等 に よ りこの経 費 は差 が あ る。本 稿 で は人 件 費 に

含 まれ る すべ て の もの を合 算 し1人 当 り7万 円 として算 出す る(事 務要 員を含 め る)。

15人 ×70,000円 ÷200時 間=5,250円

(3)消 耗 品 費

作 業 用用紙 は 作 業の 内 容 によ り相 当の 開 きが あるの で ここでは除 外 す る。 消耗 品 の 中 で

比較的 高額 の もの は プ リン ター リボ ンで あ り,1本1万 円耐 用 時 間は50時 間程 度 で あ る。

従 って,1万 円÷50時 間=200円

その 他 の消 耗 品 と して 月間10万 円程 度 を計 上 する 。
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10万 円 ÷200時 間=500円 合計700円

(4)減 価 償 却 費

床上 げ間仕 切 工事費800千 円÷10年=-80千 円

電子 計算機 搬入 据 付費1,200千.円 ÷6年=200千 円

空 調 設 備2,500千 円 ÷15年 一'16.7千 円

電 気 設 備5,500千 円÷15年=-235千 円

備 品 類

保 管 箱120千 円÷15年 二8千 円

机 等 什 器 類400千 円÷15年 一26千 円

磁 気 テー プ(ワ ー ク用)18千 円 ×40巻 ÷6年=90千 円

タイ ムス タンプ60千 円÷5年 一12千 円

温 湿 度 計40千 円 ÷5年=88千 円

そ の 他 上 記 の10%=14千 円

合 計838,000円 ÷12ケ 月÷200時 間=549円

(5)電 力 光 熱 費

30kW×11円=330円

そ の他=一=100円 計450円

⑥ 家 賃,地 代

電 子 計算 機1セ ット当 り面 積 を

電 子 計 算 機 室20坪

事 務 室20坪 計50坪 とす る。

倉 庫10坪

50坪 ×5,000円 ÷200時 間二1,250円

の そ の 他 の 経 費

上記 総経 費 の5%と す る。

1時 間 当 リ ニ1,214円

(8)合 計25,508円

以上 が平常 オ ペ レー シ ョン を行 な うた めの 基準1時 間 当 りの コス トで あ るが,実 際に 或

る作 業 を行 な う場 合 は,更 に これ に 加 えて 次の経 費 を要 す る。

プログ ラム作成 費
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イ ン プ ソ トデ 一 夕ーの作 成 費

用紙 代(カ ー ド,紙 テ ープを含 める)

磁気 テ ー プ及 び これ に附属 す る施 設

これ 等 の経 費 は個 々の作 業 に よ り,或 は 同一作 業 で あっ て も,シ ステ ム設計 の如 何 に よ

って コス トは 一 定で は ない 。従 って一 般管 理 費 と同 様 除 外 する こ ととす る。

7.・4・2大 型 電 子計 算機 の原 価

大型 機 の場 合 は,中 型機 に比べ 電子計 算 機 借用料,人 件 費,家 賃 地代,電 力光 熱 費 等 が増 加

し,そ の他 の経 費 は あま り差 が 出な い。そ の一 時間 当 り コス トは,

(1)電 子 計 算機 借 用 料等

電子計 算機 借 用 料824万 円,穿 孔機5万 円,電 源 装 置25万 円,合 計852万 円 の レ

ン タル を必 要 とする 。

852万 円 ÷200時 間二42、600円

(2)人 件 ・費

22入 ×70,000円 ÷200時 間二Z700円

⑤ 消 耗 品 費

中型 機 の2割 増 とす る。1時 間 当b840円

ω 減 価 償 却 費

中型 機 の2割 増 とする 。1時 間当 り429円

6)電 力 光 熱 費

中型 機 の2倍 要 する 。1時 間 当 り860円

(6)家 賃 地 代

中型 機 の5割 増 とする。1時 間 当 り1,875円

の そ の 他 の 経 費

中型 機の2割 増 とす る。 ・]時 間 当 り1,456円

(8)合 計55,660円

以上 に よ り,大 型 機は 中型 機 に比 べ機 器借 用 料 は,2。6倍 で あ るが,原 価全 体 では,2.2倍

で ある 。 或 は も っと厳 密 に計 算 すれ ば,原 価全 体 の差 は,2倍 を割 る ことと 推察 され る。 そ の

理 由は,原 価 中に 電 子計 算機 借用 料 の占 め る割 合は,大 型機 は78%,こ れ に対 し中型機 は

63%と な ってお り,大 型機 の場 合 は,電 子計 算 機 の借 用料 が,実 に 大 きな割 合 を占 めて い る

ことに よる。
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●

7・5稼 動 時 間の 原 価 との 関係

上 記 原価 は 非交 替,月 間200時 間の 場 合で あ って,こ れ を2交 替或 は3交 替制 を行 な った

場 合 は 次 の よ うに 変化 す る。(中 型 機 の例 に よる)

(1)2交 替 の 場 合

原 則 と して増 加 す る経 費 は

機 械 借 用料 が5,263千 円 ×0.25=815,750円

人 件 費

オ ペ レ ーター,管 理者 の み と し,

5人 ×70,000円=350,000円

電 力 光 熱 費

430円 ×200時 間=86,000円

そ の他 の経 費5%と す る。62,587円

合 計1.514,337円

1時 間 当 りの原 価は

(5101.774円+1.314,337円)÷400時 間=16,040円

②3交 替 の 場 合

3交 替の 場 合 は2交 替 まで の稼動 時 間 に更 に200時 間 を加 え る こと は出来 な い。 即 ち

電 子計 算 機 を24時 間使 用 す る こ とと なるの で 超 過勤 務 に よる 不足 時間 を他 に求 め る こ と

は 休 日以外 に ない 。休 日を交 替制 で 処 理 す れ ば稼動 時 間 は満 足 出来 るが,交 替 服 務 要員 が

増 加 し,休 日のた めの 要員 の増 を行 なわぬ 場 合 は稼動 時間 が減 少 する。

交 替 要員 を置 いた場 合非 交 替 に比 べ て 増 加 する 経費 は,

人 件 費 増

(5人 十5入)×1.25×70,000円=875,000円

機 械 借 用 料5,263,000円 ×0.5二1,651,500円

電 力 光 熱 費430円 ×400時 間=172.000円

そ の 他 の 経 費5%と す る=135,925円

合 計2,812.425円

1時 間 当bの 原 価 は

(5.101,774円+2,812、425円)÷600時 間=13,190円

即 ち,非 交 替 の場 合1時 間 当 りの原 価 は25,508円,2交 替 の場 合 は16,040円 とな り,
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舎

前者の62%程 度 の原価 にて 電子 計 算機 を使 用で きる こ とと なる。 更 に3交 替 の場 合は13,t90

円 と51%と 非 交 替の 半 額 の経 費 と なる。2交 替 と5交 替 との差は10%程 度 で・ 非 交替 との

比較 の よ うな大 きな メ リ ッ トは 出 て来 ない。

Z・6処 理 能 力

ア ・6・1計 算 機 シ ス テムの 処理能 力

計 算機 シス テムの 処理 能 力を評 価す る種 々の方 法 が試 み ら れて きた が,シ ス テ ム を構 成 す る

要 素 がハ ー ドウ エア,ソ フ トウ エアの両面 に わた って 非 常 に多 く,か つ 処理対 象が 多様 で あ っ

て,そ の 要素 の 寄与 度 が そ れぞ れの対 象 に よ って異 な るの で,普 遍 的 な能力 値 を得 るに は 至 っ

てな い。

7・6・1・1標 準 問題 に よる能 力評価

処 理 能 力 を測 定 す る手 段 と して 標 準 問題 を設定 し,そ の 処 理時 間 を求 め る方 法が ある。

(1)電 子 工 業 振 興協 会 の標 準 問題

電子 工 業 振 興協 会 で は,昭 和39年 度 に電 子計 算 機 の 性能 評 価 の研 究 を行 な い,電 子 計

算 機 の性 能 解析 は業 務別 のパ タ ーンに 適 合 した標準 問題 を作 って,こ れ を実 演 させ る こと

に よ ってその シス テ ム を評 価 する の が最 も効 果的 で ある と結論 づけ,6つ のパ タ ー ンを提

案 して お り,表7-1の よ うに なる。 これ は,実 際 にプnグ ラ ミング を行 な い・ 実演 させ

せ る ので,ハ ー ドウ エ ア と ソフ トウエ アの両 者 の 綜 合能 力 を見 る上 です ぐれ て い るが ・ 実

行 に難 が ある。

表7-1電 子 工業 振 興 協会 の 標準 問題

問題 の パ ター ン 問 題 概 要

プ ア イル メイ ンテ ナ ンス 在庫管 理:原 始 デ ー タの入 力,分 類,プ アイル 更新,

報告 の製 表 印 字 を含 む

シ ュ ミ レ ー シ ョ ン 50×50の マ ト リ ック ス の 変 換

ビ リ ン グ 計 算 電話料金計算:市 外通話料,謁 き 電報カードから

内訳書,支 払請求書を作成

分 類 問 題 上記データの分類

テ ー ブ ル ル ック ア ッ プ 自動車工場の部品所要量計算:

数 学 ・的 問 題 ㍉ シ 寧 ・
彫 一 、/ZIZ,+Z、 之,+Z・Z・+Z・Z・ の 計 算
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(2)AuerbachInO.の 標準 問題

米 国 のC。mPn七erConsuＬtant会 社 の一 つで あるAuerbachInc.で は,

各種 の計 算機 に つい て その能 力 を推 定 した報告 書 を 出版 してい る。 これ は,事 務 用 と科 学

技 術 計 算 用 の標 準 的 な シス テ ム構 成 を定 め,そ の シス テ ム構 成 で,標 準 問 題 を 処 理 した

場 合 の時 間 を推 定 してい る 。

標 準 シス テ ム と して,大 き く1]種 類 を設定 し,内 部 記憶 容量,磁 気 テ ー プの 速度 台 数

ライ ンプ リン ター,カ ー ド機 器 の速 度,同 時動 作 可能 の入 出力 チ ャネル 数,浮 動小 数 点演

算 機能,乗 除算 機 能 の 有無,イ ンデ ック ス レジス タ の 数 等 を 規 定 し,そ れ ぞ れ の計 算機

を,そ れ の い くつか の シス テ ムに適 合 させ てい る。 標 準 問題 と しては,事 務 処理 と して 一

般 的 な ファ イル メ イン テナ ンス 処理 と,磁 気 テ ープ に よるデ ータ分 類 を ・科 学 技術 計 算 と

レて は,マ トリ ック ス変換 と代 表的 数学 演算 を採 り.上げ てい る。

これ らの 標 準 問題 に対 し ては,具 体 的 な処 理手 順 が設定 されて,フ ロー チ ャー トが定 め

られ て お り,特 別 な手 法は,適 用さ れて い な い。 また,推 定処 理時 間 には,操 作 時 間,

re-runの 条 件 な どが,考 慮 され てk・らず,従 って ソ フ トウエアの 条件 は,全 く含 まれ

て いない 。 なお 事務 処 理 の場 合,か な り大 きな部分 を 占める原 始 デ ータ の読取 り,報 告書

等 の製 表 印字 も算 定 され て い ない ので,こ れ らを考 慮 する 必要 が ある。

7・6・1・2計 算 機 に よる計 算機 シス テ ムの能 力評 価

米 国 のCOMRESSInc.で は処 理 時間,お よびその 価 格 を算 出す る シ ェ ミレ ー シ ・ン プロ

グ ラム を 開発 し,そ れ にSCERT(SystemsandGompntersEvaユnationand

ReviewTechnique)と,・ 名付 け てい る。

SCERTは,非 常 に複 雑 な大 きな プロ グラムで,約5,000の アル ゴ リズ ムを含 み,51,000

の命令 か ら成 る と称 してteb,1964年 の 初頭vateい て約39機 種,100,000の ハ ー ド ウ

エア ・ ソ フ トウエア の 要 素 を ライブ ラ リに もって 括 り,新 機種 は,メ ーカ ーの 発表 後1ケ 月 以

内 に は,ラ イブ ラ リに 追 加す る とい って い る。

この 手法 で は,SystemDefini七 ユon.EuoivonmentDefinltion.

FileDefinitiOn.と い う形 で アプ リケーーシ 。ン を定 義 す る と,全 システ ムの モデル

を作成 し,こ れ に 各 幾器 か ら抽 出 した 多数 の要 素(例 え ば,中 央 処 理装 置 で90,磁 気 テ ー プ

装 置 で55ど い わ れ る 。)と,ソ フ トウエ ア の要素 を勘案 して,そ の シス テ ム構 成,処 理 時

間 ・各 機 器毎 の利 用率,シ ス テ ム コス ト,プ ログ ラム に要 す る人 員 と日数,プ ログ ラム の大 き

さ,使 用 記憶 容 量 等,詳 細 に分 析 され た 報告書 が出 力 され る。
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この よ うなsOERTに よる評価 方法 は,計 算 機 シス テムの 綜合 的 な評 価 方 法で あ り,処 理 コ

ス トの点 か ら も興 味深1/・が,そ の分 析 の方 法が 明 らか で な く,一しか もOOMRESSIncの 独

占で ある の で一 般 的 とは 云 い難 く,今 後 の 大 きな 研究課 題 で あろ う。

7・6・2中 央処 理装 置 の 能力

7・6・2・1内 部 演 算 速 度

中央 処理 装 置 に おけ る重要 な能 力要 素 は,そ の高 速性 で ある。 しか し,各 中央 処 理装 置は,

命令 形式,種 類,語 長 等が異 るた め個 々の処 理 で は,そ れ ぞ れ異 な って来 るが,一 般 的 に使 用

され る命 令の 頻度 と,そ の 条件 の統計 的 デー タか ら,命 令の 実行 時 間 の平均 値 を求 め て,内 部

演 算速 度 の比較 が行 なわ れてい る。

(1)GibsonMix

GibsonMユxは,科 学 技術 計 算 に 於 け る命令 の使 用頻 度 を示 す もの と して,一 般 的

に使 用 され てk・り,こ れ は,FORTRAN言 語で書 かれ た プ ログ ラムに つ いて の統 計 で,

一 番 地方 式 の命 令 を基 に して お り,可 成 り適 確 に科学 計 算 に対 す る 内部 演算 速 度 を表 わす

もの と考 え られ て きたが 最 近 オペ レ ー テ ィング シス テム の発 達,マ ル チ プ ログ ラ ミングの

適 用拡大 等 の た め,こ れ をそ の ま ま適用 す る ことに疑 問 がい だか れ て い る む き もあ る。

Adq/Sub

LOad/store
A

MI.、T D工▽ Brε しnch OOmpare
口rεしnsfer

8字
・

35% 0.6% 0.2% 6.5% 4.0% 1Z5%

shlf七

8ビ ッ ト
畑P/OR Index

FLT
Add/Sub

FLT

MLT

FLT

DIV

46% 1.7% 19% z5% 4.0% 1.6%

GibsonM■xの 命 令 の 比 率

の 事 務 処 理用途 に於 け る命令 使 用 頻度

事 務 処理 に於 て,一 般 的 た多 く使用 され る命 令 は,科 学技 術 計 算 とは 相 当異 な って 括 り,

Add/Sub,OomPare,Branoh,Transfer,Edi七 等 で,こ れ らの頻 度 を示す統

計 は,種 々発 表 さ れ てい る。 例 え ば,MOdifiedGibsOnMix・Oolnme「cial

Mix,GeneralDataProcesslngMix等,種 々の もの が あ る。 し か し,こ

れ らは,計 算機 の 命 令形 式,命 令 の種類 等 の特 性 に よ り相 当に 変 動 し ㍑ そ}の統 計 値 が 可

成 り異 な っている の で,科 学計 算 に於 け るGibsonMix程,一 般 的 とは 考 え られ て お

らず,事 務処理 に於 け る平 均演 等 速度 は,か な り大 雑把 な もの と考 え られ てい る 。
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Add/Sub MOve CO・mpa.re Brε しnch

50% 30% 10% 30%

Commercia1

演 算 で 考 え る)

Mixの 命 令の比 率(メ モ リー 対 メモ リーの

7・6・2・2入 出力装置 の 同時 処 理能 力

入 出 力装 置 の同 時処 理 能力 は,シ ス テ ムの綜 合 能 力に極 め て大 きい 影響 を与 える 。 特 に,事

務 処 理 シス テ ムで は,入 出力 の 占 め る 割 合 が非 常に 大 きい ので,入 出力装 置 の 同時 動作 に よ

って 全体 の処 理 時 間 は大 巾に 短縮 され る。 内部 演 算 の高 速 な シス テ ムでは,同 時 処 理 能 力の

み に よって 全 体の処 理 能 力 が定 ま って しま う こ とさ え起 る。 これ らの 同時 処理 に は,

カ ー ドー → 磁気 テ ー プ と,内 部 演 算

磁気 テ ープ 一 一→ 印刷 と,内 部 演 算

磁気 テ ー プの 読み 書 き と,内 部 演 算

上 記各種 動 作 の本 格 的 マル チ ・プ ログ ラミン グ

等,各 種 の レベル が あ り,入 出 力チ ャネル の数 デ ータ転 送速 度,デ ー タ サー ビス に よ り中央処

理装 置 の 占有 され る時間,割 込み 方 式,管 理 プ ログ ラムの能 力 等が,こ れ に影 響 を一与え る。

な お上 記 の 演算 速 度,同 時処理 能力 等 を,充 分 に 発揮 させ る には,そ れぞ れ の 処 理対象 に よ

り内部 記 憶容量 は,重 要 な因 子 で あ り,容 量 に よ って充分 そ の能 力 を発揮 で き ない場 合 が ある

ことに 注意 しなけ れ ば なら な い。

7●6・3入 出 力装 置の 能 力

入 出 力装置 の 速度 に つ いて は,通 常公 称 値 で 表現 される が,こ れ は,二 股 に最 良 の条 件 での

最高 速 度 で あ って,実 際の シス テ ムに接 続 して 特定 の業 務 を行 な うときの 実効 速度 は,相 当低

下 する ことが あ るので 注意 を要 す る6

川 磁気 テ ープ装 置 の 移送 速 度

磁 気 テ ープ装 置 の デ ータは,ブ ロ ック と して記 録 され,ブ ロ ック間 に は何 も記録 され て

い ない部 分(IBG)が あ る。

1ブ ロ ック の データ量
実効 デ ー タ移送 速 度 二

1ブ ロ ックの デ ータ量+エBG× ビッ ト密度 ×K

× 公称移送速度
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こ こで,IBG× ビッ ト密 度 は,IBGの 長 さに 入 り得 る デー タ量 で あ り,kは ス ター

ト・ス ト ップ に よる 係数 で,1よb大 き な数(全 く止 ま らず 等 速 で走 った と き1と な る。)

で ある。従 って使 用 に 当 って は,で き る だけ プ ロ ソク の大 きさ を大 き くした 方 が有効 で あ

り,逆 に 同 一公 称速 度 では,エBGの 小 さ い 磁気 テ ー プ装置 の 方 が,能 力が高 い とい うこ

とが で きる 。

(2}ラ イン プ リン タ

ライン プ リン タの実 効 印 字速 度 も,実 際の業 務 に よって異 なる もの の 一つで ある。 即 ち,

印 字様 式 が,統 計 表 の如 く間隔 をあけ ずに多 数 行打 た れてい る もの は,公 称 印刷 速度 に近 の

速 さを有す る が,い わ ゆる 伝票 発 行 の如 く間 隔 を あけ,か つ多 くの 活字 を用い る業 務 で は,

ス キ ・プの速 度,文 字 数 に よっ.て公称 印刷 速 度 が 同 じ もので も,実 効 速度は,大 巾に 異

なる ことが ある。

7・6・4ソ フ トウエア の能 力

ソフ トウエ アの 能 力 を定 量 的 に評 価 す る こ とは,大 変 むず か しい ことで あ り,か つハ ー ドウ

エアの機 能 とき り離 して考 える こ とは で き ない 。 ソフ トウエア の機 能 と,そ の効率 とい う～二と

は,一 般 に相 反 す る場 合 が 多 く,使 い 易 さ,適 用範 囲 の広 さと い う こと と,そ れ の実 行 速度 と

い うもの が 問 題 と な る 。 また コン パ イ ラの 様 な もの で は,コ ン パ イル に要 す る時間 と,そ れ

に よってで きた プ ログ ラム の実 行 時 間 との両 面 を も って お り,適 用 領域 に よって どち らに重 点

を 澄 くべ き か も異 って 来 る。 ソ フ トウエ アは,ま す ます 複 雑 多様 化 を して お り,計 算機 シス

テ ムの 能 力 を左 右 す る こ とに な るので,こ れ を評 価 す る ことは今 後 の 重要 課 題で あろ う。

7・ ア 処理 時間 算 出例

現 在,国 内 で 広 く用 い られ てい る代表 的な計 算 機4機 種 の事務 計 算,科 学 計算 の 一例 と して

計算 機 の純 所 要 時 間 を 算定 する 。事務 計 算は,7-1図 に示 す ごと き在庫 管理 業務 を,科 学 計 算

算 は対称 な正 則逆 行列 を浮動 数 点演 算 に よ り10進8桁 程 度 を得 る もの とす る。計 算機 シ ス テ

ムの通 常 多 く用 い られ て い る構成 の算 出 結果 を表7-2,表7-3,表7-4に,示 す 。

これ らを平 均 す る と(マ ルチ プ ログ ラ ミング を行 な わな い と して)表7-5の よ うに なる。
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表7-2機 器 構 成

中 型

機 器 名

仕 様 A B C D

処 理 装 置 32k字 ～65k字 1 1 1 1

カ ー ド 読 取 機 800‡ 文～1470枚!/分
'

1 1 1 1

カ ー ド せ ん 孔 機 100本 文～300枚/分 1 一 1 1

ラ イ ン プ リ ン タ 420そ 丁～1,250そ テ/分 1 1 1 1

磁 気 テ ー プ装 置
30k字 ～60k字/秒

1～2チ ャ ネ ル
7 7

A

8 6

磁 気 デ ィス ク装 置 一 一 一 一

レン タル料(k¥/月) 3,100 2,650 5β00 2,900

大 型

機 名器

仕 様 E F G H

処 理 装 置 262k字 1 1 1 1

カ ー ド 読 取 機 1ア000～11470‡ 文/分 1 1 1 1

カ ー ド せ ん 孔 機 100～300枚/分 1 1 1 一

ラ イ ン プ リ ン タ 950～1フ250そ テ/分 1 1 1 1

磁 気 テ ー プ 装 置
60k字 ～120k字:/秒

2～4チ ャ ネル
12 8 8 7

磁 気 デ ィス ク装 置 7M～9M字 1 1 一 一

レン タル 料(kX/月) 8,850 8,920 8,700 6,500
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表7-3 在庫管理業務の処理時間(分)・

中 型 大 型

処 、 理 ラ ン イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ

入 入力 旦UN1 5.2 7 6.5 3.6 5.0 3.6 5.2 7

分.,類

(小 計)

RUN2

RUN4

RUN5

1.4

3.7

5.7

2

2

2

0.7

0.6

0.6

1.4

4.5

4.5

0.5

0.5

0.3

0.2

0.3

0.5

0.5

0.4

0.4

1

1

1

8.8 6 1.9 10.4 0.9 0.8 ↑1 3

プア イル 更新 RUN3 3.4 5 0.5 2.2 0.4 0.6 1.2 1

印 刷

(小 計)

RUN6

RUN7

RUN8

0.4

10.1

6.7

1

8

7

0.5

21.8

174

0.4

10.9

6.6

0.3

15.9

10.2

0.4

10.9

6.6

0.4

10.1

6.7

1

8

7

1Z2 16 597 1z9 24.4 1Z9 172 16

合 計 34.6 54 48.6 54.1 30.7 22.9 24.7 27

7-3表 の 時 間 算 出 に 使 用 さ れ た 条 件

計 算 に 使 用 した 機 械 は,1字6ビ ・ ト と,8ビ ッ トの もの もあ り,フ ロー チ ャー トに 示 さ れ

る 如 き条 件 で そ れ ぞ れ 自 由 に 設 計 を行 な った 。 従 っ て テ ー プ 上 の フ ォ ー マ ッ ト,印 刷 様 式 は,

そ れ ぞ れ の シ ス テ ムで 異 な って い る 。

伶 入 力 テ ー プ フ ォ ー マ ッ ト

(1)1件60字,:ブ ロ ック20件

(2}1件60字,1ブ ロ ック50件

(5)1件40字(英 数 字20数 字40/2字),1ブ ロ ック10件

回 分 類 の マ ー ジ 数

2way,3way,5way,

(パ マ ス タ ファ イ ル フ ォ ー マ ッ ト

(1}1件400字,1ブ ロ ック10件
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(2)1件400字,1ブ ロ ック5件

(5)1件250字(英 数 字100数 字300/2字),1ブ ロ ック5件

⇔ 出 荷 テ ー プ フ ォー マ ッ ト

(1)1件60字,1ブ ロ ック20件

(2)1件150字(英 数 字100数 字1'00/2字),1ブ ロ ッ ク5件

(3)1件400字,1ブ ロ ッ ク10件

㈱ 印 刷 様 式

出 荷 指 示 表(114行/願1'6。 。願

(2)4行 ス キ ッ プ,得 意 先 コ ー ド,品 目 ×3,計,1600顧 客

(3}9行 ス キ ッ プ,得 意 先 名,品 目 ×3,9行 ス キ ップ,計,∴

160'0顧 客

倉 出 表(1)倉 庫 コ ー ド,4行 ス キ ッ プ,品 目 ×2,計,品 目 … …,計,

10行,10倉 庫,

の25行/件,2000件

,,、 倉 庫,一,,品 、 。 、,計,品,...…,計,,行,1。 倉 庫'

発 注 指 示{1}25行/枚,8枚

② ベ タ 打 ち

表7-4マ ト リ ッ ク ス 変 換 の 処 理 時 間(秒)

中 型 大 型

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ

マ ト リッ クス の大 き さ40 66 8ア 15.8 38 0.6 27 5.3 4.3

マ トリ ック ス の大 きさ80
*

498 693 96.0

*

290 4.4 20.4 40.8 34.0

(1雌 蕊㌶ 蕊 ≡ りき　 つ
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表7-5

中 型* 大 型* 大型/ヰ 型

レ ン タ ル 価 格(200時 間) 5,113k茎 8,240k冨 2.65

在 庫 管 理 処 理 時 間

処 理 に 要 するコス ト

578分

16.1kぎ

263分

24.5k茎

0695

1.52

マ ト リ ック ス

変 換

大 き さ

40

処理時間

所要コスト

51.2秒

364茎

3.2秒

49妥

0,065

0,155

大 き さ

80

処理時間

所要コスト

594秒

2,785¥

24.9秒

385ぎ

0,065

0,135

(注)*中 型,大 型 の分 類 はJEccの 分 類に よる 。

**処 理 に要 す る コス トはZ4で の算 出価格 に よる。

マ トリック ス変 換 で は,大 型 の 方が 中型 に比 し約1/ア の コス トとな ってい るが,上 記 の 在

庫管 理業 務 で は,逆 に約1.5倍 の コス トを要 す る ～二とに な る。

マ トリ ックス 変換は,処 理装 置 の 内部 演 算 能 力 の み で,計 算 時間 が定 ま るか ら,大 型 に な

る程 コス ト当 りの能 力が 大 き くなる ことを示 してい る。 在庫 管 理業 務で は,入 出 力の 占める 割

合が 大 き く,処 理 装 置 の 能 力 が,充 分発 揮 されて い ない 。在 庫 管 理に於 け る各処 理 を分 け て見

る と,表7-6の 如 くな り,入 力 お よび,印 刷 出力 のた めに 中型 で75%,大 型 で91%の 時

表7-6

中 型 大 型

所要時間 % 所要時間 %

入 力 5.6分 14.8% 5.2分 197%

分 類 6.7分 1Z7% 1.45分 5.5%

プアイル更新 2.8分 Z4% 0.8分 5.5%

出 力 印 刷
1

2'2.7分 601% ]8.9分 71.5%

計 5Z8分 263分

間が 費 され てい る。

こ こで,こ の よ うな業 務 が 多1数あ.る と考 え てマ ル チ プ ログ ラ ミング を適用 す る と,入 力 と,

出 力 印刷 は,完 全に 同 時並行 処 理が 行 なえ,入 力 時間 は,完 全 に 吸収 出来 る。 分 類,フ .アイル
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更新 につ いて は,テ ー プ装 置の 数,処 理 装 置 の メモ リー容量 等 の 問題 があ り,必 ず し も可能 と

は云 え ない が 一応 中型 は 不 可,大 型 は 可 と考 え る ことが で き,表7-7の 如 くなる。

表7-7

中 型 大 型

入 力 出力に吸収 出力に吸収 出力に吸収

分.類 6.7分 1.45分 1.45分

戸

プ アイル 更新 2.8分 0.8分 0、8分

出 力,印 刷 23.0分 190分 20分

計 一32 .5分 2225分 20分

処理 に要 す る
コ ス ト

13.8kX 20.7k茎 18.6k¥

大型 は,中 型 で マル チ プ ロ グ ラ ミング を行 なわ ない もの よ り も,な お割高 で ある 。

条例 で 用い る機 器 構成 では,処 理装 置 を 占め る価 格比 が,中 型 では,35%;v50%,大 型

では,約60%と な っ て い る 。 この こと は,上 記 の如 くファ イル が小 さ く,ア クテ ィ ビテ ィ

が高 く,か つ 出力の 多い在 庫管 理 業 務 に適 した機器 構 成 に必 ず し もな って い ない とい うことで

あ るが,反 面 中型機 で も,現 在 の 技術 で 作 られ る 最高 速の 入 出力機器 が用 い られ る場 合 が あ り,

大型機 の 能 力 を発 揮 す る には,こ れ らを何 台か 接 続 して並 行 処理 を行 な わな けれ ば な らな い こ

と を示 す もの と云 える。 例 え ば,上 記大 型機 に ラ イン プ リン タを更 に1台 つけ て並 行 処理 させ

るな らば 数%の シ ス テム コス トの上 昇 で処 理時間 を半 分 に,即 ちコス トをほぼ半分 に 下 げ る

ことがで きる。

事 務 処 理 に おける 処理 の大 きな部 分 を 占め る とい われ る分類 に つい て も,処 理 する デー タの

特 性 と,シ ス テ ムの構 成 に より,相 当 大 きな差異 が あ る。 メモ リー容量 が 等 し く,内 部速 度の

異 る2種 の 処 理装 置 と,速 度 の 異 る2種 の 磁気 テ ー プに よる分 類時 間の 例 を表7-8に 示す 。

以 上 の如 く,レ コ ー ドの 長 さ に よる処 理時 間 が,磁 気 テー プの速 度 に よ って制限 され る場 合

と・ 処 理装 置 の 内部 速度に よ って 制 限 され る場 合 がある。例 えば,レ コ ー ド長20バ イ トの場

合,A処 理 装置 では,磁 気 テ ー プ速 度が60kバ イ ト/秒 で も,120kバ イ ト/秒 で も,全

く時 間 が変 らない。500バ イ トの レコー ド長の と きはA,B処 理装置 間 には差 が な くテ ープ

速度 に ほ ぼ反比 例 した 時 間 を要 す る。又,テ ープ 台数 は,マ ージ のway数 に 関係 す るの で,

テ ー プ速 度 で 制限 され て いる場 合3台 を6台 にす る と,時 間 は 半 分 以 下 に なる が,更 に3台

増 して9台 と して も,そ れ程 の低 下は 見 られな い。

一120・ 一



表7-8

処 理 装 置131kノ くイ ト 一一一一→ A B

テ ー プ 速 度 一 う 60kバ イ ト/⑳ 120k・ 冒 ト/秒 6…Wト 鋤120k バイト/秒

テ ー プ 台 数__→ 3 6 9 3 6 9 3 6 9 3 6 9

レコー ドの

長 さ

(バ イ ト)

レコー ドの

数

(4件)

全 データ

量

(ル くイト)

20 200 4 18.0 11.0 10.4 18D 1↑0 10.4 11.5 57 5.5 9] 56 5.3

50 100 5 14.2 70 6.4 11.8 6.7 6.2 135 64 5.4 72
・36

34a

100 50 5 153・ 61 5.4 z9 44 411 133 6.] 5.4 6.8 3.2 28

三500 10 5 154 6.2 5.4 6.8 5.2 27 13.4 62 5.4 68 3.2
'

28

以上 の如 く・ シス テ ム構 成 とそ の処 理対 象 に よって,処 理 コス トは大 巾 に 変 る の で ,そ れぞ

そ れの 業 務の 質 と量 に 応 じて シス テ ムは,設 計 され なけ れ ば な らない。

7。8む す び

上 記 の時 間 算 出 は,純 粋 な計 算機 シ ス テ ムの動 作 時 間で あ って,実 際に業 務 を行 な うた め に

は,入 力 カ ー ドや 出力用紙 の セ ・ ト,取 り 出 し,磁 気 テ ー プの 掛 け 外 し等 の い わゆ る ハ ン ドリ

ング タイ ム・ 計算 機 を動作 させる た め の コン ソール の オペ レ ー シ 。ン等 が 必 要 で あ る
。 これ

らは ・ オ ペ レー タの 数 ・ オ ペ レーテ ィング シス テ ム等 に よ り異 る が,通 常1つ の ランに 対 し1

～2分 は 要 す る 。 し た が って例題 の 在 庫 管理 業務 の場 合,こ れ らは,延 べ10～16分 程 度

とな り,こ れ を完 全 に シス テ ムを止 めて行 な って いて は,そ の コス トは ,可 成 りな もの となる

ので,運 用上 充 分 考慮 しなけ れば な ら ない。 また,入 力 デ}タ の作 成費用 に つ いて も
,考 える

必 要 が ある。 カー ド1枚 の さん検 孔 費 用を12～13円 と して も,全 部 で約65
,000円 とな

り,計 算 機 処 理 の コス ト約20,000円 の5倍 近 い コス トが かか る ～二ととな る
。 ～二の 点 か ら,

入 力 シス テ ムの 開発 が待 望 され て お り,一 方,一 つの 入 力 か ら多 角的 か つ,有 効 な情 報 の 得 ら

れ る シス テ ム と して,相 対的 に コス トを下 げ る努力 が行 な われ て い る
。

な 坑 上記 の 処 理 を行 な うには,シ ス テム 設計,プ ログ ラ ミングの費用 を 当然考 慮 しな けれ

ば な ら ない。

以上 の如 く処 理 コス トは 典型 的 なバ ッチ処 理業 務 に おい て も種 々の 条件が あ り,定 量 的 に把
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撮 す る ことは 困難 で あるの で,計 算 機 業 務 の 運 営に あた って は 慎重に検 討 しな けれ ばな らない。

.
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8.デ ー タ 伝 送 料 金

8.1国 内デー タ伝 送 料 金

8.1.1デ ー タ伝 送 サ ー ビス の 現 状

8.1./1専 用 の 種 類

現 在,日 本 電信 電 話 公社 がサ ー ビス を実施 して い る専 用 の種 類 お よびその 内容 は第8-1表

に示 す とお りで あ る。

専 用回 線 に よ り,デ ー タ伝 送 回線 を構成 す る場合 には,市 内 専用 回線 また は市外 専 用 回線 に,

5.1.2項 で述 べた 変復 調装 置 を接 続 す る。

8.1.1.2回 線 の 規 格

デ ー タ伝 送 回線 を構 成 す るた めの 専 用回 線 の種類 は第8-1表 に示 した よ う に市 内専 用 お よ

び市 外専 用 サ ー ビス が あ るが,市 外専 用サ ー ビス を提 供す るた め の 回線 として は,第8-2表

に示 す 各 規 格 の回線 が あ る。

第8-1表 専 用 の種類 お よびそ の 内容

区 分 内 容

市 内

専 用

長期終日専用 専 用期 間 が30日 を こえ る もの

短 期 〃

、

〃 〃 以 内の もの

市 外

専 用

長期 〃 〃1年 以上 の もの

短 期 〃 〃1年 以 内の もの

時 間 専 用 1回 の 使 用 期間 が15分 を こえ る一 定 時間 専用 の もの

進 専 用 ダイヤル通話区間における特定者との間で電話回線を利用し
て自動接続方式により随時に通信ができるもの

共 同 専 用

専用契約者は1入 が原則であるが,例 外的に次の場合2入 以
上の者が共同専用の契約を行なうことができる

① 同一の業務を共同して行なう2入 以上のもの

⑫ 資本系列上の親子会社で業務上の専属契約等のあるもの

◎ 業務上の専属契約等があり,相 互の依存度が極めて高い'
もの

④ そ の 他

そ の 他 無線専用,テ レビ中継専用,広 周波数帯域専用
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第8-2表 市外専用回線の規格

回 線 規 格

普 通 第1規 格

(通 信 速度50ビ ッ ト/秒 以

下)

普 通 第2規 格

(通 信 速度200ビ ッ ト/秒

以 下)

普 通 第3規 格

(通 信速 度1,200ビ ッ ト/

秒以 下)

内 容

い わ ゆる テ レ タイ プな ど,普 通 の 印刷 電 信 に使 わ れ る

回線 で,6単 位 符 号 を 使用 す る場 合,1分 間 に375
ユ

字まで送信できる。使用者宅内には変復調装置を必要
としない。

中速 度 の デーータ伝 送 回線 として使 用 され る もの で,8

単 位 符 号 を使 用 す る場 合,1分 間 に1,200字 ま で送

信 で きる。 使 用者 宅 内 に変 復調 装置 を必要 とす る。

高 速度 の デー タ伝 送回線 として 使 用され る もの で,8
一単位 符 号 を 使用す る場 合,1分 間 に ス200字 ま で送

信 できる 。使用 者宅 内 に変 復調 装置 を必 要 とす る。

なお,こ の 回線 は電 話や,模 写 電 送,写 真伝 送 に も使

わ れ る。

注)市 内 専用 線 は,市 外専 用 線 の よ うな 回線 規 格の区 別 な く,い ず れの 用途 に

も使 われ る。

8.1・1.3利 用 方 法

第5-1図 に示 した デ ー タ伝 送 回 線 を利 用す る場 合,標 準 インター フェ ース を 介 してデ ー タ

宅内 装 置 を設置 し,デ ー タ通 信 シス テ ム を構 成す る こ ととな る パ その 際用いるデー タ 宅内 装置

は,日 本 電 信 電話 公 社 が直 接 設置 して サー ビス を行 な う場 合 と,利 用 者 が 独 自に 調達 し,標 準

インタ ー フェ イス に 接 続 して使 用す る場合 と が あ る。 後者の場 合,利 用 者 は,日 本 電信 電 話公

社 との 間 で回 線契 約 を行 な う際 同時 に デー タ 宅 内装置 と して使 用す る 機器 の接 続 構成 お よび機

器 の 機能 動作 に関 して事 前 に認定 を うけ る こ とが 必要 で あ る。 専 用デ ータ 伝 送回 線 の利 用 方法

と して は,特 定 の2地 点 間 を1本 の 回 線 で結 びデ ー タ 伝送 を行 な うこ とを原 則 とす る。 しか し,

1つ の 地点 か ら多方 面へ の デー タ 伝送 回線 を有 し,そ れ ら各 回線の 相 互 を接 続す る必 要の あ る

場 合,情 報量 は 少 な い が通 信 した い対 地 の多 い場 合,あ る いは1本 の 回線 をデー タ伝 送 と電 話

等 多 目的 に使 用 した い場 合 が考 え られ る。 これ らの要 望 に対 して 現在 実施 され てい る サ ー ビス

あ るい は近 く実施 さ れ ようと して い る サー ビス をつ ぎに述 べ る。

(1)デ ー タ伝送 回 線 の相互 接 続

デー タ伝 送回 線 相互 間 を電気 的 に接 続す る と,市 外区 間 の中 継回 数 の増 加 あるい は,利 用

者 宅 内 に設置 す る 変復 調装 置 数 の増 加等 に よ り遅延 歪 特性 等 の 伝送 品質 に悪影 響 を 及ぼ す こ

とにな るの で,電 気 的接 続 に よ る相 互接 続は実 施 してい ない。 した がっ て,相 互 接続 を実施

す る場 合 には接 続 個 所 に おい て紙 テ ー プ,紙 カ ー ドな どの中 間 記録 媒体 に一 旦 記録 し,そ れ
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を 目的の デー タ伝 送 回線 へ転 送 す る形 とな る。 第8-1図 にそ の一例 を示す。

② デー タ伝 送回 線 の混 合 使 用

第8-1図 相 互 接 続 の 例

大 阪

○

名 古 屋

○へ

＼

中 間
記 録
媒 体

東 京

○

市 外 伝送 路 と して普 通 第3規 格 回線 を使 用す る場 合,交 互 切 替に より変 復調 装置 に付属 し

て い る 電話 機 に よる通 話が 可 能 で ある。 ま た,複 数 個 の デ ー タ宅 内装 置 を交互 に切 替 え て使

用 した い場合 には 第8-2図 に示 す よ うな方 法 に よ り行 な う ことが で きる。

第8-2図 混 合 使 用 の 例

切 替 キ ー
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/
円
]

デ ータ… コ

電
話

/
⊥
X

伝 送 路

変復調装置

〒,
タ「}一

電
話

標準 イン ター フェイス

変復調装置

デ ータ
宅内装置

標準インターフェイス

(3)デ ー タ伝 送回 線 の 分 岐

情報 量 は少 ない が通 信 したい対 地 の 多い場 合 等,専 用回 線の 高度 利 用 をは かる ため考 え ら

れ た サ ー ビス で あ って,近 く実施 さ れ る予 定 で ある。 この サー ビス は,市 外 専 用 回線(普 通

第2規 格 お よび 普 通第5規 格)の み を対象 と して実 施 さ れ る もの で あり,分 岐 の種 類 と して,

"片 方 向分 岐"と"両 方 向 分 岐"の 二種 類が 予定 され てい る
。 この サー ビス はいず れ も4線

式 回線 につい て の み 実施 され る予定 で ある。2つ の方 式の 機 能 は つ ぎの と お りで ある。
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① 片方 向 分 岐 ・ 、

第8-3図 に示 す よ うに分 岐端 末 か ら一 定 の方 向に 対 して のみ 通 信が 可 能k方 式 で ある 。

打合 電話 の 使 用 は セ ンタ(デ ー タ宅 内装置A)と の 間 でのみ 可能 で ある。

第8-3図 片方 向分岐 回線
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② 両方 向分 岐

第8-4図 に示 す よ うに分岐 端末 か ら両方 向に 対 して通信 が 可能 な方 式 で ある。 この場

合 は,い ず れの デー タ宅 内装 置 相 互 間 で も電 話 の使 用 が可 能 で ある。

第8-4図 両方 向分 岐 回線
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8.1.2現 行 料 金

デ ー タ伝送 回線 の料 金 は専 用回 線 料 と変 復 調装 置 の料 金 とか ら成 ってい る。 ま た,こ の料 金
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は,長 期専用の場合,月 額であるのに対して,短 期専用の場合には;日 額で定めてある。料金

の内訳はつぎのとおりである。

(1)新 設時の料金

工事費および変復調装置の実費に相当する額の債券

② 毎月の使用料

回線料および変復調装置の使用料

⑤ 変復調装置に付属している打合用電話機を使用する場合(混 合使用料)

市外回線の1割 増 し

第8-3表 ～第8-5表 にそれぞれ"新 設時および毎月の使用料""市 内回線専用料"

"市 外 回線専 用 料"を 示 す
。

第8-5表 新設 時 およ び毎 月 の使用 料

区 分 200ビ ッ ト/秒 用 1,200ビ ッ ト/秒 用

新

設

の

場

合

工論

議 引 込 線
2線 式 10,000円 10,000円

4線 式 20,000円 20,000円

債

券
変復調装置

2線 式 265,000円 295.000円

4線 式 255,000円 280,000円

毎

月

の

使

用

料

回

線

市 内 専 用 両方の設置場所と電話局との間の直線距離に
応 じた料金(第8-4表 参照)

市 外 専 用

両 電話 局間の直 線距 離 に応 じた料 金(第8-

5表 参 照)に 電話 局 か ら設置場 所 ま での 端末

回線 の料 金 と して400円(2線 式)ま たは

800円(4線 式)を 加 算 した料 金

変 復 調 装 置
2線 式 6,500円 ス000円

4線 式 6,000円 6,500円

混 合 使 用 料 市外回線専用料の1割 増 し
(打 合せ電話を使用する場合)
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第8-4表 市 内 回線専 用料

区 分
料 金(円)

2線 式 4線 式

長

期

終

日

専

用

取 扱 局200m

相 互 間 ま で ごとに
80 160

上
記
以
外
の
回
線

区
域
内

500n1ま で 200 400

500mを こ え る

200皿 ま で ご と に
80 160

特 別
区 域

100皿 ま で ご と に 40 80

区域外 〃 〃 55 110

短 期 終 日 専 用 1回 線 ご・とに 日額700円

第8-5表 市外回線専用料

区 分
1回 線1k皿 ま で ご とに

月 額(円) 日 額(円)

普 通

第1規 格

20kmま で 550 22

21～40km 500 20

41～240km 400 15

240kmを

こ え る もの
300 10

普 通

第2規 格

20k皿 ま で 2,040 80

21～40km 1,040 45

41～240k皿 590 50

240kmを

こ え る もの
440 20

普 通

第5規 格

20k皿 ま で 4,500 270

21～40kln 2,300 155

41～240k皿 1,300 75

240kmを

こ え る もの
1,000 60

一128一



「

8.2国 際 デ ー タ伝 送 の料金 の 現状

国際 デ ー タ伝 送業 務 は,専 用 回線 に よる もの と交 換 回 線網 を通 じて行 な う もの とに 分け られ

る。 従 って以 下 これ らにつ いて述 べ,最 後 に 日本 の 現状 を簡単 に紹 介す る。

8.2.1専 用 回 線 デ ー タ伝送 の料 金

まず,OCITTに おけ る勧 告 をみ る と,大 陸 間専 用線 の料 金 につ いて は 目下 研 究 の段 階 で あ

るが,欧 州 大陸 内 の 専 用回 線 につい ては次 の如 く規 定 さ れてい る。 す なわ ち,そ れ が電 話 形回

線 であ るか 電信 形 回 線 であるか をま ず 区別 す る。 そ こ で音 声 伝送 の ための 電話 形専 用回 線の 料

金 を基 準 つ ま り1と した場 合,こ の 回線 をデ ー タ伝 送 に用 い るな ら4/3の 料 金 を徴収 し,ま

た,鶴 形専eeN$ftva対 して はそ の 速 度 が50ビ ツ ゲ 私100ビ ・ ト/秒 ・200ビ ・ ト

/秒 の い ず れ で ある か に よ ってそ れ ぞ れ0.4,0.6,0.8の 料 金 を徴 収 す る。 と勧 告 してい る。

そ して 事実 ヨー ロッパ大 陸 内の デー タ 伝送 で専 用 回線 に よ って行 な ってい る場 合 の料金 は この

勧 告に 従 ってい る。 しか じ,OOITエ で勧 告 さ れて い ない大 陸 間回線 の料金 につ い ては 関係 主

管 庁 の 間 でそ の 都 度 協議 して決 めてい るの が 現状 で ある。 第8-6表 に代表 的 な大 陸 間専用 回

線 の現行 料 金 の例 を示 す 。 これ らは い ずれ も両端 の通 信業 者 に支払 われ る賃貸 料 の総額 で ある 。

第8-6表 代表 的大 陸 間専 用 回線 の賃貸 料(月 額:$)

音声級回線 特 号 伝 送 回 線
区間(経 由)

現 行 料金 1,200ビ ッ ト/秒 200ビ ッ ト/秒 75ビ ッ ト/秒 50ビ ット/秒

日本 ・英 国 間

(英連邦太平洋 53204 9559 8,690
ケー ブル)

日本 ・米本 土 間

(太 平 洋 ケー プ 23,500 11,550 ス700 ZOOO
ル)

米 国 ・英 国 間

(大 西 洋 ケー プ 13715 5,100
ル)

8.2.2交 換 回線 網 デ ー タ伝送の 料 金

これ につ い て は米 ・英 を 中心 とし既 に欧 米 間 では数 年 来実 施 され て きてい る が,亡 こでは 次

に 示 す代 表例 に おけ る業 務 内容 とそ の料 金 につ いて,公 開 さ れた 資料 を基 に して紹 介 す る。

(1)国 際 デ ー テル 業 務 とそ の料金

本業 務 は米 国側 で 専 用交換機 及び回 線網を用い,欧 州 側 で は公衆 電話 交換 網 を使 って600
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又 は1、200ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 を行 な う もの で,1964年10月 米 ・英 間 で初 め て

開始 され,現 在 は米 国 と英 国,仏,ド イツ,ス エーデ ン,オ ランダ,デ ン マー ク,ス イス,

フ ィン ラン ド,ノ ル ウ ェーの諸 国間 で行 なわ れて い る。現 在 この業 務 の米 国 国 内(RGAC,

ITT)に おけ る 加入 者 は42社,英 国 では24社 を数 える 。通 信 のた め の連絡 は 電 話 に よる

手 動方 式 であ って,相 手 国の 加 入 者 を直接 呼 び 出す 半 自動運 用の 段 階 に ま では いた ってい な

い 。欧 米 大陸 間の本 業務 に対す る料 金kら びに米 国国 内 回線 の使 用料 ,装 置料 等 を第8-7

,表 に示 す 。

第8-7表 米 国 にお け る 国際 デ ーテ ル の料 金

米国 ～英,仏 独,デ ン マーク,ス ウェー デ ン,オ ラ ンダ,ス

イス 等

最初 の5分 間12ド ル

超 過1分 ごと4ド ル

国 内回線 使用 料a)国 際 通 信関 門 局所 在地 の利 用 者 には,会 社 より市 内専 用 回

ま た は 通 信 料 線 が無料 で 提供 され る。 ただ し,通 信 料 の 月 間最 低保 証 額

を75ド ル と し,通 信料 月額 が これ にみ た ない場 合 で も,

75ド ル 徴収 さ れ る。

b)WUの 広 帯 域通 信交 換 サ ー ビス 加入 者 に対 す る ニ ュー ヨー

ク国 際 デ ー テル セ ン ター ま での通 信料 金 は,発 着 と も,

分 間4ド ル の国 際料 金 に含 め られ る。つ ま り,加 入 者の 追

加 負担 は ない。

c)AT&Tの デー タホ ー ン加入 者 は,ニ ュー ヨーク お よび サ

ン フ ランシス コま での通 信 料 金 を発 着信 とも 自己 負 担 とさ'

れ る。

サ ブ セ ッ トお よび送 受信 装置 は,加 入 者の 自営 ま たは会 社 か ら
の賃 借の いず れ で も よい。賃 借 の場 合 の 料金 は,つ ぎの と おり

で ある。
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茜
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なち 米国においては本業務で障害が発生 した場合に通信会社の支払う賠償額について規定

している。在来の加入電信では伝送系の障害によって加入者の機器が使用不能になった場合で

も,加 入者にその機器使用料を返還する ことはなかった。しかし,デ ーテル業務においては,

伝送系の障害時分に応 じて通信料のほか機器使用料をも返還することや,ま た保険制度が あっ
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て,加 入 者が特 別 保 険料 を予 め払 って おけ ば,障 害時 には そ の コール相応 の賠 償 が なされ る

な どの制度 も存 在 してい る。

② デー タ テ レック ス とそ の料金

本 業 務 はROAGが1962年9月,NewY。rk～L。nd。n間 で開始 した国際 デ ー タ伝送

業 務 で,'米 国 側 と同様 欧州 側 の関 門 局 と加 入者 も専用 線 で接 続 され てい る。 半 二 重通 信 で速

度 が2,000ビ ッ ト/秒 ま での デー タ か,ま たは60回 転/分 の ファクシ ミル の伝 送 が可 能

で ある。 デ ータテ レック スの 国際 通 信 料金 はニ ェ ー ヨーク発 着 の場 合最初 の10分 間は40$

と し,超 過1分 ご とに4$と 定 め てい る。 なお,1T[1]で デー タテ レ ックス とい う場 合 は,

米 国 ・ス イス 間の デー タ伝 送 で,そ の連 絡 の 設定 を テ レ プ リンタ ー で行 な う もの を 指 して お

り,料 金 は デー テル と同 じで ある。

(3)ヨ ー ロッパ 大陸 内 デ ー タ伝 送 の料 金

一 般交 換電 話網 を利 用 してデ ー タ伝 送 を行 な う場合
,そ の速 度 は1,200ビ ッ ト/秒 ま で

で あるが,料 金 は電 話通 信 料 と同 一 で ある。 このデ ー タ伝 送 は,原 則 として,自 動交 換 対 地

間 に限 られ,主 管 庁 と して は,デ ータ通 信 が幾 コー ル あっ たか 把 握す る ことは 不可 能 で ある。

西 独 では1967年1月 か ら200ビ ッ ト/秒 まで の速 度 の デーー一夕交換 専 用 網 を設 置 し,

そ の 国際 的 な拡張 を計 画 してい る。 この場 合 の通 信料 は,電 話 通話 の料金 より低 くな る模 様

で ある。

(4)AIRCON業 務 とその 料 金

特 定 加 入者 を専 用 線 で結 び電 子 計算 機 を使 って相 互の交 換 と,更 にはデー タ処理 業 務 ま で

提 供す る新規 サ ー ビス が あ る。 デー タ伝送 料金 と直接 関 係 は ない が参考 と してRGAGの

AIROON業 務 を要 約 して 紹介 す る。

AIRCON業 務 は24時 間運 用 で あ る。 回線の 構成 は,単 方 向,半 二重,全 二 重 の いず れ

で も可 能 で あって,料 金 は100語/分 以下 の 速度 の専 用 回線1回 線 につ き最 低 月額350$

とし,1ケ 月の通 信量 が35,000通 を越 え る分 につ い ては,1通(220語)ご とに1セ ン

トを課 金 す る。 この業 務 の 加入 者 は国 内 区 間 お よび国際 区 間 の専用 線 を関 係の 通信 業 者 か ら

直 接賃 借 しなけ れ ばな らな い。

8,2.5我 が国 に於 け る現 状

日本 か ら諸外 国 に対す る国際 デ ー タ伝 送 業務 は いず れ 近い 将来,本 格的 に 実施 の 運 び とす べ

く計 画が進 め られ てい る。

専用回 線 で これ を行 な う場 合 の 料金 は第8-6表 に示 した 現行 の専 用 回線 の賃 貸料 が基 準 と
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なろ う。 現 在販 売 してい る音声 級専 用 回線 は,ケ ー ブル 回線 と衛星 回線 を経 由 して米 国 お よび

フ ィ リッ ピンに数10チ ャンネル あ り,一 方 符 号伝 送 回 線 とし ては 現在 ケ ー ブル 回線 で最 高

75ビ ッ ト/秒 の速 度 を提 供 してい るが,メ ッセL・一・ジ伝 送の み に使 用 され て い る状 態 である。

現用の テ レ ックス 回線 も初 歩の デー タ伝 送 に使 用可 能 で あ り,念 の ため この料 金 を付記 す る と,

最 初 の3分 間ま で が9$,そ れ を超 過す る1分 毎 に3$と い う課 金 にな って い る。

一132.一



第9章

電子計算機要員に関する報告





9.電 子計算機要 員に関する報告

91は し が き

情報産業の中で,電 子計算機の占める地位は高く,か つ大 きい。しかし電子計算機が,そ の

機能を充分に発揮し得るか否かは,単 に機械自体の物理的条件,す なわちハードウエアの能力

のみ に左右 され る もの では ない。 む しろ,物 としての電 子 計 算機 が,情 報処 理の 段階 で,充 分

にそ の機能 を発 揮 し得 るた め に は,電 子 計 算機 組織 の管 理及 び運 営 の 面 に,周 到 な準 備 と対 策

とが な され なけ れば な らない。

この こ とは,や や もす れ ば電 子計 算 機 導入 にあ た り,そ の メ リ ッ トであ る人件 費の合 理 化
,

労 働 力 の節減 等 のみ が大 き く取 り上 げ られ た結 果,そ の 前提 条件 で ある作業 要員 の重要 性 に つ

い て,認 識 を欠 か れ た点 は遺 憾 で ある。 最近 漸 く作 業 員 の 重要 性 が認 識 され
,将 来 に おけ る要

員確 保 の 問題 が,緊 急 事 と して取 り上 げ られ る に至 っ た。

本調 査は,こ の よ うな現 状 に対処 す るため,緊 急 に実体 を把 握 し,そ の結 果 に基 づ いて,将

来 に おけ る作業 要 員 の 需要 を推 定 し,以 って 対策樹 立 の 資料 の 一端 に加 え られ る こ とを切望 す

る もの で ある。

9.2要 員 の 職 種

電子 計算 機 の要 員 は,こ れ を使 用 す る立場 に あっ ては,下 図 の如 き職 種 に区 別 さ れる。 しか

しこれ ら職種 の 作業 内容 は,必 らず し も明確 に 区別 され てい ない。 この ことは,わ が国の み な

らず,諸 外 国 も同様 で あ り,ま たそ の ような事 情の ため に,要 員 に関 す る詳 しい統 計 資料 も不

足 してい る。 更 に 最近 の 傾 向 と して は,電 子計 算機 自体 の進 歩 に伴 い,そ の運 営 面 の拡 大 強化

か ら,新 しい 職種 の誕 生 も考 え られ る現状 で ある。

一 方 メー カー側 及 び輸入 販 売 会社 側 の要 員 は
,い わ ゆる ユ ーザ ー側要 員 の職種 とは一 致 しな

い。

特 に メー カー側 の職 種 別 要員 につ い ては,メ ー カー 各社 が,独 自の方 針 を打出 してい る上 に,

経 営政 策 の 面 か ら,そ の内 容 の 公表 を避 け る傾 向に ある ため,ユ ー ザ ー側要 員 と は区別 して調

査 を行 な った。

一155一



電子計算機要員

ユーザ ー 側要員

メーカー側要員

輸入販売会社側要員

オ ペ レ一 夕 ー

プ ロ グ ラ マ ー

シ ス テ ム ア ナ リ ス ト

ス ー パ ー バ イ ザLま た

は マ ネ ジ ャー

※ 電 子計 算 機 要 員の 中 に,パ ンチ ャー を包 含 させ る考 え方 もあ る。 しか

し,パ ンチ ャー は,そ の作 業 教 育訓練 等の 面 で,上 記 の 職 種 と全 く異

る の で,本 調 査 では 除外 した。

9・3職 種 に よる作業 内 容

電 子 計 算機要 員 の作 業 内 容 の あ らま しは次 の通 りで あ る。

(1)オ ペ レー ター一

完成 した プ ログ ラム を用い,指 示され た作業 を,電 子 計 算機 の操作 技法 に従 って,操 作 す る

技 術 者 をオ ペ レー タ ー と呼 ん で い る。

電 子計 算 機 の規 模 の大 小 に よ り,ま た作業 内容の 複 雑牲 等 に よ り,操 作技 法 そ の もの も複 雑

多岐 で ある。従 っ て習得 技術 に よ リシ ニヤ ーか ら ジュニ ヤ ー に至 る区 別が ある。

② プ ログ ラマ ー

電 子計 算 機個 々の機 能 を合 理 的か つ能 率 的 に運 営 して,情 報 処 理 を適 確 に 行 な わせ る た め に

は,機 械 が一 連 の処 理 を誤 りな く,順 序 正 しく作 動 ナる ように仕 組 ま なげ れば な らない。 そ の

ため に は,機 種 に よって異 る一 定 の約束 に従 った,記 号 や計 算 機言 語 の組 合せ の 形 で,作i業 の

内容 を編集 し なけれ ば な らない。

一 般 に簡 単 な作 業 は
,簡 単 な記 号 や計 算 機言 語 の連 続 として表 わさ れ るが,規 模 の 大 きな機

械,つ ま り大型 機 を使い,複 雑 な作 業 を能 率 的 に行 な わせ る よ うな場 合 に は,数 万 時 には 十数

万に及ぶ 記号 と 言語 が,正 し く編 集 され は じめ て所 期の 目的 が達 せ られ る もの で あ る。

この ように編集 され た,作 業 の 解 明結 果 を プ ログラ ム といい,プ ログ ラム を編 集 す る者 を プ

ロ グ ラマ ー と呼 ん でい る。 プ ログ ラマ ー もシニ ヤ ーか らジ ュニ ヤ ーに 至 る区 別 が あ る。

プ ログ ラマ ー と しての適 性 は,作 業内容 及 び作 業 目的 に通 じ,且 つ 機械 機 能 に精通 してい な

けれ ば な らない。 従 って その養 成 には数 年 を要 す る。

-154一



一般 に プ ログ ラマ ー とオ ペ レータ ー は区別 されて呼 ばれ て い るが
,両 者は必 らず し も共 通性

が ない わけ では ない。 例 え ば,プ ログ ラマ ーが オペ レー タ ー と して,自 己の 編集 した プ ログ ラ

マ ム によ って作 業 を実 験 す る こ とは 珍 ら しくない。

電子 計算 機 自体 の技 術革 新に よる 大型 化や 高 性 能化の 傾 向 は,同 時 に職種 と しての プ ログ ラ

マ ーの適性 水準 を 急速 に高 めつ つ あ る。

㈲ シス テム ア ナ リス ト

電子 計算 機 を体 系的 且 つ 有機 的 に情 報 処理 の 目的 に使 用す るに あた フ て,プ ログ ラマ ーの思

考 と立 案を容 易 にす る と同時 に,電 子 計算 機 の 機能 を合 理 的に 運用 す る ため,作 業 内容 の 実体

を,機 械 機 能 に応 じ て分 解 し,個 別 的に細 分化 した 形 で究 明 した結 果 を,記 号 も し くは約束 に

基 づ い て,機 械 中心 に編集 しな お した結 果 を図示 した もの を ブ ロックダ イヤ グラ ム と呼 ん でい

る。 こ4)ダ イ ヤグ ラム を編集 する 技術 者 が シス テ ムア ナ リス トで あ る。'

シス テ ム アナ リス トの重 要 性 は,電 子 計算 機 の性 能の 向上 と,大 型化 とに よって 高ま りつ つ

あ る。

(4)ス ーパ ー バ イザ ー ・マ ネジ ャー

電子 計算 機 を運営 管 理 す る直 接 の責任 者 で ある と同時 に,シ ス テ ムア ナ リス ト,プ ログ ラマ

ー 及びオ ペ レー タ ー等 の監 督 及 び指導 を行 な うのがス ー パーバ イザ ー で ある
。 ス ー パー バ イザ

ーは マ ネ ジ ャー と呼 ぶ こ と もある
。

この職種 には,電 子 計算 機 の各 種 の 職 務 を経 験 し,企 業 内部 に あ って 企業 活動 の本 質 を理 解

した もの が ある。

ス ー パー バ イザ ーに 対す る需 要 もま た,電 子 計 算 機の 大型 化 及 び 高性 能化 か ら来 る傾 向 と,

企 業 の成 長 に よる応 用 分 野の 拡充 化 等 か ら,近 年 い よい よ高度 化 しつつ ある。

適性 と しては,技 術 的 に勝 れ てい るば か り でな く,管 理職 と して必 要 な能 力 を身 につ け た,

幅 広 い性 格が 必要 で ある。

9.4職 種別人員構成

電子計算機要員を,職 種別にその構成を検討することは,そ れぞれの職種に応じて,要 求さ

れる作業員の適性が,必 らず しも画一的でないところから重要なことである。しか も職種別構

成割合は,簡 単なものではない。

職種別人員構成を左右する条件を大別すると

(D電 子計算機の規模の大小

一155一



(iD技 術計 算 か 事務 計 算か,あ る い はそ の組合 せ か

(i|D作 業 内 容

(IV)電 子計 算機 へ の デ ー タ送 り込 み 方式 ¢!別(パ ッチ方 式 ・リヤル タ イム方 式 等)

(V)電 子計 算 機 導入 後 の経 過年 数 に よる差 異

等 で あ る。

今 回 の調 査 では,ア ン ケー トに対 す る回 答者 側の 受入 れ 態勢 か ら,こ れ らに対 す る充 分 な調

査は 困 難 で あったの で,マ ク ロ的 に実体 を把 握 し,そ の 結果 をプ ラン ドン氏 手法 と対 比 す る こ

とに よ って,職 種 別 要 員 関 係 の対策 を,綜 合 的 に把 握す るこ と と した。

一 般 的 の傾 向 と しては
,電 子 計 算 機 の規模 が大 き くな り,企 業 活 動が拡 大 して いけ ば,シ ス

テ ムア ナ リス ト,ス ー パ ーバ イザー 等の 職種 の比 重 が増 加す る と考 え られ る。 ま た技 術 計 算 の

目的 に使 用す る場 合 は,事 務計 算 の場 合 に比 べ,そ れぞ れ の専 門 的分 野 の計 算に,そ れぞ れ の

専 門家 が要 員 と して 必要 な こ とか ら,要 員数 として は 多 くな る傾 向が ある。 更 に経 過 期間 に よ

る区 別 では,導 入直 後 に は,プ ログ ラマ ー が比 較的 多数 を要 す る とする 傾 向は 当 然 で ある。

95要 員 数

電子 計算 機関 係 の要 員 数 につ いて の需要 予 測 は,各 国 と も充 分 に 関心 を払 ってい るが,そ れ

に も係 らず ま とま った,信 頼 出来 る統 計 資料 は あま り公 表 され て い ない。

要 員 数の 調査 は,当 然職 種別 に検 討す べ きこ とは既 に述 べ た。 しか しわ が 国の場 合,実 情 と

しては,要 員数 が充 分 に充 足 さ れて い ない とい う理 由 の外 に,作 業 の 縦 割制 の問 題や,電 子 計

算機導入後の期間が,比 較的短いというような理由もあって,職 翻 腰 員数の実体はつかみ難

い。

一 方 理論 的 に
,そ れぞ れ の機 種 に応 じて要 員数 が推定 さ れ る,と す る 意 見 も あ るが,具 体 的

の人 数 に な ると,か な りの相 違 がみ られ る。

今 回 の調 査 で は,出 来得 る限 り職種 別 の要 員 把握 に重 点 を おい た が,職 種 別 に人員 の報 告 が

あったの は,回 答 老 の半 分 以下 に過 ぎな か っ たの で,止 む を得 ず米 国 の 調 査結 果 も参考 に して

検 討 を行 な った。

要員 数 の調査 に当 っ て考 慮 を要 す る点 は,交 代制 の問 題,オ ー プン制 か ク ローズ制 かの別,

作 業 員 の一 日平 均実 働 時 間等 が ある。 ま た将来 の機 械 設置 予定 につ いて も,考 慮 を払 う.べき も

の と考 え る。 そ の為,こ の調査 で はそ れ らの 条件 を考 慮 に入 れた。

一136一



9.6要 員数に関するブラン ドン氏手法

電子計算機の要員数に関する統言俵 は余り公表されていない。しかしわが国の現状を把握 し,

同時に将来を推定する工 で,参 考に値するものとして,ま た推定計算の一部にその手法を導入

した もの に ブ ラン ドン 氏 の手法 が ある。、あ らま し は次の 通 り で ある。

ブ ラン ドン 氏 の手法 に よれ ば,先 ず 電子計 算機 の規 模 を,月 間 の使 用料金 に よって,次 の よ

うに4段 階 に区別 す る。 す な わち

小 型 機 … … 月額72万 円(2,000ド ル)以 下

中 型 機 ・… ∴ 〃72万 円以 上288万 円(8,00、Oド ル)以 下

大 型 機 … … 〃288万 円以 上900万 円(25,000ド ル)以 下

超 大 型 機 ∴ … ・ 〃90'0万 円以 上

の4段 階 であ る。

この4段 階 はそ れぜ れオペV－ 夕ー,プ ログ ラマ ー,シ ス テ ムア ナ リシス トが一 定 の構 成 比 率

で定 ま る もの とす る,と い うの が手 法 の基本 の考 え方 の第 一 で あ る。 そ の機械 規 模 別人 員 構成

は 第9-1表 の通 りであ る。

第9-1表

機械規模 オ ペ レ ー タ ー プ ロ グ ラ マ ー ア ナ リ ス ト 合 計

小 型

中 型

大 型

超 大 型

1.5人

2.5

、

5.0

8.0

1.5人

「

5:0

8.0

15.0

0.5人

20

4.0

90

5.5人

95

170

32.0

第2段 階の考え方の特徴は,要 員算定用の機械台数の算出方法にある。 これは必 らずしも設

置台数をそのまま用いていないで,現 在の設置台数と将来の設置予定台数を取b入 れて,第9

-2表 に示 した式で算出した∂の値が
,要 員算定用の機械台数とするのぞある。

第9-2表

型

型

型

型大

小

中

大

超

d!=0.75a十 〇.8ゐ

〔1=0.7α 十 〇.7カ

d=0.95α 十 〔〕.6ゐ

くf=α_ト10.6力

こ こに,α は 現在 設置 台数,カ は 設

置 予定 台数 を表 わす。

上 の式 の係 数 の 決め 方 につ い て は,

ブ ラン ドン氏 は説 明 してい 左い。
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ブ ラン ドン氏 は上 の 手法 に よ って,1964年 にそ の年 と1970年 の要 員数 を推定 し
,ま

た19 .66年 に も1970年 の要 員数 を推 定 し発表 してい る。

ζの2つ の 推定 値 は,必 らず しも,近 い 数 字 を示 して い る と はい え な吟。 その原 因 は,設 置

台数 の予 測値 に差 が あ った こと と,電 子計 算機 技 術 のハ ー ド面 と ソフ ト
.面との 両 面 の進 歩 に あ

る と考 え られ る。

9.7技 術 開 発 と要 員数 の関係 ・

電子 計 算 機 に 関連 す る技 術の開 発 は,文 字 どお り 日進 月 歩 で あ り,そ の こ とは,当 然作 業 要

員の 質 と量 に関 連 せ ざる を得 ない。

一 般 に技 術 の 開発 は
,こ れ を電 子計 算機 自体,す な わち ハ ー ドウエア の 開発 と,電 子計 算機

を使 う上 に おけ る,各 般 の 便 宜の 面 におけ る,い わゆ るソ フ トウエ アの 開発 とに 区別 して考 え

るの が普 通 で あ る。

この 両 面 にお け る開発 は,結 論 的 に は,作 業 要員 の減 少 を もた らす もの と考 え られ る。 しか

し,要 員 数 を職 種 別 に 区別 す る な らば,必 らず し も全 職 種 が一 様 に,そ の数 を減 少 する もの で

はな い。 主 な もの につ いて は内 容 を検 討す る と,次 の通 りで あ る。

(i)ハ ー ドウ エア が 進歩 す る こ とに よ リオペ レー タ ー 要員 は,や や減 少 する であろ う。

(iD機 能 の高 性 能化,規 模 の大 型 化,ソ フ トウ エア の 開発 等 に よ り,シ ス テ ムア ナ リス ト,

ス ー パ ー バイ ザ ー等 の,高 度 の技 術 を必要 とす る要員 へ の 需要 は増 加 す るで あ ろ う
。

(liD自 動 プ ログ ラ ミン グ方 式 の確立 及至 開発,プ ログ ラム ラ イ,ブラ リ一等 の整備 拡充 は,

シ ステ ムア ナ リス ト及 び プ ログ ラマ ーの要 員 数 を減少 させ るで あろ う。

大略 以 上 の 如 く,電 子 計 算 機 を中 心 とす るハ ー ド,ソ フ ト両 面 の進 歩 は,結 論 的に は,要 員

数 を減 少 させ る こ とは 間違 い ない と考 え られ る。 しか し,量 的 に幾 何の人 数 が軽 減す るか とい

う点 で は,必 らず しも意 見 は一 致 しない。

これにつ い て ブ ラン ドン氏 は,職 種別 の要 員 構成 比 率 を1964年 と1970年 とを比較

し,第9-5表 の よ うに 軽 減す る ものと して い る。

第9-3表

機 種
プ ロ グ ラマ ー ア ナ リ'ス ト 合 計

現 在 将 来 現 在 将 来 現 在 将 来 現 在 将 来
小 型

中 型

大 型

超大型

1.5人

25

5.0

8.0

1.0人

1.5

5.0

5.0

1.5人

5.0

8.0

15.0

1.0入

5.0

5.0

10.0

0.5入

2.0

4.0

90

04人

1.8

5.5

8.0

3.5入

95

170

52.0

2.4人

6.5

11.5

25.0
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この 表 で うか が え る ことは,電 子 計算 機 を 囲む諸 種 の 技術 開 発が,要 員 に及 ぼす 効果 は ,オ

ペ レー タ ー及 び プ ログ ラマ ーの節 減 に大 きい と い う ことで あ る
。

9.8現 状 の把 握 … ・… 調 査の 対象 及 び 内容

電 子計算 機 要 員数 に 関す る綜 合 的 な調 査 の 第一 歩 は,現 状 の把 握 か ら 出発 しな けれ ば な らな

い。 しか し一 方 にお いて は,調 査結 果を 緊 急 に ま とめ上 げな けれ ばな ら ない とす る,今 回の 調

査 の特 殊性 も あ って,止 む を得 ず東 京地 区を 中心 とす る,62社 を 対称 として 行 な った。 調 査

の 内容 にっ い て概 略を 述べ る と次の よ うで あ る。

調 査 の 対 象

イ 地 域

東 京 都 お よ びそ の周 辺地 区

ロ 機種 お よび規 模

FAGOMHITAOIBM

NEAGTOSBAGUN1†AC

の6機 種 につ い て,規 模 は小型 機 よ り超 大型 機 に至 る全 規 模の4種 類

ハ 使 用 者 の 業 種

中 央 官 公庁 地 方 自治体 公共 企 業 体 金 融保 険及 び証 券業 機械 器具 製造 業 建 設 業

化学 工 業 商業 及 び サー ビス業 鉱 業 等

二 使 用 目 的

技術 計 算 事 務 計算 及び両 者 併用

ホ オー プ ン制 及 び ク ローズ 制 の別

オー プ ン制 及 び ク ロー ズ 制の両 者

へ 交 代 制 の 別

原 則 と して無 交代 ま た は2交 代 制

ト 将来 の設 備計 画 に対 す る配慮

等 である 。

以上 の諸 項 目につ い て,調 査結 果 を ま とめ る と次 の通 りで ある。

a機 械 規模 大 小 の別

62官 公 社 か ら集 計 され た結 果 を,規 模 の大 小に よって ま とめ る と次表 の通 りで あ る。
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第9-4表

規 模 既 設 台 数 発 注 台 数 合 計

小 型

中 ・ 型

大'型

超 大 型

43台

68

59

『12

92台

12

12

7

45台

80

51

19

合 計 162 55 195

既 設 台数1社 平 均2.6台

発注 高 を含 め1社 平 均5.5台

b使 用 目的 に よ る内訳

技 術計 算 のみ2社

事 務計算 のみ35社

技 術 ・事 務 併用25社

cオ ー プン制 ・ク ロー ズ制 の別

オ ー プ ン制 とク ロー ズ制に 関 する 区別 では,オ ー プ ン制 を行 な ってい る会 社 は2社 に過 ぎ

ない。 残余 の60社 の うち9社 は部 分的(プ ログ ラ ムの み,ま たは 限 られ た作 業 の みの 如 き)

にオ ー プ ン制 を採用 し,他 は総 てク ローズ 制 であ る。

d交 代 制

交代 制 勤務 の実体 につ いて は,62社 の うち,2交 代 制 以上 を実施 して いる 会 社 は少 ない 。

次の通 りで あ る。

交 代 制 な し36社

2交 代 制12社

5交 代 制2社

そ の 他12社

合 計'62社'

す なわ ち大部 分の会 社 は 交代 制 を採 ってい ない 。2交 代 制 また は随 時 交代 制 を取b入 れ る会

社 がそ れ に次い でいる。

交代 制 勤 務の 点 で,欧 米 の実 状 と異 る点 は,わ が 国の場 合,種 々の 理 由 で交代 制 とい う制 度

が確 立 さ れ て い ない点 であ る。 従 って3交 代 制 の如 きは 殆ん ど見 られ ない。
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交代 制 の 問題 は,要 員 数 の算 定 に当 って,重 要 な要 素 で あ る。

e1日 平 均 実働 時 間

交 代制 勤 務 に関連 して,平 均1人1日 の実 働時 間数 につ い て調べ る と,次 の通 りで ある。

交 代制 勤務 が,制 度 として 確立 して い な い現段 階 では,作 業員 の 実 際の勤 務時 間 は,ア ン

ケ ー トの結 果 に よる 次 の表 の数 字 よ り,若 干 多 い もの と判 断さ れ る。

1日 平 均実 働時間 数

6時 間 以 下

7時 間 以 下

8時 間 以 下

9時 間 以 下

9時 間 以 上

そ の 他

合 計

将来の増設計画

社

社

社

社

社

在

社

2

7

1

9

0

ズ」

2

2

2

6

f

将 来 の設 備 計 画ま た は発注 済機 種 の現在 設 備 との 関 係 は,前 述の第9-4表 の通 りで ある。こ

の表 か ら要 員関 係 に関連 して考 え られ る こ とは,増 設さ れ る機種 は,比 較的 現存 の機種 より大

型 化 さ れ る傾 向 が見 られ る とい うこ とで ある。 これ は換 言す れ ば,1台 あた りの 要員数 が,現

在 の もの よ り多 くなる傾 向に ある。

9.9現 在 の 要 員数 把握LT,tv;

現状 にお け る要 員数 の 実体 は,出 来 得れ ば職種 別(オ ペ レ ー ター,プ ログ ラマ ー等),機 械

規 模別,経 験 年 数別,1勤 務交 代 制別 等 に区別 して 集計 す る こと が望 ま しい。 しか し,ア ン ケー

トに対する時間的制限,回 答者側の受け入れ態勢の条件に左右され,今 回の調査では綜合的な

数字をまとめるに止めざるを得なかった。

ω 一台あたりの平均要員数

62社 から寄せ られた回答に基づき,設 備台数 と要員数を集計すると次の表の通りである。

第9-5表

懇 到一一巳⊇ 一
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この結 果か ら,機 械 規 模 を考 慮せ ず に,単 純 に1台 平 均 の要 員 数 を計 算 す る と14 ,5人 で あ

る。 しか し,こ うい った表 現 は粗 雑 に過 ぎるの で,以 下 順次 分析 しな が ら調 査 を 進め る。

一 般 に要 員 数 を各 職 種 に分類 して 調査す る ことは 困 難な場 合 で も
,監 督指 導 に あた るス ー パ

ー バ イザー を区別 す る ことは可 能 で あ る
。 この 区別 に従 うと,62社 か らの 回 答 に よ れば 次表

の結果 とな る。

第9-6表

作 業 要 員 合 計2,510名

内ス ー パー バ イザー206名

莞 ち ζ=等 ・,1・4名

1台 あた り平 均監 督者 数1.3

〃'オ ペ レ ーター ・プ ログ ラ マー 等15 .0

② 技 術計 算 と事務 計 算の要 員 数 の別

62社 を技 術計 算 を行 な って い る もの と,事 務処 理 のみ の 目的 に使 ってい る もの と区別 して,

1台 当 りの要 員 数 を調 査す る と,次 の表 の通 りで ある。

第9-7表

技 術計 算 を行 なってい る場 合

大 型 機15台 シス テ ムア ナ リス ト

超 大型 機6台/ス ー パ ー バ イ ザ ー

1台 平 均]7.1名 で あ る。

これ を更に スー パー バ イザ ー を区別 す れ ば

ス ー パ ーバ イザ ー1台 平 均1.1名

オ ペ レー タ ー ・プ ログ ラマ ー等1台 平 均16.0名

とな る。
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第9-8表

事 務計 算 の み を行 な ってい る場 合

小 型 機28台 オ ペ レ ー タ ー

中 型 機45台 プ ロ グ ラ マ ー

合計101台 に対 し 合計1,267名

大 型 機24台 シス テ ム アナ リス ト

超大型 機6台 ス ー パ ー バ イ ザ ー

1台 平 均12.5名

これ をス ーパ ー バイ ザー を区 別 すれ ば

ス ーパ ー バ イ ザー1台 平 均1 .5名

オ ペ レー ター ・プ ログ ラ マー等1台 平 均'11 .2名

とな る。

以 上 の 結果 を一 括 す る な らば,技 術計 算 の場 合 は1台 あた りの一 般 要員 の数 は,事 務 計 算 の

場 合 よ り多い が,逆 にス ー パ ー バ イ ザー の数 は少 ない(要 員 数 算定 に あた り,機 械規 模 を考 慮

に入 れ た調 査 で も,同 じ傾 向 が み られ る。 この ような傾 向の 理 由ーと して,技 術計 算 の場合 は
,

そ の 内容 に応 じ,そ れぞ れの 専門 の作 業 員 が,や や オー プ ン制 に近 い 形 で電子 計 算 機 を使 用す

る こ とが あげ られ る)。

(3)職 種 別 の要 員数

ア ンケー トに 回 答 を寄 せ た62社 の うち,職 種 別 に要 員数 を報 告 して きた会 社は30社 で ある。

これ ら30社 の 資料 に基 づ いて,職 種 別 の作 業要 員 数 をま とめ る と,次 表 の通 りで ある(機 械

規 模別 に職 種別 宴 員数 を調 査 す る ことが理 想 的 で あるが,現 段階 ではそ の資料 を提 出 で き ると

ころは極 め て 少 ない)。

第9-9表

オ ペ レ ー タ ー553名51%

プ ロ グ ラ マ ー一・404名58%

シス テ ムアナ リス ト208名1g%

ス ー パ ー バ イザ ー130名12%

合 計1,075名100%'

(4)作 業 員の 経験 年 数

電子計算機が繍 産業の中核として,藪 視せられてからの期間は長くない.従 。て,電 子

計 算 機技 術 者 と して の経 験 年数 も ま た,僅 々数 年 に過 ぎない で あろ う。 この 点 につい てア ンケ

ー143一



一 トの内 容 か ら調 査 した結 果 を ま とめ る と次 表 の通 りで ある
。

第9-10表

1

2

5

5

5

年 未 満

年 来 満

年 来 満

年 来 満

年 以 上

平均経過年数

名

名

名

名

名

年

4

1

8

1

5

6

6

3

8

4

1

5

3

3

4

4

5

この表 で注 目す べ き こ とは,各 経 験年 数 別 の分布 が大 差 ない こ とで ある。

電 子計 算 機の導 入 が急速 に 高ま りつ つ あ るに も係 らず,技 術 者 数 は,そ れ に伴 って増 加 を示

してい ない ことは,技 術者 の大 量 育成 の 急 務 で ある こと を示 してい る。

9.10要 員 数 の 推 定'

電子計算機技術者の要員数を・理論的に算出することの困難なことは既に述べた。従って当

委 員会 が現 段 階に おけ る 最 も合 理的 な方 法 と して採 用 した ことは,ブ ラン ドン氏手 法 に よ る推

定値 を,ア ン ケー トに よる要 員数 の 集計 結果 と比較す る ことに より,同 手法 を わが 国 に適 用す

る こ との妥 当性 を調査 し,そ の 結 果,可 能 で あるな らば 要 員数 推 定 に ブ ラン ドン氏手 法 を用い

よう とす る もの で ある。

以 上 の主 旨に則 り,今 回の ア ンケ ー トに よる調査 の特 殊 性 を,ブ ラン ドン 氏手 法 の式 の上 で

表 現す る と,

表-

機

織

機

機

1一

型

9

型

型

型

第

大

小

中

大

超

d===a十1.1b

∂=α 十 方

d=α －FO.63b

d=α 十 〇.66

であ る。

この 式 に よって現在 の要 員数 を計 算す ると

第9-12表
＼ 小 型 機119名 超 大 型 機

中 型 機632名 合 計

大 型 機664名
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「

と なる。

一 方 ア ン ケー トに よるオ ペ レー タ ー ・プ ロ グ ラマー ・シス テム アナ リス トの3職 種 に対す る

要 員 の 集計 値 は1896名 で ある。

この よ うに 両者 の 値 が接 近 してい る こ とは,云 い 換 え るな らば,わ が 国の要員 数 を推定 す る

に あた り,ブ ラン ドン 氏手 法 をそ の ま ま採 用 して差支 え なら とい う こと とな る。

911昭 和47年(1972年)3月vak・ け る要員 数予 測

要 員 数 予測 に あた って,重 要 な要 素 は 二 つ あ り,一 つは 設置 台 数 とその 機種別 内 容,他 の一

つ は計 算方 法 で ある。

設置 予 定台 数及 びそ の機 種 別 内容 につ い て は,当 委員 会 はJEGCに よる推 定 値 を採 用 す る

こと と した。そ れ に よれば 昭 和47年3月 に おけ る設置 状 況 は次 の通 りであ る。

第9-15表

機

機

織

織

機

型

型

型

型

型

小

太

超

小

中

大

超

設 置 台 数

2,247

3,105

2,448

2,715

189

設 置 予 定 台 数

546

754

595

658

47

一 方要 員 数推 定の ため の計 算 方法 は,プ ラン ドン氏 の 手法 を使 うことの妥当 性 につ い て は前

節 で述 べ たが,昭 和47年 に おけ る要員 数 算定 の た めには,若 干 の補 足 が必要 で ある。 す なわ

ち,ブ ラン ドン氏 は1964年 に,そ の 手法 を発 表 したが,そ の当時 と,1966年 に1970

年 を予 測 した時 とでは,電 子 計 算 機 の技 術革 新 の もた らす効果 と して,要 員数 の 軽 減 を主 張 し

てい る ことか ら,算 式 の 係数 を異 に してい る。 そ の内 容 は第9--5表 に示され た もの で ある。

技 術 開発 と要 員 との 関 係 にっ い て は,当 委員 会 の見 解 もまた,上 述 の第9-3表 に示 され

た 逓減 を量 とす ると 同時 に,そ の 逓減 傾 向は,1970年 以 降 も継 続 し,そ れ は等 比 級数 的に

変化 す る もの と考 え る。'

この よ うk見 解 に 基 づ くと,昭 和47年(1972年)の 電子 計算 機1台 あた りの要 員 数 は

次表 の如 く なる。
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第9-14表

織

機

織

機

機

型

型

型

型

型

小

大

超

小

中

大

超

オ ペ レー タ ー

1.0

0.9

1,5

2.6

4.5

シ ス テ ムプ ロ グ ラ
マ ー ア ナ リ

ス ト

0.50

0.90.36

2.61.7

4.35.5

8.77.5

合 計

1.5

2.16

5.6

10。2

20.5

従 って第9-13表 の設置 予 定 に対 す る,ユ ー ザ ー側 妻 委数 は次表 の如 くなる。

第9-15表

機

機

機

機

機

計

型

型

型

型

型

小

太

超

小

中

大

超

合

オ ペ レ ー タ ー

2,122人

2,637

2,769

7,727

953

16,188

プ ロ グ ラ マ ー

1、061人

2,637

5,558

12,780

1,888

25,904

シ ス ァ ム

ア ナ リ ス ト

0入

1,055

3,621

9,808

1,628

16,112

合 計

3,183人

6,529

11、928

50,315

4,449

56,204

9.12メ ー カー側 要員 数

メー カー 側 に おげ る要 員 は,プ ログ ラ マー,シ ス テ ムア ナ リス トのほ か に,セ ール ス エ ン ジ

ニ ア と教 育 エ ン ジ ニア が 加 わ る ことに な る。 これ らの 職 種 に対 す る要員 数 につ い て,サ ン プル

として代 表 的 な3社 につ い て調査 し,そ の 結果 を基 礎 と して,わ が国 の 現在 に おけ る メー カー

側 の 要員 数 を推定 す る と,次 表 の通 りであ る。

第9-16表

謬 リ芸 プ・グ・一 こ二。㌻ 彰 グ 亨 合 計
要 員 数1、958人2,448人1,077人294人5.777人

915昭 和47年5月 末 メー カー 側要員 数推 定

メー カ ー側 の職 種別 要 員 数 は,一 般 に電子 計 算機の 生 産 高 に比 例 す る もの と考 え られ る。 そ

こでJECOの 調 査 に基づ く昭 和47年5月 末 の生 産 高推定 額2 ,133億 円 を対 象 とす れ ば,

要 員 数 は 次表 の 値 とな る。
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第9-17表

膓≠リ芸 ブ・グ・一 ㌻ 蕩 整ンジ二軍 合 計

轟 警編 く …人 …人 臥 ・.・人59人

腰 差 鐘4,2665・3352,54664・12,585

914輸 入 販 売会 社vateけ る要 員数

輸 入販 売 会社 に おけ る職 種別 要 員 数 は,輸 入 額 に比 例 す る と考 え て差 支 え ない。 とす るの が

当委 員会 の考 え方 で ある。

昭和45年3月 末 の 推定 要 員数 は,43年 度 輸入 額91.4億 円に 対 して次表 の通 りで ある。

第9-18表'

㌫ 廷 プ・グ・一 ㌻ 拶 ㌢ ジニ享 合 計

轟昊纂1㊨晶1・5入 ・・人 臥 ・・人 ・・人
昭 和43年3月137人229人100人27人495人

末 推定要 員数

9.15昭 和47月3月 末輸 入 販 売会 社側 妻員 数推 定

昭和47年3月 末 の職 種別 宴 員数 を,JEGO調 査 に よ る昭 和47年 度 に おけ る,電 禄 計算

機 の国 内生 産 高 と輸 入 高 との 割 合 を0.1と 仮定 し,そ れ を基 と して 計 算 した輸 入総額215 .3

億 円 を対象 と して 推定 す る と,次 表 の結果 を得 る。

第9-19表

テ≠リ芸 プ・グ・一 ㌻ 二 手 ㌢ ジ三 合 計

轟瀞 θ尚1・5人25人 ぬ ・・入 ・.・人

lll和縫 認37・ 人58・ 人 ・・4人64人1,251人

9.16む す び

以上62官 公社 か ら寄せ られ た報 告 と,代 表 的 なメ ー カー3社 に依 頼 した要 員 に関す る調査

結 果 を基 と して,ユ ー ザーーー一,メ ー カー,輸 入販 売 会社 等,そ れぞ れの 分 野に おける 昭和47年

5月 末 の 電子 計 算 機技 術者 の職 種 別 宴員 数 を 推i定した。 しか し要 員数 を大 き く支 配す る ものは,

既 に述 べて ある如 く機械 設 置 台数 で あ り,し か も設置 台数 は,企 業 の電 子計算 機 に 対す る態度

に か か っ てい る。 この意 味 に お いて,情 報処 理 の 中核 を な し,し か も老 大 な人 員 を対 象 と して,

数 年 にわ た る教 育 を必 要 とす る電 子計 算 機要 員 の育成 につ い ては,常 に企業 活動 の動 向 と,電
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子計算機の果す役割 りとを予見 し,以 って機械設備の需要を予測しながら,要 員 の育成確保に

力を致すことが必要である。
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禁 無 断 転 載

財団法人 日本情報処理開発センター

東京都港区芝公園21号 地1番5

機 械 振 興 会館 内

TEL(454)8211(代 表)

(有)盛 光 印 刷 所

東京 都千 代 田区 飯 田橋4の6の5

TEL(264)1851(代 表)
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